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トップメッセージ

新しい時代に、新しい保険を提供し、新しい時代に、新しい保険を提供し、
お客さまに「最優」と評価いただけるお客さまに「最優」と評価いただける
保険会社を目指します保険会社を目指します

平素よりSBI損害保険株式会社をお引き立ていただき、誠にありがとうございます。

昨年の相次ぐ地震や豪雨などに続き、本年も森林火災などの自然災害が全国各地で発生してお

ります。被災されました方々に対しまして心よりお見舞い申し上げますとともに、被災された地域

の一日も早い復旧・復興を心よりお祈り申し上げます。

2 0 2 4年度を振り返りますと、多発する自然災害、物価上昇の継続、世界経済の不透明感の高ま

りなど、業界を取り巻く事業環境は厳しさを増しております。そうした中、当社では、自動車保険

における戦略的な価格設定や顧客視点のサービスの充実、団体がん保険の取り組みが奏功する

とともに、今年1月から放映を開始した芦田愛菜さんが出演する自動車保険・がん保険の新CMも

ご好評いただき、多くの新しいお客さまに当社の保険にご加入いただけました。その結果、直接

的な収入である元受正味保険料は、577.3億円と対前期比で9.9％の伸びとなり増収増益を達成

したほか、契約件数（加入者数）でも1 3 0万件を超えるまでに成長することができました。また、

品質面においても、当社のコンタクトセンターは、サポートサービス業界における世界最大の認

定機関であるHDIより、優れたサポートセンターの最高峰であることを証明する「HDIサポートセ

ンター国際認定（七つ星）」を取得することができ、顧客体験（CX）管理を重要視したサポートプ

ロセスを備えたコンタクトセンターであると認定されました。これもひとえにお客さまをはじめ

とするすべてのステークホルダーの皆さまのご支援の賜物であり、心より感謝申し上げます。

これまで当社は、インターネットを最大限活用し、お求めやすい保険料と契約手続きをWebで

完結できる利便性を訴求することによって発展してまいりましたが、当社の商品をより多くのお

客さまにご利用していただくためには、インターネット以外のチャネルの活用・拡大も必要と考

え、新たな戦略に取り組んでおります。非対面チャネルにおいては、Webサイトの拡充やUI/UX

を改善することによる利便性のさらなる向上や、エンベデッド・インシュアランス（組み込み型
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新しい時代に、新しい保険を提供し、新しい時代に、新しい保険を提供し、
お客さまに「最優」と評価いただけるお客さまに「最優」と評価いただける
保険会社を目指します保険会社を目指します

保険）の取り組みなどを進めるとともに、各種マーケティング施策やデジタルとマスメディアを

組み合わせた広告展開などによって、当社の認知度の一層の向上に努めております。一方、対面

チャネルでは、ネットとリアルを融合させるという戦略のもと、地域金融機関やさまざまな企業と

の連携・アライアンスを通じて、地域社会のニーズに即した多様な保険商品・サービスの提供によ

り「安心と安全」をお届けすることで地域経済に貢献していくことにも取り組んでおります。

また、当社は、「お客さま満足度（Customer Satisfaction：CS）」のさらなる向上を図っていくた

めには、「従業員満足度（Employee Satisfaction：ES）」を高めていくことが不可欠と考えており

ます。すなわち、ESを高めることでお客さまへのサービス品質がより一層向上し、CSもさらに上

がっていくという、“ESとCSの好循環”が持続可能な成長の原動力となり、当社の中長期的な価

値創造を支え、お客さまや従業員を含むすべてのステークホルダーに配慮した経営の実現につ

ながるものと確信しております。

今後とも、「新しい時代に、新しい保険を」という企

業理念のもと、多様化するお客さまのニーズを的確

に捉えた保険商品・サービスをご提供することで、

最も優れているとともに、お客さまに寄り添った最

も優しい、「最優」の会社であるとご評価いただける

よう力を尽くしてまいります。引き続き、変わらぬご

支援とご愛顧を賜りますよう心よりお願い申し上げ

ます。

2025年7月
SBI損害保険株式会社

代表取締役社長 小野 尚
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グループシナジーとオープン・アライアンス

SBI損保は、SBI新生銀行グループ各社とさまざまな協業
を進めてきました。たとえば、ウォレットやお支払い、送
金・入出金などの金融・決済機能に加え、リアルタイム被
害予測ウェブサイト「cmap（シーマップ）」などのさまざまなサービスをミニアプリとして提供する株式会社
アプラスの金融プラットフォーム「BANKIT®（バンキット）」に、「SBI損保の海外旅行保険」（※1）のミニアプリを
提供しています。BANKIT上のユーザー情報を連携することで、よりスムーズに海外旅行保険にご加入いただ
けるほか、BANKITを採用して金融・決済サービスを提供する地域金融機関や小売業などの事業者においても、
海外旅行保険ミニアプリを搭載し、商品ラインナップを拡充いただくことが可能になりました。

SBIグループでは、7 0 0を超えるグループ企業が相互に連携し、グループシナジーを最大化するとともに、グ
ループ外の企業グループとも積極的に連携する「オープン・アライアンス戦略」を推進しています。
SBI損保でもオープン・アライアンスを通じてお客さまのさまざまなニーズにお応えするべく、一社単独では
成し得ない総合的なサービスを提供できる体制を多様なパートナーと共同し、構築しています。

また、サイバーセキュリティ保険、事業活動総合保険お
よび旅館賠償責任保険などを昭和リース株式会社の取
引先企業に提供しています。保険のご紹介にあたって
は、補償などの保険機能の提供だけでなく、サイバー研修および新規事業開始時のリスク案内などをはじめと
するリスク低減のための注意喚起や啓発に加え、取引先各社のこれまでの契約状況をふまえた保険料の削減
等もご案内することで、付加価値の提供に努めています。
今後も、グループ各社が持つ独自性や特徴を生かして、より多くのお客さまへの商品提供や、社会環境の変化
の中でお客さまに必要とされるサービスの提供に取り組むとともに、新しいビジネスモデルの構築にチャレ
ンジしていきます。

SBI グループ企業との協業

◆ SBI 新生銀行グループとの協業

※ 1　正式名称：リスク細分型特定手続用海外旅行保険（以下「SBI 損保の海外旅行保険」）
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輸入車の普及が進む中、国産車の修理にあたっては、作
業データを統計的に処理して作成された工数を採用し
た見積りツールが普及していますが、輸入車には広く
普及した見積りツールがないため、損害保険会社と修
理工場との損害額の確定に時間を要することが多くあ
りました。
SBI損保は、輸入車の修理における迅速かつ適切な修理
費算定および保険金支払を目指し、Audatex Japan株
式会社が提供する「Solera Qapter Claims」を試験導入
し、輸入車の修理費検証を開始いたしました。「Solera 
Qapter Claims」は、メルセデス・ベンツ、Teslaなどの輸
入車の生産国で一般的に利用されている「自動車メーカーが策定した工数」を多く収録した見積りツールで、
同ツールを輸入車修理費算定業務へ導入することで、自動車メーカー修理書・車両構造情報に基づいた合理的
で適切な損害自動車修理費の算定へ取り組みます。

オープンアライアンス

◆ SBI アルヒとの協業拡大

◆ 三井住友カードとの協業の深化

◆ 輸入車の修理費算定の適切性向上に向けた取り組み

2 0 2 2年1 1月にSBIグループ入りしたアルヒ株式会社
（現SBIアルヒ株式会社）とSBIグループの連携第1弾

として、2 0 2 3年3月に業務連携における基本合意を
締結いたしました。以降、両社のネットワークを通じ
てそれぞれのお客さまに適した商品やサービスを紹
介することを目指し、SBIアルヒのメールマガジンや
Webサイトなどの非対面チャネルにおいて「SBI損保
の火災保険」（※1）のご案内を行ってきましたが、2024
年1 0月からは、SBIアルヒの一部直営店において住宅
ローン物件に合わせたお見積りをご提案し、より多
くのお客さまに当社の火災保険の特長をお伝えして
います。

SBI損保と三井住友カード株式会社は2 0 2 3年1月に協
業を開始して以来、三井住友カードのデータ分析支援
サービス「Custella（カステラ）」を用いたAI予測モデル
によって、カード会員さまへ保険見直しやライフイベントに合わせた保険商品の募集を行ってきました。2024
年1 0月からは、より多くのお客さまへご案内を広げることを目的に、三井住友カード会員さまを対象としたが
ん保険「三井住友カード実額補償がん保険」（※2）のご案内を開始いたしました。三井住友カードを団体契約者
とすることで、三井住友カード会員さまは一般に比べ割安な保険料でご加入いただくことが可能となるため、
より経済的な負担を減らしながら、万が一のがん罹患に備えていただくことができます。

※ 1　正式名称：住まいの保険（以下「SBI 損保の火災保険」）
※ 2　正式名称：がん治療費用総合保険
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ネットとリアル　リテールとホールセール

SBI損保は創業以来、インターネットをメインチャネルとして急成長してきました。今後は、より多くのお客
さまに質の高い保険商品・サービスを提供することを目指し、インターネットや電話等を通じた「非対面営業」
と、お客さまとのフェイストゥーフェイスでのコミュニケーションを大切にする「対面営業」の両面を強化す
ることで、新たな課題解決の枠組みや当社ならではの付加価値を提供するとともに、SBIグループの総合力や
グループ各社の経営資源を活用し、個人・法人双方のお客さまへの商品・サービス提供に取り組みます。

SBIグループでは、国家戦略である地方創生の実現に向けて、地域金融機関の課題解決と収益力の改善を支援して
きました。また、地域金融機関のみならず、地域住民、地域産業、地方公共団体という4つの経済主体すべてにアプ
ローチすることで、地域経済ひいては地方創生への直接的・間接的な貢献を推進しています。
SBI損保でも、地域金融機関へ保険商品を提供することで、地域金融機関の収益力拡大に寄与するとともに、地域
のお客さまへのリーズナブルな保険料での保険機能の提供や、インターネット完結のスムーズな保険加入体験を実
現しています。

地域金融機関との提携
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◆ アイオー信用金庫における自動車保険の取り扱い

◆ 地域金融機関における商品ラインナップ・チャネルの拡大

2 0 2 5年2月から、アイオー信用金庫において、信用金庫
で初となる「SBI損保の自動車保険」（※1）の取り扱いを
開始いたしました。アイオー信用金庫のWebサイトを
訪れるお客さまは「SBI損保の自動車保険」のお申込みページに簡単にアクセスいただけるようになり、2 4時間
いつでもどこからでもお手続きいただくことが可能になります。個人のお客さまのみならず、法人のお客さま
もお見積り・お申込みをインターネット上で完結できる体制で、アイオー信用金庫が支える地域の皆さまの多
様化するニーズにお応えいたします。

2020年1月から「SBI損保の火災保険」を、2022年９月か
ら「SBI損保の自動車保険」および「SBI損保のがん保険」

（※2）の募集を行ってきた株式会社島根銀行において、
島根銀行を契約者、島根銀行の口座保有者を被保険者
とする「SBI損保のがん保険」団体保険導入に関する基本合意を締結するなど、当社から提供する保険商品や
チャネル、スキームを多様化することで、すでに提携している地域金融機関の商品ラインナップやサービスの
さらなる拡充に努めています。
2 0 2 4年1 2月以降は、これまで複数の部署がそれぞれ提案していた保険商品・サービスを一貫してご提案でき
る営業体制を構築し、各金融機関と密にコミュニケーションをとりながら、サービスのデジタル化や収益源の
多様化、コスト削減などに貢献しています。

※ 1　正式名称：総合自動車保険（以下「SBI 損保の自動車保険」）
※ 2　正式名称：がん治療費用総合保険（以下「SBI 損保のがん保険」）
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◆ 修理工場における透明性向上

株式会社IDOMおよび株式会社MIRAIと連携し、MIRAIが
提供する「板金工程管理システム（BPS）」を「SBI安心工
場プレミアム」に登録されたIDOMの全修理工場へ導入
いたしました。BPSは、自動車の修理内容や進捗状況などをスマートフォン等で随時確認することができるシ
ステムで、お客さま、修理工場、損害保険会社の3者間で修理工程を共有することで、お客さまに納得・安心の
サービスを提供するとともに、よりスムーズなお客さま対応、修理内容の適切性の判断を可能にしています。

DX 推進による CX 向上を目指して

◆ 「SBI 損保の海外旅行保険」サービス拡充

近年、少子高齢化や労働力不足、AI などのテクノロジーの進歩、頻発する自然災害や環境問題の深刻化など、私
たちの社会を取り巻く状況とリスクが大きく変化しています。
SBI 損保は、常に時流をとらえ革新的な事業を創造するSBIグループの一員として、「テクノロジーの力で新
たな価値を創造する」ことを経営方針の1つに掲げ、デジタルテクノロジーを活用した DX（デジタルトランス
フォーメーション）の推進・CX（カスタマーエクスペリエンス）の追求により、業務の効率化を図ると同時に、新
しい顧客体験を提供しています。

決済手段の多様化や少額決済におけるコード決済の浸
透を受け、自動車保険やがん保険といった他主力商品と
比較して保険料が少額になりやすい「SBI損保の海外旅
行保険」の保険料のお支払方法にPayPay、楽天ペイ、d払
い、auPAY、auPAY（auかんたん決済）を追加いたしまし
た。決済方法の拡充により、より多くの方が、一層お手軽に海外旅行保険にご加入いただけるようになります。
また、海外旅行中に破損したスーツケースの画像をお客さまに撮影いただき、AIで画像を読み取ることで破損
の有無や状態を自動判定する「スーツケース破損保険金自動支払いサービス」の提供を開始いたしました。こ
れまでスーツケースの破損に対する保険金の支払いには最短3日を要していましたが、スーツケース破損の画
像査定を自動化することで、担当者による損害確認や支払手続きなどの作業が不要になり、最短即日での対応
が可能となりました。

DXとCX加速
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◆ 増加する雹災害への対応

◆ 生成 AI を活用した業務改善

気候変動を背景に頻発する降雹によって自動車の破損
が急増し、降雹地域の修理工場で一時的な負担が増加
しています。当社は2024年4月に兵庫県で大規模な雹災
害が発生した際、お客さまへの対応迅速化および利便性向上のため、イオンモール姫路リバーシティーにおい
てドライブイン方式による自動車の損害確認を実施いたしました。お客さまはご自身の都合に合わせてイオ
ンモールを訪問することで、株式会社はなまるが運営するクルマ買取販売サービスソコカラの従業員による
損害確認を車に乗ったまま受けることができるため、修理工場にご案内するよりも短時間で概算費用の確認
が可能となり、修理を実施するか、修理をせずに保険金を受け取るのかご判断いただけます。

アルティウスリンク株式会社が提供するコンタクト
センターを起点としたデータ活用プラットフォーム

「Altius ONE for Support」を活用し、「後処理時間の短
縮」、「VoC（お客さまの声）と顧客満足度の相関分析」、「VoCからの商品・サービス改善要望抽出」における生成
AIの有用性を検証する実証実験を実施しています。お客さまとの会話の要約や顧客満足度に影響する要因を
特定するための分析、商品・サービス改善の可視化および自動化を図ることで、業務効率化による高い応答率
を維持するだけでなく、データに基づくオペレーションの最適化と商品・サービスの改善を通じたCX向上を目
指します。

また、Microsoft Copilotを導入し、議事録の作成やアンケート集計、リスク管理チェックの一次確認などに活用
しているほか、DataRobotのLLMプレイグラウンドを活用し、CXの観点で統一したワーディングルールや社内
規定、保険関連法を検索用データベースとしたチャットボットを作成し、文章の確認や修正提案、ケーススタ
ディの確認や情報収集、施策検討などに活用することで、確認作業の簡素化や対応の迅速化を図っています。

また、降雹は事前の予測が非常に難しいといわれてい
る中、MS&ADインターリスク総研株式会社が気象ビッ
グデータおよび独自AI技術をもとに構築した降雹予測
モデルに当社の事故データを適用し、降雹予測モデル
の精度を確認・検証するPoC（概念実証）を実施いたしま
した。降雹が予想される地域にお住まいのご契約者さ
ま向けに事前にアラートを配信することで、屋外にあ
る自動車を屋根付き駐車場に移すなどの防災・減災の
ための行動を促すことを最終目的に、予測モデルの精
緻化とアラート配信の体制整備を進めています。
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お客さまに信頼されるサービスの提供

2025 年 オリコン顧客満足度 ® 調査 定期型がん保険（FP 評価）ランキングは、定期型がん保険につ
いて、5 商品から FP（ファイナンシャルプランナー）40 名を対象とした調査に基づきランキングを発
表しています。

2024 年 4 月から同年 11 月に価格 .com を利用した方のなかで、調査時点において自動車保険（任
意保険）に加入している、もしくは事故時等に保険会社に連絡をしたことのある、男女 4,804 名か
ら得た回答に基づきランキングを発表しています（株式会社カカクコム調べ）。

サステナビリティ推進

企業を取り巻くステークホルダー（利害関係者）とは、顧客、株主、従業員だけでなく、一般消費者や取引先、あ
るいは広く地域社会などによって構成されています。そのためSBIグループは、企業の社会性を強く認識し、第
一の目標として本業の事業活動を通じて社会の維持・発展に寄与するとともに、昨今顕在化している気候変動
や少子化および人口減少などをはじめとする社会課題に対して、より直接的に貢献するための取り組みを実
施しています。
SBI損保も「新しい時代に、新しい保険を」という企業理念に基づき、事業活動を通じた価値創造による社会課
題の解決と、持続可能な社会の実現に取り組んでいます。

SBI損保はお客さまに選んでいただける保険会社を目指し、お客さまのニーズに対応した商品・サービスの提
供、および業務品質の向上を通じて、保険会社として進化し続けてまいります。

◆ 高水準な外部機関評価の獲得

SBI損保は創業以来、「顧客中心主義」を掲げるSBIグループの一員として「お客さま本位の姿勢」を常に貫いて
きました。たとえば商品の提供においては、インターネットをメインチャネルとすることで、インターネット
上でお手続きが完結する手軽さや高い利便性、リーズナブルな保険料を実現してきました。また、インター
ネット上でお申込手続が完結するダイレクト型損保だからこそ、Webサイトやお電話、チャット、メールなど
のお客さまとの接点における品質の向上に取り組んでいます。

オリコン顧客満足度®調査「定期型がん保険（FP評価）」で総合1位

オリコン株式会社が発表した「2025年 オリコン顧客満足度®調査 定期型がん保
険（FP評価）ランキング」において、「SBI損保のがん保険」が総合1位を獲得しま
した。定期型がん保険での総合1位は4度目（2021～2022年、2024～2025年）とな
ります。

価格.com 自動車保険 満足度ランキング2025　保険料満足度第 1位

株式会社カカクコムが発表した「価格.com 自動車保険 満足度ランキング2025」
の「保険料満足度」において第1位を獲得しました。同部門第1位の獲得は1 4回目
となります。



11

※ AskDoctors 調べ

テクノロジーの導入・アライアンスによる新たな価値提供

SBI 損保は、最先端のテクノロジーの積極的な導入やさまざまなステークホルダーとのアライアンスにより、社会
の変化に対応する商品・サービスの提供に取り組みます。

◆ サイバー保険の提供

近年、ランサムウェアやマルウェアなどの不正プログラムをはじめとするサイバー攻撃による被害が増加の
一途をたどっています。サイバー攻撃は企業にとって、「金銭の損失」「顧客の喪失」「従業員への影響」など多方
面に不利益を生じさせる脅威であるにも関わらず、サイバー攻撃を受けた際の損害賠償や復旧には相当の費
用を要するため、特に中小企業では十分に備えることができていないケースも少なくありません。
SBI損保はあいおいニッセイ同和損害保険株式会社と連携し、サイバー保険を提供しています。また、パート
ナー企業が提供するサイバーセキュリティサービスに保険機能を組み込む形でもサイバー保険を提供してお
り、同サービスを購入された企業に対する万が一のリスクへの補償提供を通じて、活発な企業活動と経済の活
性化にも寄与しています。

医師100名の93％が「SBI損保のがん保険を人に勧めたい」と評価

2025年3月にがんの診療に直接携わる医師を対象に「SBI損保のがん保険」の「他
人への推奨意向」「自身での利用意向」を調査した結果、医師1 0 0名の9 3％が「他
の人に勧めたい」と回答、8 2％が「自身も利用したい」と回答し、保険商品で唯一
の「AskDoctors 医師の確認済み商品」に引き続き認定されました。

「HDIサポートセンター国際認定（七つ星認定）」獲得

「HDIサポートセンター国際認定」の最高峰である「七つ星」を獲得しました。ま
たこれまで、「HDI格付けベンチマーク」の「問合せ窓口」で8回、「Webサポート」
で1 2回、顧客視点で卓越したサービスを提供しているサポートセンターとして
最高ランクの三つ星を獲得し、2 0 2 2年から2 0 2 4年までは「HDI五つ星認証プロ
グラム」においても「五つ星認証」を取得しています。
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オアフ島最大のトライアスロン大会「ホノルルトライア
スロン」に2 0 2 3年から協賛しています。ホノルルトライ
アスロンはオリンピックディスタンスからリレー、キッ
ズレースなど多くの種目が実施されるため、初心者から
経験者まで、また大人から子どもまで、多くの人の健康
づくりや絆づくりを後押ししています。大会会場では、
フィニッシュ後の選手や来場者へシェイブアイスを提
供することで、トライアスリートへのサポートを行って
いるほか、子どもたちの健全な成長と親子のつながり強
化を目的に、2024年大会からキッズレースのメインスポンサーも務め、エントリー枠のプレゼントキャンペー
ンも実施しています。

2 0 2 0年に大分県大分市をホームタウンとする日本プロ
サッカーリーグ（Jリーグ）に所属する大分トリニータの
ユニフォームスポンサーを開始して以降、親子参加型の
サッカー教室の複数回にわたる開催や、スタジアムへの

「がん撲滅」「交通安全」などをテーマとした体験型ブー
スの出展など、さまざまな共創を進めてきました。
こうした活動の背景には、心身の健康の保持増進に加
え、スポーツを通じて子どもたちの健全な成長を促進
するとともに親子・家族の絆や地域コミュニティの一
体感を高めてほしい、ひいては地域の発展に貢献した
いという思いがあります。2024年からはアドボードスポンサーとして、引き続きスポーツ支援を通じた社会と
のつながりを大切にしながら、健康促進や安心・安全なまちづくりを目指し活動しています。

豊かで健康的な社会の実現には、人々に楽しさや感動、
生きる喜びをもたらす文化芸術の保護・発展が欠かせ
ないと考えています。
SBI損保は、生のバレエを鑑賞することで、子どもたち
の感受性や想像力を育むと同時に夢や未来を広げて
ほしいという思いから、公益財団法人SBI子ども希望財
団、一般財団法人牧阿佐美バレヱ団と協力し、児童養護
施設の子どもたちを「くるみ割り人形」のクリスマス公
演に招待しています。また、虐待を受けるなど厳しい環
境に置かれた子どもたちの福祉向上を目的としたより
直接的な支援として、バレエ公演会場で社員による募金活動も実施しています。 

◆ 大分トリニータスポンサー

◆ 牧阿佐美バレヱ団への協賛

豊かで健康的な社会の実現に向けた取り組み

◆ ホノルルトライアスロン協賛

SBI損保はすべての人が心豊かに暮らせる社会を目指して、人々の健康な身体と健全な心の育成やコミュニ
ティづくりに資するスポーツの振興、および心豊かな社会に欠かせない芸術文化の支援に取り組みます。

ⓒonoguchi
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将来を担う世代への支援

金融リテラシーを身に着けることは、金銭的なトラブ
ルを避けるだけでなく、より良い暮らしや自分らしい
生活を主体的に選択すること、自立する力の育成にも
役立ちます。
SBI損保は、子どもたちが楽しみながら金融経済に触れ
る機会を提供することは、自身のライフスタイルやお
金との関わり方を考えるきっかけとなり、非常に意義
のあることだという認識のもと、認定NPO法人 金融知
力普及協会が高校生の金融リテラシー向上のために開
催する全国高校生金融経済クイズ選手権「エコノミク
ス甲子園」の大分大会を2022年から主催しています。大
会では、無料で提供される教材をもとに学んだ高校生
が、2人1組で全国大会への出場を目指して健闘します。

小・中・高等学校に勤める教員を対象に、民間企業の事
業活動に対する考え方や人材育成、SDGsの取り組みな
どについて理解を深めてもらい、その体験を子どもた
ちへの教育や学校運営に生かしてもらうことを目的と
した「教員の民間企業研修（主催：一般社団法人 経済広
報センター）」に協力しています。
教員の皆さんに保険や金融について理解いただくこと
は、子どもたちの金融教育の促進に寄与する重要な取
り組みであると考えており、本研修が教育現場におけ
る金融リテラシーの向上、ひいては子どもたちが自主的により良い暮らしや自分らしい生活を選択できるよ
うな未来につながることに期待し、講義やワークショップを通じて保険の公共性や価値について見識を深め
てもらうプログラムを実施しています。

◆ エコノミクス甲子園大分大会主催

◆ 教員の民間企業研修への参加

若年層は将来の大切なお客さまであると同時に将来を担う世代であり、その育成・支援は社会全体にとって重要な
問題であると認識し、児童から学生に至るまでを対象とした育成環境づくりや児童福祉にかかわる支援、啓発活
動等に取り組みます。



14

多様な人材が認め合う社会のダイバシティ推進

乳がんは女性の9人に1人がかかると言われている一方、
定期検診とセルフチェックの習慣による早期発見・早期治
療による治癒率が高く、「自分で気が付くことができるが
ん」です。SBI損保は、乳がん啓発や乳がん患者およびその
家族をサポートする認定NPO法人J.POSHのオフィシャル
サポーターとして、2 0 24年4月からピンクリボン運動の輪
を広げる活動に取り組んでいます。

定期的かつ継続的に社内外向けにメール等を通じて乳がんの正しい知識や定期検診
の重要性を伝える啓発活動に取り組むと同時に、2 0 24年10月のピンクリボン強化月間
には大分県が実施する乳がん検診の受診率向上を目的としたイベントで大分県のマス
コットキャラクターめじろんとのコラボレーショングッズを配布するなど、ピンクリボン
運動による気付きを広げることによってすべての人が健康に活躍できる環境づくりを推
進しています。

SBI損保では、音声言語でのコミュニケーションがとりにくい方もス
ムーズに各種お手続きやお問い合わせ等を行っていただけるよう、株
式会社プラスヴォイスが提供する代理電話サービスを導入し、お客さ
まからのお申し出に対して、手話・筆談のオペレーターの通訳を介して
応対しています。
また、朝日新聞社が主催するGOOD LIFEフェア2 0 2 4において、プラス
ヴォイスの「ろう者・難聴者も聴者と同様に出展者とコミュニケーショ
ンをとり、展示会を楽しんでいただきたい」という思いに賛同し、来場
したろう者・難聴者と聴者との会話を手話通訳者がビデオ通話を通じ
てリアルタイムで通訳する「遠隔手話通訳サービス」提供に協賛しました。会場ではろう者・難聴者と聴者が互
いの違いを理解しともに生きていくことを目指し制作した、聴覚障害やろう者・難聴者とのコミュニケーショ
ンについて啓発する特設Webサイトの紹介や、オリジナルグッズの配布も行いました。

さまざまな人々が互いに尊重し合い受容することによってそれぞれの強みを生かした社会を実現できるよう、価値
観やライフスタイル等を認め合うための取り組みなどを進めます。

◆ ピンクリボン運動の推進

◆ 耳や言葉が不自由な方へのサービス提供や理解促進に向けた啓発活動
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広報トピックス

損害保険業界としての取り組み

ブランドキャラクターの俳優・芦田愛菜さんを起用した自動車保険の新TVCMを2 0 2 5年1月から全国で放映し
ています。芦田さんの「信頼」「安心」のイメージのもと、幅広い世代の皆さまに向けて「プライスリーダーから
ゲームチェンジャーへ」というコーポレートスローガンのもと進化し続ける「SBI損保の自動車保険」の魅力
と、自分で保険を選ぶことの大切さをお伝えしています。
2月からはがん保険の新TVCMも全国で放映しています。決まった金額が支払われる定額保障のがん保険が一
般的な中、治療費を実額で補償するがん保険の存在も知っていただきたいという思いを「がん保険にもうひと
つの選択肢を。」というメッセージに込め、芦田さんに表現いただきました。

日本損害保険協会Webサイトや講師派遣活動などを通じて、損害保険に関する各種
情報を発信し、損害保険リテラシーの向上に取り組んでいます。特に地震保険・自賠
責保険の普及・啓発には力を入れています。 

4 7都道府県の事故多発交差点ワースト5の特徴や注意点等をまとめた「全国交通事
故多発交差点マップ」の開示や各種チラシの提供、交通安全教室・イベントなどでの
呼びかけを通じて、ドライバーや歩行者、自転車利用者など、事故や被害の軽減に向
けた啓発を行っています。

防災イベントなどを通じて安全意識の啓発を図るほか、地域の防災力強化を目的に
軽消防自動車を全国の自治体や離島に寄贈しています。

SBI損保は、一般社団法人日本損害保険協会の一員として、損害保険の普及啓発・理解促進活動に取り組んでお
り、2015年9月に国連サミットにて採択されたSDGs（Sustainable Development Goals）の達成にも貢献してい
ます。また、事故、災害ならびに犯罪の防止・軽減に向けた社会貢献活動にも取り組んでいます。

◆ 新 TVCM 放映開始

◆ 普及啓発・理解促進

◆ 交通安全対策

◆ 防災・自然災害対策

芦田愛菜さんのプロフィール
5歳で出演したドラマ「Mother」（日本テレビ/2 0 1 0）で脚光を浴び、以来数々の映画、ドラマ、CMなどで活躍中。日本アカデ
ミー賞やブルーリボン賞など多数の賞を受賞。
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SBIグループは、日本のインターネット金融のパイオニアとして、1999年に産声をあげました。銀行事業（SBI新
生銀行・住信SBIネット銀行等）・証券事業（SBI証券等）・保険事業（SBIインシュアランスグループ等）を中心と
する「金融サービス事業」に加え、「資産運用事業」、「PE投資事業」から「暗号資産事業」、バイオ・ヘルスケア＆メ
ディカルインフォマティクス事業やWeb3関連事業を含む「次世代事業」まで「金融を核に金融を超える」幅広
い分野で相互にシナジーを追求することで成長を遂げ、世界でもユニークな企業生態系を構築してきました。
2025年3月末において、グループの顧客基盤は5,442万件、売上高は1兆4,443億円に上る総合金融グループに成
長しました。

SBI グループは、2023年にSBI証券による国内株式売買手数料等各種手数料の無償化「ゼロ革命」を実施するな
ど、「顧客中心主義」を徹底し、常に時流をいち早く捉えた事業展開を行うとともに、グループ外の企業とも積
極的に連携する「オープン・アライアンス戦略」を推進しています。また、「公益は私益につながる」という理念
のもと、グループ全体戦略として国家戦略である「地方創生」への貢献を掲げ、各地の地域金融機関との提携を
加速させてきました。

SBI グループ

SBIグループの5つの経営理念

・正しい倫理的価値観を持つ
・金融イノベーターたれ
・新産業クリエーターを目指す
・セルフエボリューションの継続
・社会的責任を全うする

SBIグループの主な企業

■ 金融サービス事業

■ 資産運用事業

■ PE投資事業

■ 次世代事業

■ 暗号資産事業

SBIグループについて
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SBI インシュアランスグループ

SBI インシュアランスグループの全体像

SBIインシュアランスグループは、SBI損保、SBI生命、SBIいきいき少短、SBI日本少短、SBIリスタ少短、SBIプリ
ズム少短、SBI常口セーフティ少短、SBIペット少短（※1）の8社が一体となって総合的な保険事業を展開する、
SBIグループの保険部門です。持株会社であるSBIインシュアランスグループ株式会社は、2018年に東証マザー
ズ（現グロース市場）に上場しました。

SBIインシュアランスグループの特徴は、グループ内各社が、それぞれ特徴ある商品を展開し、独自の販売チャ
ネルを開拓していることにあります。各社間で商品の相互販売を行うことで、それぞれの会社の異なる顧客
基盤を有効活用し、新しいマーケットを開拓するなど、グループシナジーを最大限に生かしています。AIやブ
ロックチェーン技術など最先端テクノロジーをグループ横断的に採用し、各社の優れたサービス、オペレー
ションを横展開できることも、グループ経営の強みです。

SBIインシュアランスグループの保有契約件数は約300万件となり、証券部門、銀行部門とともに、SBIグループ
の中核事業としてグループを支えています。SBI損保はSBIインシュアランスグループのけん引役として、さら
なる業容拡大に努めています。
※1 正式社名は、SBI損害保険（株）、SBI生命保険（株）、SBIいきいき少額短期保険（株）、SBI日本少額短期保険（株）、

SBIリスタ少額短期保険（株）、SBIプリズム少額短期保険（株）、SBI常口セーフティ少額短期保険（株）、SBIペット少額短期保険（株）です。
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SBI 損保の組織体制

監
査
役
会

株
主
総
会

取
締
役
会

代
表
取
締
役
社
長

事業戦略部

経理財務部

数理部

経営企画部

商品開発部

IT システム開発部

IT サービス管理・統制部

リスク・コンプライアンス部

総務人事部

広報・サステナビリティ推進室

マーケティング部

ソリューション営業部

お客様相談室

CS企画推進部

東京契約課カスタマーサービス �部

東京事務課

カスタマーサービス �部 医療保険課

火災保険課

カスタマーサービス �部 佐賀契約課

福岡契約課

佐賀保全課

佐賀事務課

カスタマーサービス �部

損害サービス業務部

損害サービス �部

損害サービス �部

損害サービス �部

事故受付初期対応センター

第 �サービスセンター

画像鑑定センター

傷害サービスセンター

車両サービスセンター

火災医療保険サービスセンター

第 �サービスセンター

第 �サービスセンター

第 �サービスセンター

第 �サービスセンター

第 �サービスセンター

第 �サービスセンター

第 �サービスセンター

車両サービスセンター

第 �サービスセンター

第 �サービスセンター

傷害サービスセンター

車両サービスセンター

地方創生推進室

内部監査室

保険計理人

コンプライアンス委員会

リスク管理委員会

「お客さまの声」対応委員会

経営会議

IT戦略委員会

BX会議

商品本部

システム本部

コーポレート本部

経営戦略本部

マーケティング＆セールス本部

リレーションチャネル推進本部

カスタマー本部

損害サービス本部
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本店
東京都港区六本木1-6-1　泉ガーデンタワー16階

福岡オフィス
西日本コンタクトセンター福岡サテライト
福岡損害サービスセンター

福岡県福岡市中央区大名1-4-1　NDビル7階

新宿オフィス
東日本コンタクトセンター

東京都新宿区西新宿4-33-4 　住友不動産西新宿ビル4号館3階

大阪オフィス
大阪損害サービスセンター

大阪府大阪市北区中之島3-2-18　住友中之島ビル3階

仙台オフィス
仙台損害サービスセンター

宮城県宮城野区榴岡2-4-22　仙台東口ビル9階

渋谷オフィス
東京損害サービスセンター

東京都渋谷区道玄坂1-10-8　渋谷道玄坂東急ビル4階・5階・7階

鳥栖オフィス
西日本コンタクトセンター

佐賀県鳥栖市本鳥栖町537-1　フレスポ鳥栖2階

SBI 損保の事業拠点
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直近の 2 事業年度における代表的な経営指標

項目 2023年度 2024年度 指標の解説

元受正味保険料 52,529百万円 57,737百万円 ご契約者さまからお預かりした保険料から諸返戻金を控除した額で損害保険
会社の売上規模を示す指標のひとつです。

正味収入保険料 35,652百万円 39,566百万円
ご契約者さまからお預かりした保険料（元受正味保険料）から再保険料を加減
した額で損害保険会社の売上規模を示す指標のひとつです。
正味収入保険料＝元受正味保険料＋受再正味保険料－出再正味保険料

正味損害率 73.4% 73.3%

正味収入保険料に対する支払った保険金の割合のことであり、損益計算書上
の「正味支払保険金」に「損害調査費」を加えて「正味収入保険料」で除した割合
です。
正味損害率（%）＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料×100

正味事業費率 19.4% 17.9%

正味収入保険料に対する保険会社の保険事業上の経費の割合のことであり、
損益計算書上の「諸手数料及び集金費」に「営業費及び一般管理費」のうち保険
引受に係る金額を加えて「正味収入保険料」で除した割合です。
正味事業費率（%）・＝（保険引受に係る営業費及び一般管理費＋諸手数料及び
集金費）÷正味収入保険料×100

保険引受利益 865百万円 896百万円

正味収入保険料等の「保険引受収益」から、保険金・損害調査費等の「保険引受
費用」と保険引受に係る営業費及び一般管理費を控除し、その他収支（自賠責
保険などに係る法人税相当額等）を加減したもので、保険本業での最終的な損
益を示すものです。
保険引受利益（損失）＝保険引受収益－保険引受費用－保険引受に係る営業費
及び一般管理費±その他収支

経常利益 1,052百万円 1,392百万円
正味収入保険料、利息及び配当金収入、有価証券売却益等の「経常収益」から、
正味支払保険金、有価証券売却損、営業費及び一般管理費等の「経常費用」を差
し引いたもので、経常的に発生する取引から生じた損益を示すものです。

当期純利益 1,389百万円 1,212百万円 経常利益（経常損失）に特別損益、法人税及び住民税、法人税等調整額等を加減
したもので、保険会社の最終的な利益（損失）を示すものです。

単体ソルベンシー・
マージン比率

534.3% 527.8%

保険会社における保険金の支払余力を示します。保険会社は、保険契約上の責
任を果たすための引当として責任準備金を積み立てていますが、予想を超え
た保険事故のリスクや、資産運用をめぐるリスクなどが発生した場合に、自己
資本や準備金を取崩して対応する必要があります。ソルベンシー・マージン比
率が200％を下回った場合には、監督当局によって早期是正措置がとられま
す。

総資産額 62,916百万円 66,483百万円 損害保険会社が保有する現金、有価証券、貸付金等の資産の総額で、貸借対照
表上の「資産の部合計」であり、損害保険会社の資産規模を示すものです。

純資産額 13,572百万円 14,467百万円
損害保険会社が保有する資産の合計である総資産から、責任準備金等の負債
を控除したものであり、貸借対照表上の「純資産の部合計」で、損害保険会社の
担保力を示します。

その他有価証券
評価差額金

△2,435百万円 △2,322百万円

「金融商品に係る会計基準（いわゆる時価会計）」等により、有価証券等を売買
目的、満期保有目的、子会社株式および関連会社株式、責任準備金対応債券、そ
の他有価証券に保有目的で分類します。その他有価証券評価差額金は、その他
有価証券の時価と取得原価の差額（いわゆる含み損益）から法人税等相当額を
控除したものです。

不良債権の状況 - -

「保険業法に基づく債権の状況」により、貸付金や貸付有価証券等の債権を債
務者の財政状態や経営成績等をもとに、破産更生債権及びこれらに準ずる債
権、危険債権、三月以上延滞債権、貸付条件緩和債権、正常債権の5つに区分し
たものです。
なお、正常債権以外の債権はありません。

代表的な経営指標

SBI 損保の経営について
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2024 年度の代表的な経営指標

正味収入保険料

正味損害率

コンバインド ・ レシオ

正味収入保険料（百万円）

正味損害率（%）

コンバインド ・ レシオ（%）

395億円

73.3%

91.2%
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当期純利益
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当期純利益（百万円）

17.9%

保有契約の加入者数

保有契約の加入者数（千件）
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＊　自動車保険・火災保険・がん保険の保有契約の加入者数です。
　　団体がん保険の被保険者数を含みます。
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◆ 業績の概況

当年度の業績は、保険引受収益が 39,596 百万円、資産運用収益が 774 百万円、その他経常収益が 65 百万円となり、こ
れらを合計した経常収益は 40,436  百万円となりました。
また、保険引受費用が 27,457 百万円、資産運用費用が 227 百万円、営業費及び一般管理費が 11,349 百万円、その他経
常費用が 9 百万円となり、これらを合計した経常費用は 39,043 百万円となりました。この結果、経常利益は 1,392 百万円、
当期純利益は 1,212 百万円となりました。

◆ 保険引受の概況

損害保険会社の売上規模を示す指標として用いられる元受正味保険料は、前年度に比べ 9.9％増加して 57,737 百万円、正
味収入保険料は前年度に比べ 11.0％増加して 39,566 百万円となりました。保険引受費用のうち、正味支払保険金は 24,726 
百万円、損害調査費は 4,291 百万円となった結果、正味損害率は 73.3% となりました。
また、保険引受に係る営業費及び一般管理費は 11,246 百万円、諸手数料及び集金費は△ 4,176 百万円となった結果、正味
事業費率は 17.9％となりました。
これらに支払備金繰入額、責任準備金繰入額などを加減した保険引受利益は、896 百万円となりました。

◆ 資産運用の概況

当年度の総資産は前年度に比べ 5.7% 増加して 66,483 百万円、運用資産は前年度に比べ 5.6% 増加して 49,821 百万円となり
ました。運用資産のうち 11,491 百万円を銀行預金、499 百万円を買入金銭債権、445 百万円を金銭の信託、37,146 百万円を
有価証券で運用しており、当年度の利息及び配当金収入は 563 百万円となりました。

◆ 対処すべき課題

2023 年度からの中期 5 か年経営計画において、(1) 自動車保険の収益性の向上と収益源の多角化 (2) 急激な成長の過程で
顕れた組織の肥大化と業務非効率性の改善 (3) 会社視点の CS からお客さま視点の CX への転換の推進 の 3 つを経営課題と
位置付けました。これらの経営課題に対処するため基本戦略 ACT05 を推し進め、確実かつ持続可能なオーガニックグロース
と飛躍に向けたチャレンジとの両方向のさらなる成長を目指します。

◆ 2024 年度の決算の仕組み
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経常利益

保険引受収益

資産運用収益

その他経常収益

保険引受費用

資産運用費用

営業費及び一般管理費

その他経常費用

経常収益 経常費用

特別損失

法人税及び住民税、法人税等調整額

当期純利益

－

－

（単位：百万円）

2024 年度の事業概況
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コーポレート・ガバナンス態勢

コーポレート・ガバナンス

当社は機動的な意思決定機能および業務遂行や財務の健全性のチェックなど事業運営に対する監督機能を確
保するために、以下の態勢を構築しています。

1　取締役会

2025 年 6 月末日現在、株主総会にて選任された 8 名の取
締役からなる取締役会を設置しています。経営に関する重
要事項の意思決定および業務執行の監督を行います。原
則月 1 度の定例取締役会に加え、必要に応じて適時臨時
取締役会を開催しています。

2　監査役会

2025 年 6 月末日現在、株主総会にて選任された 3 名の社
外監査役からなる監査役会を設置し定期的に監査役会を開
催しています。取締役会や各種委員会に出席し適時有益な
意見を述べるなど、取締役の業務執行の監査ならびに当社
の業務および財産の状況について独立した見地から監督し
ています。

3　経営会議

取締役会にて決定された経営の基本方針などに従い、業務
執行について協議する経営会議を設置しています。

4　コンプライアンス委員会・リスク管理委員会

コンプライアンス委員会およびリスク管理委員会を設置し
ています。コンプライアンスに係る課題について具体的な
取組計画を策定、推進し、またリスク管理方針や遵守状

況を点検・管理することにより、事業運営の監督機能の強
化および経営の健全性の向上を図っています。
詳細は 26 ～ 31 ページをご参照ください。

5　「お客さまの声」対応委員会

お客さまの声を真摯に受けとめ、サービスの向上を図るた
めに 2 か月ごとに「お客さまの声」対応委員会を開催して
います。苦情やお問い合わせなどお客さまの声を綿密に分
析し、商品やサービスに反映することにより顧客満足度の
向上を図っています。
詳細は 52 ～ 56 ページをご参照ください。

6　IT 戦略委員会

IT 戦略を協議する IT 戦略委員会を設置し、IT 戦略およ
び計画の立案、ならびに IT 関連の各種案件の検討を経営
戦略、業務改善、投資効果およびリスク等の多角的観点
から総合的に行っています。

7　BX 会議

BPR（ビジネス・プロセス・リエンジニアリング）を推進し、
収益性改善および企業価値の向上を図るため BX 会議（ビ
ジネストランスフォーメーション会議）を設置しています。

「お客さまの声」対応委員会

BX会議

コーポレート・ガバナンス態勢図
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内部統制システムの構築

当社では、2007 年 6 月 27 日開催の取締役会にて「内部統制システムに関する基本方針」を策定しました。また、年1回の自
己点検の実施とその結果の取締役会への報告により、統制状況の整備とその適切な運用に努めております。

内部統制システムに関する基本方針
1　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（1）当社は、法令遵守及び倫理的行動が、当社の属する企業集団の経営理念・ビジョンの実現の前提であることを、
代表取締役をして全役職員に徹底させるものとする。

（2）当社の取締役及び使用人は当社における法令・定款違反行為その他コンプライアンスに関する重要な事実を発
見した場合には、直ちに監査役に報告するものとする。

2　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
（1）当社は、取締役の職務の執行に係る情報を、文書または電磁的記録（以下「文書等」という）に記載又は記録

して保存し、管理するものとする。
（2）文書等は、取締役又は監査役が、常時閲覧できるものとする。

3　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
代表取締役は、当社の業務執行及び当社の属する企業集団の経営理念・ビジョンの推進の妨げとなるリスクに対し
て、そのリスクを把握し、適切に評価して管理するものとする。

4　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、取締役間の権限分掌を適切に定めることによって、効率的な職務の執行を行う体制を構築するものとする。

5　当社、親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、親会社である SBI インシュアランスグループ株式会社の監査役及び内部監査部門の監査を受けるとともに、
当社の内部管理統括責任者と親会社のコンプライアンス担当取締役が情報交換をする機会を設けることによって、
課題及び問題の把握に努めるものとする。

6　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
監査役が必要とした場合、監査役の職務を補助する使用人（以下「補助使用人」という）を置くことを検討する。

7　補助使用人の取締役からの独立性に関する事項
補助使用人を置く場合は、補助使用人の異動・評価について、監査役会の同意を得ることとする。

8　監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
補助使用人を置く場合、監査役の職務の補助に関する指揮命令権は、監査役に属するものとする。

9　取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制
（1）取締役及び使用人は、次の事項を知ったときは、監査役に報告するものとする。

① 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項
② 重大な法令・定款違反
③ その他取締役及び使用人が重要と判断する事項

（2）当社は、前項の報告のための情報システムを整備するものとする。

10　前条の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するため
の体制
前条に基づき監査役への報告を行った取締役及び使用人は、当該報告を行ったことを理由として、いかなる不利益
な取扱いも受けないものとする。
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内部統制システムの運用状況の概要は、以下のとおりです。

1　取締役会

当社は、株主総会にて選任された取締役からなる取締役
会を設置しており、2024 年度は定例取締役会を 12 回、
臨時取締役会を 5 回開催しました。そのうち 3 回の書面
決議を実施しました。

2　監査役会

当社は株主総会にて選任された監査役からなる監査役会
を設置しており、2024 年度は 13 回の監査役会を開催しま
した。
なお、監査役は、取締役会に出席するとともに代表取締
役や内部監査室と随時会合を持ち、経営上の課題および
問題点に係る情報共有を図っています。

3　経営会議

当社は、取締役会で決定された経営の基本方針などに
従い業務執行について協議する経営会議を設置しており、
2024 年度は 12 回の経営会議を開催しました。

4　コンプライアンス委員会

当社は、コンプライアンスに係る課題について具体的な取
組計画を策定し、これを管理・実行することによって当社
のコンプライアンスを推進することを目的として、コンプラ
イアンス委員会を設置しており、2024 年度は 12 回のコン
プライアンス委員会を開催しました。

5　リスク管理委員会

当社は、リスク管理に係る基本方針および各リスク管理
規程について審議し、その遵守状況を点検・管理すること
により、リスク管理および統合的リスク管理の高度化と実
効性を確保することを目的として、リスク管理委員会を設
置しており、2024 年度は 12 回のリスク管理委員会を開催
しました。

11　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当該職務の執行について
生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について生ずる費用又は債務について、費用の前払、支出した費用及び支出の日
以後におけるその利息の償還、又は負担した債務の弁済を請求したときは、その費用等が監査役の職務の執行に必
要でないことを証明した場合を除き、これに応じるものとする。

12　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
代表取締役は、監査役と随時会合を持ち、経営上の課題及び問題点にかかる情報共有を図るものとする。

13　反社会的勢力排除に向けた体制
当社は、反社会的勢力と一切の関係を遮断し、毅然として対応することを宣言するとともに、警察、弁護士等の外
部専門機関との連携体制強化を図るなど、反社会的勢力排除に向けた社内体制の整備を推進するものとする。

社外・社内の監査・検査体制

当社は、保険業法第129条および同法第305条の定めにより、金融庁の検査および財務省財務局の検査を受けることになっ
ています。
社外の監査としては、会社法第4 3 6条第2項第1号の規程に基づき、計算書類等（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計
算書およびその附属明細書）について、有限責任監査法人トーマツの会計監査を受けています。社内の監査としては、監査
役が行う会社法上の監査に加え、代表取締役社長の直轄部門として被監査部門から独立した立場の内部監査室を設置し、
各部門が保有する各種リスクを踏まえた業務遂行状況の適正性・実効性を検証・評価し被監査部門および取締役会に実効
的な業務改善の提言を行っています。
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リスク管理

リスク管理態勢の整備

当社はリスク管理を経営上の最重要課題の一つと位置付け、リスクの正確な把握・分析評価と適切な管理・運
営に努め、経営の安全性等の確保を図っています。

１　基本方針
当社は、財務の健全性および業務の適切性を確保し、保
険契約上の責務を確実に履行することを目的として、当
社を取り巻くさまざまなリスクを総体的に把握し、かつ
リスクの特性等に応じた適切な方法で、リスクを管理す
る方針としています。
これを受け、当社では「リスク管理方針」を制定し、管
理対象とするリスクの種類や管理態勢等について定める
とともに、リスク管理を経営の最重要課題の一つとして
位置付け、経営目標との整合性を確保しつつこれを実施
することについても明確にし、全社的にリスク管理態勢
の整備・高度化を推進しています。

２　リスク管理委員会
当社では、取締役会の諮問機関として、「リスク管理委
員会」を設置しています。本委員会は、当社のリスク管
理統括部門であるリスク・コンプライアンス部が事務局
を担当し、リスク管理上の重要課題や個別重要戦略への
取組状況および資本・リスクの状況等について、リスク
管理担当部室から報告を受け、必要な対策を審議・決定
しています。また、リスク管理に係る基本方針・諸規程
の整備等を通じて、社内のリスク管理態勢の一層の充実
を図っています。

３　リスク管理担当部室
当社では、当社を取り巻くリスクの特性に応じて、その
リスクの管理を主管する部室を「リスク管理担当部室」
としています。リスク管理担当部室は、自らが統括する
リスクの管理方針・施策を決定するとともに、社内およ
び外部委託先等における当該リスクの発現状況、管理態
勢および改善課題への取組状況等について自己評価を実
施し、それらの状況と対策等をリスク管理委員会へ定期
的に報告します。

４　統合的リスク管理の推進
当社は、持続的な企業価値の向上に向け、統合的リスク
管理（ERM：Enterprise Risk Management）態勢の整備
を進めています。
具体的には、収益（リターン）・リスク・資本をバラン
スよく一体的に管理し、財務の健全性を確保しつつ、収
益性や資本効率の向上を図ることとなりますが、当社
ではその達成に向けたさまざまな取り組みを実施して
います。その一環として、今後の経済価値ベースでのソ
ルベンシー規制への移行に備えて、基準指標となる ESR

（Economic Solvency Ratio : 経済価値ベースのソルベン

シー比率）を定期的に算出し、その結果や変動要因等を 
ORSA（Own Risk and Solvency Assessment : リスクとソ
ルベンシーの自己評価）結果等として経営に対して報告
する等の対応を実施しています。

5　主要なリスクとその管理態勢
当社では、以下を主要なリスクと位置付け、各リスクに
係る規程・マニュアル等を整備することにより、適切な
管理態勢の整備・運用を図っています。このうち、保険
引受リスクと資産運用リスクについては、収益の源泉と
して特に重点的に管理するべきリスクとして認識してい
ます。

（1）保険引受リスク
本リスクについては、商品の改廃や保険料率の改定、引
受基準の設定による適切なアンダーライティングの実
施、定期的な損害率等の主要指標に関するモニタリング
の実施、特定のシナリオに基づくストレステストの実施
による影響度の把握とアクションプランの整備、リスク
リミット管理の実施、および再保険を活用したリスクの
移転等による管理を行っています。

（2）資産運用リスク
本リスクについては、「資産運用方針」や資産運用部門
が経営計画や市場動向等を踏まえて策定する「資産運用
計画」等において、投資可能商品や運用限度額等を明確
化し、その遵守状況をモニタリングするほか、資産の特
性に応じて、金利リスク、為替リスク、株式リスクおよ
び信用リスク等のリスクカテゴリーごとに、主要指標に
関するモニタリングの実施、各種の感応度分析を含むス
トレステストの実施、ロスカットルールの運用および市
場 VaR 等に基づくリスクリミット管理等による管理を
行っています。

（3）オペレーショナルリスク
オペレーショナルリスクとは、当社の内部プロセス、人
やシステムが不適切であることまたは機能しないこと等
により発生するリスクをいいますが、主として以下のよ
うなリスクとなります。
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①事務リスク
当社の事業運営においては、保険契約の申込み、保険料
の請求、保険金等の支払い等の保険契約の管理や資金決
済等をはじめとして、極めて多岐にわたる事務プロセス
が存在します。そのため、当社では、手順書の整備や、
事務事故が発生した場合には、その事例検証に基づく再
発防止策の策定等により、本リスクの管理を行っていま
す。

②外部委託リスク
当社においては、例えば、情報システムの開発・保守・
運用、お客さまへの各種通知等の印刷、損害調査サービ
スおよび文書保管等のように、一部の業務を外部業者に
委託しています。そのため、当社では、社内規程にて定
める事前確認や審査に基づく委託契約の締結、委託後に
おける適切な業務の遂行に係る指導や管理、そして定期
的な監査の実施等により、本リスクの管理を行っていま
す。

③流動性リスク
当社が営む保険事業においては、保険金および解約返戻
金等の支払いに備え、十分な流動性を確保する必要があ
ります。そのため、当社では、資金繰りの状況に関する
定期的なモニタリングの実施や、特定のシナリオに基づ
くストレステストの実施による影響度の把握等により、
本リスクの管理を行っています。

④システムリスク
当社は、本リスクを、保有・運用するシステムの特性に
応じてシステム企画・開発リスク、システム運用リスク、
情報管理リスク、建物・設備リスクおよびコンティン
ジェンシープランリスク等に細分化し、セキュリティポ
リシーに基づき適切にコントロールしています。特にコ
ンティンジェンシープランにおいては、危機事象の規模
に応じた組織的・機能的な対応により、損害を最小限に
抑え、機能を迅速に復旧するための対応・報告態勢を明
確にし、復旧までのロードマップを定めています。

⑤風評リスク
当社は、当社に関わる情報を適時・適切に発信または開
示することを通じて経営の透明性を高めるよう努めてお
りますが、当社に対する否定的な風評が、マスコミ報道
やインターネット上の記事・投稿等により流布した場合、
それが事実に基づいたものであるか否かにかかわらず、
当社の社会的信用に影響を与える可能性があるため、こ
れら風評の早期発見に努めるとともに、風評が発生した
場合には影響の極小化を図るよう対応することとしてい
ます。

⑥人的リスク
当社では、人材の採用・育成、人事労務管理および職場
の安全衛生管理等という観点ごとに、当社の親会社であ
る SBI インシュアランスグループ株式会社の人事部門と
連携した、専門性の高い人材に係る採用・配置や効率的

な人員配置のためのグループ一元管理の推進のほか、「目
標管理制度」や「360 度評価制度」等による公平な人事
制度の運用、および時間外労働時間や休暇の取得状況に
関するモニタリング等により、本リスクの管理を行って
います。

⑦災害リスク
当社は、地震・噴火・台風・水災・大雪等の大規模な自
然災害、新型インフルエンザ等の感染症の大流行、電気・
ガス・水道等の社会インフラの大規模な障害等の発生に
備えて、事業継続計画等を策定し、これら不測の事態に
おいても、継続的に事業を運営できる体制を整備してい
ます。また、災害が発生した場合のより具体的な対応手
順等を「地震・台風等災害対応マニュアル」に定め、定
期的に実地訓練を実施しています。

（4）その他のリスク
たとえば、エマージングリスク（環境の変化等によって
新たに出現するリスクをいい、今まで全く認識していな
かった新しいリスクや認識はしていたものの従来に比べ
て程度が著しく高まったリスクのこと）のような、上記
以外のリスクについても、リスク管理担当部室によって
モニタリング等がなされるとともに、必要に応じて、リ
スク管理統括部門であるリスク・コンプライアンス部と
の連携やリスク管理委員会への報告がなされる等の管理
態勢を整備・運用しています。



28

S
B
I
損
保
の
経
営
に
つ
い
て

リスク管理態勢図

健全な保険数理に基づく責任準備金の確認についての合理性および妥当性（第三分野に係るものに限る）

がん治療費用総合保険における責任準備金積立の適切性を確保するために「ストレステスト」を実施した結果、「負
債十分性テスト」については実施不要と判断いたしました。

1　ストレステスト
事故発生率が予定を超えた場合において、責任準備金が
十分に積み立てられていることを主務官庁の告示に基づい
たシナリオを用いた「ストレステスト」で検証した結果、が
ん治療費用総合保険における責任準備金の不足がないこ
とを保険計理人が確認しています。

2　負債十分性テスト
「ストレステスト」で責任準備金積立が不足していると判断

された場合、事故発生率の変動に加えて、事業費を含む
がん治療費用総合保険に関する収支全体の動向の予測に
基づき不足額の検証を行う「負債十分性テスト」を実施し
ます。がん治療費用総合保険については、「ストレステスト」
で責任準備金積立の十分性が確認されたため、「負債十
分性テスト」は実施していません。
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再保険に関する方針

当社の保険契約の保有額を適切な水準に保ち、経営の健全性を確保するため、当社は再保険を活用してリスク
を適切に管理しています。

1　「出再」の方針
当社の経営の安定、契約者保護の観点から、高額損害の発
生リスクおよび集積リスクを勘案して、出再を行うこと
としています。広範囲にわたって被害が生じる自然災害

（地震・台風等）が発生した場合には、多数の保険契約に同
時に保険金支払が生じ、巨額の損失が生じるリスクがあ
るため、上記の方針を考慮し、必要に応じて主として超過
損害額再保険を手配しています。
再保険の出再先については、リスクの性質、収益性や安定
性などを総合的に勘案して決定しています。

2　「受再」の方針
当社の設立目的は元受契約での保険販売であり、当社の
保険引き受けおよび業務を行う上で必要な再保険プール
等への参加を除き、原則として受再は行わないこととし
ています。ただし、経営上支障がないと判断できる場合に
は、受再を行うことがあります。
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コンプライアンス

コンプライアンス推進態勢の整備

当社はコンプライアンスを経営上の最重要課題の一つと位置付け、「コンプライアンス基本方針」を定めるととも
に、各種のコンプライアンス推進態勢の整備に努めています。

コンプライアンス基本方針
1　当社は、損害保険業の公共的使命を踏まえ、健全かつ公正な経営を旨とし、社会的信頼に積極的に応えるために、

法令等遵守（コンプライアンス）の徹底をあらゆる業務運営の基本に位置付け、厳格に実践してまいります。
2　当社役職員は、経営理念を踏まえながら、法令・当社諸規定を遵守することはもとより、社会規範を尊重し良

識ある企業活動を推進するため、以下の取り組みを行います。
　 （1） 国内外の法令および当社諸規定を遵守します。
　 （2） 顧客情報の管理には十分留意します。
　 （3） 企業倫理を十分に認識し、社会人としての良識と責任をもって行動します。

1　最高倫理責任者
法令・諸規定等遵守経営の実効性を確保するために、取
締役会の決議により、最高倫理責任者を任命しています。
最高倫理責任者は、法令などの違反行為に関する調査命
令、取締役会審議要請および社外相談窓口の設置などを
行います。

2　リスク・コンプライアンス部
法令等遵守に関する事項のみならず、保険金支払などに
関する審査や代理店の募集に関する指導・監査事項まで
を含め一元的に管理し、コンプライアンスを推進する部門
としてリスク・コンプライアンス部を設置しています。

3　コンプライアンス委員会
コンプライアンスに係る基本方針・重要な規程の策定、コ
ンプライアンス・プログラムの策定・進捗状況の点検管理
機能などを担うコンプライアンス委員会を設置しています。

4　コンプライアンス・プログラム
コンプライアンスに係る具体的な実践計画としてコンプラ
イアンス・プログラムを毎年度策定しています。全役職員・
代理店に対するコンプライアンス教育・研修、顧客情報
管理態勢監査・点検、代理店監査、セルフアセスメントな
どをコンプライアンス・プログラムに基づき推進しています。

5　内部者通報制度
コンプライアンスに係る問題が発生したときまたは発生の
おそれがあるときなどに、報告・相談を行う制度として内
部者通報制度を設けています。

6　コンプライアンス責任者
各部室に係るコンプライアンス状況の把握・分析およびそ
の内容をリスク・コンプライアンス部へ報告するための責
任者を各部室に設けており、各責任者は所属部室におい
てセルフアセスメント、部署内研修・教育取組および個人
情報に係る自主点検などを遂行しています。
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コンプライアンス推進態勢図コンプライアンス推進体制

取締役会

代表取締役社長
（最高倫理責任者）内部監査室

保険計理人

会計監査役

監査役・監査役会 コンプライアンス委員会

各部室各部室各部室各部室 各部室各部室各部室各部室各部室
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反社会的勢力への対応

当社は、以下のとおり「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、反社会的勢力との関係を遮断することに努め、
公共の信頼を維持し、適切かつ健全な業務を遂行しています。

反社会的勢力に対する基本方針
当社は、社会の秩序や安全を確保するため、および保険会社として公共の信頼を維持し、業務の適切性および健全
性を確保するために、下記のとおり「反社会的勢力に対する基本方針」を定め、この方針に従った対応を徹底します。
１　反社会的勢力とは、取引を含めた一切の関係遮断に努めます。
２　反社会的勢力による不当要求に対し、組織全体として対応するとともに、対応する役職員の安全確保に努めま

す。
３　反社会的勢力による不当要求に備えて、平素から、警察、弁護士等の外部専門機関との連携体制強化を図ります。
４　反社会的勢力による不当要求には一切応じず、毅然として法的対応を行います。
５　いかなる理由があっても、事案を隠ぺいするための反社会的勢力との裏取引は、絶対に行いません。
６　反社会的勢力に対する資金提供は、絶対に行いません。
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利益相反管理方針
当社は、以下の方針に基づき、当社または当社の親金融機関等（以下「当社グループ会社」といいます。）が行う
保険関連業務、金融商品関連業務に係るお客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相反のおそれのあ
る取引を管理し、適切に業務を行うものとします。

１　法令等の遵守
当社および当社グループ会社は、利益相反について定められた法令、指針、社内規程等を遵守します。

２　利益相反のおそれのある取引

（1）対象となる取引
本方針の対象となる「利益相反のおそれのある取引」とは、お客さまと当社または当社グループ会社、あるいはお
客さまと当社または当社グループ会社の他のお客さまとの間で行う取引のうち、お客さまの利益を不当に害するお
それのある取引をいいます。

（2）利益相反のおそれのある取引の特定方法と類型
当社では以下の類型に該当する取引のうち、「利益相反のおそれのある取引」に該当するか否かについて、利益相
反管理統括部門が適切な特定を行い、お客さまの利益を不当に害することのないよう業務を管理・遂行します。

お客さまと当社 
または当社グループ会社

お客さまと当社 
または当社グループ会社の他のお客さま

利害対立型 お客さまと当社または当社グループ会社の利害が
対立する取引

お客さまと当社または当社グループ会社の他のお
客さまとの利害が対立する取引

競合取引型 お客さまと当社または当社グループ会社が同一の
対象に対して競合する取引

お客さまと当社または当社グループ会社の他のお
客さまとが競合する取引

情報利用型
当社がお客さまとの関係を通じて入手した情報を
利用して当社または当社グループ会社が利益を得
る取引

当社がお客さまとの関係を通じて入手した情報を
利用して当社または当社グループ会社の他のお客
さまが利益を得る取引

３　利益相反管理方法
当社は、「利益相反のおそれのある取引」を特定した場合、次に掲げる方法その他の方法により、またはこれらの
方法を組み合わせることにより、当該取引を適切に管理します。

（なお、次に掲げる方法は具体例に過ぎず、必ずしも下記の措置が採られるとは限りません。）
・対象取引を行う部門と当該お客さまとの取引を行う部門を分離する方法
・対象取引または当該お客さまとの取引の条件または方法を変更する方法
・対象取引または当該お客さまとの取引を中止する方法
・対象取引に伴い、当該お客さまの利益が不当に害されるおそれがあることについて、当該お客さまに適切に開示
する方法
　（ただし、当社または当社グループ会社が負う守秘義務に違反しない場合に限ります。）

４　利益相反管理体制
当社は、利益相反の適切な管理を確保するため、他の部門から独立した利益相反管理統括部門を設置します。
利益相反管理統括部門は、「利益相反のおそれのある取引」の特定および利益相反管理に関する全社的な管理体制
を統括するとともに、その適切性、有効性を定期的に検証し、継続的に改善を図ります。
また、利益相反管理統括部門は、当社の役職員に対して研修・教育を実施することにより、「利益相反のおそれの
ある取引」について周知徹底を図ります。

利益相反管理方針の概要

当社では以下の方針に基づく態勢を構築し、お客さまの利益が不当に害されることのないよう利益相反取引等の
管理に努めています。
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５　利益相反管理の対象となる会社の範囲
利益相反管理の対象となるのは、当社および当社グループ会社です。
なお、当社は当社グループの業務の特性を考慮し、法令では規定されていない会社が行う取引についても留意する
ものとします。
利益相反管理の対象となる主要なグループ会社は別表のとおりです。

（別表）

住信 SBI ネット銀行株式会社
株式会社 SBI 証券
株式会社 SBI ネオトレード証券 
ジャパンネクスト証券株式会社 
株式会社 FOLIO
株式会社 SBI 新生銀行
新生信託銀行株式会社
大阪デジタルエクスチェンジ株式会社
SBI 地銀ホールディングス株式会社

SBI インシュアランスグループ株式会社
SBI 生命保険株式会社
SBI 少短保険ホールディングス株式会社
SBI いきいき少額短期保険株式会社
SBI 日本少額短期保険株式会社
SBI リスタ少額短期保険株式会社
SBI プリズム少額短期保険株式会社
SBI 常口セーフティ少額短期保険株式会社
SBI ペット少額短期保険株式会社

（2025 年 7 月 1 日現在）
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個人情報保護

個人情報への対応

当社は、「個人情報の保護に関する法律」等に対応し、以下の「個人情報保護方針（プライバシーポリシー）」を定めています。
お預かりしたお客さまの情報については、お客さまの立場に立って適正に取り扱い、安全管理措置を講じ情報漏えい防止に
努めてまいります。今後も当社およびグループ会社従業員、代理店、外部委託先に対する指導、教育、監督を徹底し、お客
さまの情報保護に全力をあげて取り組んでまいります。

個人情報保護方針

お客さまの情報の取り扱いに係る当社方針

お客さまからご提供いただいた個人情報は、当社の商品・サービス・情報をご提供するためになくてはならないもので
あり、お客さまの情報を安全に管理し適正に利用することが、当社の重要な社会的責任であると認識しております。
ここに「お客さまの情報の取り扱いに係る当社方針」を定め、個人情報保護の重要性に鑑み、また、損害保険業に対
する社会の信頼をより向上させるため、「個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」といいます。）」、「行
政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」といいます。）」その他の関
連法令、金融分野における個人情報保護に関するガイドラインその他のガイドラインや一般社団法人日本損害保険協
会の「損害保険会社に係る個人情報保護指針」を遵守して、個人情報を適正に取り扱うとともに、個人情報の安全管
理については金融庁および一般社団法人日本損害保険協会の実務指針に従って、適切な安全管理措置を講じます。
当社は、個人情報の取り扱いが適正に行われるように従業者への教育・指導を徹底し、適正な取り扱いが行われるよ
う取り組んでまいります。また、当社の個人情報の取り扱いおよび安全管理に係る適切な措置については、適宜見直
しを行い、改善いたします。
＊本方針における「個人情報」および「個人データ」とは、個人番号および特定個人情報を除くものをいいます。

１　当社の名称・住所・代表者の氏名

当社の Web サイト（https://www.sbisonpo.co.jp/company/profile.html）に記載のとおりです。

２　情報の取得・利用
当社は、業務上必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により個人情報を取得・利用します。
当社は、保険見積データ、保険契約データ、保険金請求書類、お問い合わせ、アンケートなどにより、個人情報を取
得します。
取得に際しましては、インターネット上でお客さまが入力した情報や、お電話や書面などでお伝えいただいた情報につ
いて、録音または記録を行うことがあります。

３　情報の利用目的

当社は、取得した個人情報を、次の各号の目的および下記 7、8 に掲げる目的（以下「利用目的」といいます。）に必
要な範囲を超えて利用しません。
利用目的は、お客さまにとって明確となるよう具体的に定め、下記のとおり Web サイトなどにより公表します。また、
取得の場面に応じて利用目的を限定するよう努めます。
さらに、利用目的を変更する場合には、その内容をご本人に通知するか、Web サイトなどにより公表します。

（ 1 ）保険契約の申込みに係る引受けの審査、引受けおよび履行
（ 2 ）万一保険事故が発生した場合の円滑かつ適切な保険金のお支払い
（ 3 ）当社が有する債権の回収
（ 4 ）再保険契約の締結、再保険契約に基づく通知および再保険金の請求
（ 5 ）保険契約に付帯されるサービスの提供

https://www.sbisonpo.co.jp/company/profile.html
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（ 6 ）保険契約の維持・管理
（ 7 ）保険制度の健全な運営
（ 8 ）当社が取り扱う保険商品・サービスに関する情報のご案内
（ 9 ）各種イベント・キャンペーン・セミナーのご案内、各種情報の提供
（10）当社または当社代理店が提供する商品・サービスなどに関するアンケートの実施
（11）市場調査および保険商品・金融商品・サービスの開発・研究
（12）SBI ホールディングス株式会社、その子会社および関係会社（以下「SBI グループ企業」といいます。）ならびに

当社提携先企業の商品・サービスに関する情報のご案内
（13）問い合わせ・依頼などへの対応
（14）他の事業者から個人情報（個人データ）の処理の全部または一部について委託された場合その他、お客さまと

のお取引を適切かつ円滑に履行するため

利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取り扱うときは、個人情報保護法第 18 条第３項各号に掲げる場合
を除き、ご本人の同意を得ることとします。

４　個人データの第三者への提供および第三者からの取得
（ 1 ） 当社は、以下の場合等法令で定める場合を除き、ご本人の同意なく第三者に個人データを提供しません。

ア. 法令に基づく場合
イ. 当社の業務遂行上必要な範囲内で、保険代理店を含む委託先に提供する場合
ウ . SBI グループ企業との間で共同利用を行う場合（下記「7 個人情報の共同利用」をご覧ください。）
エ . 損害保険会社などの間で共同利用を行う場合（下記「8 情報交換制度など」をご覧ください。）

（ 2 ） 当社は、法令で定める場合を除き、個人データを第三者に提供した場合には当該提供に関する事項（いつ、どの
ような提供先に、どのような個人データを提供したか等）について記録し、個人データを第三者から取得する場合（個
人関連情報を個人データとして取得する場合を含みます。）には当該取得に関する事項（いつ、どのような提供元から、
どのような個人データを取得したか、提供元の第三者がどのように当該データを取得したか等）について確認・記録し
ます。

5　個人関連情報の第三者への提供
（１）当社は、法令で定める場合を除き、第三者が個人関連情報（個人関連情報データベース等を構成するものに限る。

以下同じ。）を個人データとして取得することが想定されるときは、当該第三者において当該個人関連情報のご本人か
ら、当該情報を取得することを認める旨の同意が得られていることを確認することをしないで、当該情報を提供しませ
ん。

（２）当社は、法令で定める場合を除き、前項の確認に基づき個人関連情報を第三者に提供した場合には、当該提供
に関する事項（いつ、どのような提供先に、どのような個人関連情報を提供したか、どのように第三者がご本人の同意
を得たか等）について確認・記録します。

６　個人データの取り扱いの委託
当社は、利用目的の達成に必要な範囲において、個人データの取り扱いを外部に委託することがあります。当社が外
部に個人データの取り扱いを委託する場合には、委託先の選定基準を定め、あらかじめ委託先の情報管理体制を確
認するなど、委託先に対する必要かつ適切な監督を行います。
当社では、たとえば次のような場合に、上記個人データの取り扱いを委託しています。
※（ ４ ）については、下記１１の個人番号および特定個人情報を含みます。

（ １ ）保険契約の募集に係る業務
（ ２ ）損害調査に係る業務
（ ３ ）情報システムの保守・運用に係る業務
（ ４ ）個人番号関係事務に係る業務

７　個人情報の共同利用
当社は、当社が保有する（1）に記載する個人情報について、（2）に記載されている者との間で共同利用させていただ
くことがあります。ただし、（1）エに記載の採用応募者に関する個人情報については、（3）オに記載する目的でのみ利
用させていただきます。また、金融商品取引法、保険業法、その他の関係法令等により共同利用が制限されている場
合には、その法令等に則った取り扱いをいたします。
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（ 1 ） 共同利用される個人情報の項目
ア. 氏名、住所、生年月日、電話番号、メールアドレス、お取引ニーズに関する情報、公開情報その他個人の属性
に関する情報
イ. お取引の履歴、ポイント情報、お取引いただいている各種商品やサービス等の種類、その他のお取引に関する
情報
ウ . 顧客番号、取引番号等の管理番号など、お取引の管理に必要な情報
エ . SBI グループ企業への採用応募者の氏名、性別、メールアドレス、生年月日、住所、電話番号、学歴、職歴、
志望動機等の採用応募者に関する情報

（ 2 ） 共同利用者の範囲
SBI グループ企業
なお、共同利用者は随時変更されることがあります。

（ 3 ） 共同利用の利用目的
ア. SBI グループ企業が提供するサービスの会員としてサービスをご利用いただく場合
SBI グループ企業に登録された会員としてサービスをご利用いただく場合、ログイン時およびログイン後における本
人認証、各種画面における会員情報を自動的に表示する等、会員の利便性を向上させるため
イ. SBI グループ企業とのお取引の遂行
SBI グループ企業に対して商品または役務の予約、購入、懸賞などの応募、その他のお取引を申し込まれた場合に
は、商品の配送、役務の提供、代金決済、お問い合わせへの対応、SBI グループ企業からのお問い合わせ、関連
するアフターサービス、その他取引遂行にあたって必要な業務のため
ウ . SBI グループ企業の広告宣伝またはマーケティング
・SBI グループ企業による各種メールマガジンなどの情報提供のため
・SBI グループ企業のサービスについてのメール、郵便、電話などによる情報提供のため
・性別、年齢、居住地、趣味・嗜好などの属性または購入履歴、SBI グループ企業の運営する Web サイトの閲覧
履歴などに応じて、SBI グループ企業の提供するコンテンツや広告を提供するため
・SBI グループ企業のサービスの利用状況を分析し、新規サービスの開発や既存サービスの改善をするため
・アンケート、キャンペーン、懸賞等の抽選および賞品等の発送およびこれに関連した応募者への連絡のため
エ . お問い合わせへの対応
SBI グループ企業に対するメール、郵送または電話などの方法によるお問い合わせに対応するため
オ . 求人、採用
SBI グループ企業への就職をご希望のうえで履歴書、職務経歴書等の人事情報をご提出された方の個人情報は、
SBI グループ企業の人事採用選考活動のため
カ . その他業務に付随する場合
上記アからオに付随して、SBI グループ企業のサービス提供にあたって必要な利用
キ . その他
SBI グループ企業が提供する各サービスにおいて、上記アからカ以外の目的で個人情報を利用する場合があります。
その場合には、当該 SBI グループ企業が提供するサービスの Web サイト上にその旨を掲載いたします。

（ 4 ） 個人情報の管理について責任を有する者の名称
SBI ホールディングス株式会社

（https://www.sbigroup.co.jp/company/information/profile.html）
（ 5 ） 共同利用に関するお問い合わせ先

SBI ホールディングス株式会社　総務部
TEL : 03-6229-0100（代表）

８　情報交換制度など
（ １ ）損保業界の情報交換制度について

当社は、保険契約の締結または保険金の請求に際して行われる不正行為を排除するために、損害保険会社などとの間
で、個人データを共同利用します。また、自賠責保険に関する適正な支払のために損害保険料率算出機構との間で個
人データを共同利用します。詳細（管理責任者、共同利用する項目等）につきましては、一般社団法人日本損害保険
協会の Web サイト（https://www.sonpo.or.jp）または損害保険料率算出機構の Web サイト

（https://www.giroj.or.jp）をご覧ください。

https://www.sbigroup.co.jp/company/information/profile.html
https://www.sonpo.or.jp
https://www.giroj.or.jp


37

S
B
I
損
保
の
経
営
に
つ
い
て

（ ２ ）代理店等情報の確認業務について
当社は、損害保険代理店の適切な監督や当社の職員採用などのために、損害保険会社との間で、損害保険代理店な
どの従業者に係る個人データを共同利用します。また、損害保険代理店の委託などのために、一般社団法人日本損害
保険協会が実施する損害保険募集人試験などの合格者情報に係る個人データを共同利用します。詳細（管理責任者、
共同利用する項目等）につきましては、一般社団法人日本損害保険協会の Web サイト（https://www.sonpo.or.jp）
をご覧ください。

９　信用情報の取り扱い
当社は、保険業法施行規則第 53 条の９に基づき、信用情報に関する機関（ご本人の借入金返済能力に関する情報の
収集および保険会社に対する当該情報の提供を行うものをいいます。）から提供を受けた情報であって、ご本人の借入
金返済能力に関するものを、ご本人の返済能力の調査以外の目的のために利用しません。

１０ センシティブ情報の取り扱い
当社は、要配慮個人情報ならびに労働組合への加盟、門地、本籍地、保健医療および性生活に関する個人情報（本人、
国の機関、地方公共団体、学術研究機関等、個人情報保護法第 57 条第１項各号もしくは施行規則第６条各号に掲げ
る者により公開されているもの、または、本人を目視し、もしくは撮影することにより取得するその外形上明らかなも
のを除きます。以下「センシティブ情報」といいます。）を、次に掲げる場合を除くほか、取得、利用、または第三者
提供を行いません。
・保険会社として適切な業務運営を確保する必要性から、ご本人の同意に基づき業務遂行上必要な範囲でセンシティ
ブ情報を取得、利用または第三者提供する場合
・相続手続を伴う保険金支払事務などの遂行に必要な限りにおいて、センシティブ情報を取得、利用または第三者提
供する場合
・保険料収納事務などの遂行上必要な範囲において、政治・宗教などの団体もしくは労働組合への所属もしくは加盟
に関する従業員などのセンシティブ情報を取得、利用または第三者提供する場合
・法令などに基づく場合
・人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合
・公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合
・国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要
がある場合
・学術研究目的の場合（個人情報保護法第 20 条第２項第６号に掲げる場合にセンシティブ情報を取得する場合、個人
情報保護法第 18 条第３項第６号に掲げる場合にセンシティブ情報を利用する場合、または個人情報保護法第 27 条第
１項第７号に掲げる場合にセンシティブ情報を第三者提供する場合）

１1 特定個人情報の取り扱い
当社は、個人番号および特定個人情報を法令で限定的に明記された目的以外のために取得・利用しません。
法令で限定的に明記された場合を除き、個人番号および特定個人情報を第三者に提供しません。また、上記 7、8 の
共同利用も行いません。
個人番号および特定個人情報の取り扱いについては、このほか、6、13、14、18 をご覧ください。

１２ ご契約内容・事故に関するご照会
ご契約内容に関するご照会については、取扱代理店、当社の契約担当窓口にお問い合わせください。また、事故に関
するご照会については当社の事故担当窓口にお問い合わせください。当社は、ご照会者がご本人であることを確認さ
せていただいたうえで、対応いたします。

１３ 個人情報保護法に基づく保有個人データ、個人番号および特定個人情報に関する事項の通知・開示・
訂正等・利用停止等
個人情報保護法に基づく保有個人データ、個人番号および特定個人情報に関する事項の通知・開示・訂正等・利用停
止等に関するご請求については、下記「１８お問い合わせ窓口」までお申し出ください。当社は、ご請求者がご本人で
あることを確認させていただくとともに、当社所定の書式にご記入いただいたうえで手続きを行い、原則として当社所
定の方式のうち、ご請求者にご選択いただいた方式で回答いたします。開示請求については、回答にあたり、当社所
定の手数料をいただくことがあります。

https://www.sonpo.or.jp
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当社が、必要な調査を行った結果、ご本人に関する情報が不正確である場合は、その結果に基づいて正確なものに
変更させていただきます。
また、保有個人データ、個人番号、特定個人情報についてご本人から求めがあった場合には、ダイレクトメールの発
送停止など、自主的に利用停止等に応じます。

１４ 個人データの安全管理
当社は、取り扱う個人データ、個人番号および特定個人情報の漏えい、滅失またはき損の防止、その他個人データ、
個人番号および特定個人情報の安全管理のため、取扱規程などの整備および安全管理措置に係る実施体制の整備な
ど、十分なセキュリティ対策を講じます。
個人データの安全管理措置に関しては、別途社内規程等において具体的に定めています。

１5 仮名加工情報の取り扱い
（ １ ）仮名加工情報の作成

当社は、仮名加工情報（法令に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得
られる個人に関する情報）を作成する場合には、以下の対応を行います。
・法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと
・法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法に関する情報の漏えいを防止するために安全管理措置を講
じること

（ ２ ）仮名加工情報の利用目的
当社は、仮名加工情報の利用目的を変更した場合には、変更後の利用目的をできるかぎり特定し、それが仮名加工情
報に係るものであることを明確にしたうえで、公表します。

１6 匿名加工情報の取り扱い
（ １ ）匿名加工情報の作成

当社は、匿名加工情報（法令に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得
られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することができないようにしたもの）を作成する場合には、以
下の対応を行います。
・法令で定める基準に従って、適正な加工を施すこと
・法令で定める基準に従って、削除した情報や加工の方法に関する情報の漏えいを防止するために安全管理措置を講
じること
・作成した匿名加工情報に含まれる情報の項目を公表すること
・作成の元となった個人情報の本人を識別するための行為をしないこと

（ ２ ）匿名加工情報の提供
当社は、匿名加工情報を第三者に提供する場合には、提供しようとする匿名加工情報に含まれる個人に関する情報の
項目と提供の方法を公表するとともに、提供先となる第三者に対して、提供する情報が匿名加工情報であることを明示
します。

１7 Cookie 等の識別子に紐づけされた情報の取得・利用・提供
Cookie（クッキー）とは、Web サイトを閲覧した際に、Web サイトから送信されたウェブブラウザに保存されるテキス
ト形式の情報のことです。また、ウェブビーコンとは、ウェブページやメールに小さな画像を埋め込むことによって、お
客さまがそのページやメールを閲覧した際に情報を送信する仕組みです。当社の運営するWeb サイトでは、Cookie、ウェ
ブビーコンまたはそれに類する技術（以下「Cookie 等」といいます。）を利用して、お客さまの情報を保存・利用してい
ます。詳細につきましてはセキュリティポリシー（https://www.sbisonpo.co.jp/policy/security.html）をご覧ください。
当社は、Cookie 等に保存された識別子を統計的に収集・分析することができるサービスとして、Google Inc. が提供す
るGoogle Analyticsを利用しております。Google Analytics の Cookie による情報収集や情報の取り扱いについて、また、
Google が提供するサービスのプライバシーポリシーについては、以下の Web サイトをご確認ください。またお客さまは、
オプトアウト用のブラウザーアドオンにより、Google Analytics からオプトアウトすることができます。

https://www.sbisonpo.co.jp/policy/security.html
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■ Google Analytics
・Google が提供するサービスでの Cookie による情報収集や情報の取り扱いについて

（https://policies.google.com/technologies/partner-sites）
・Google が提供するサービスのプライバシーポリシー（https://policies.google.com/privacy）
・Google Analytics からのオプトアウト（https://tools.google.com/dlpage/gaoptout）

１８ お問い合わせ窓口
当社は、個人情報、個人番号、特定個人情報および匿名加工情報の取り扱いに関する苦情・ご相談に対し適切・迅
速に対応いたします。
当社の個人情報、個人番号および特定個人情報の取り扱いや保有個人データ、個人番号、特定個人情報および匿名
加工情報に関するご照会・ご相談は下記までお問い合わせください。

【SBI 損害保険株式会社】
電話　03-6229-0060（本社大代表）　～所管部室をご案内します～

（受付時間：午前 9 時～午後 5 時　土・日曜日、祝日および 12/31 ～ 1/3 を除きます。）
耳や言葉の不自由な方は、「SBI 損保の手話・筆談サービス」をご利用ください。
Web サイト（https://www.sbisonpo.co.jp/inquiry/plusvoice/）
なお、ご契約内容のお問い合わせは SBI 損保サポートデスクへお願いいたします。

当社は、認定個人情報保護団体である一般社団法人日本損害保険協会の対象事業者です。同協会では、対象事業者
の個人情報、個人番号、特定個人情報および匿名加工情報の取扱いに関する苦情・相談を受け付けております。

＜お問い合わせ先＞
一般社団法人日本損害保険協会　そんぽ ADR センター東京（損害保険相談・紛争解決サポートセンター東京）
所在地　〒 101-0063　東京都千代田区神田淡路町 2-105　ワテラスアネックス　7 階
電話　03-3255-1470

（受付時間：午前 9 時～午後 5 時　土・日曜日、祝日および年末年始を除きます。）
Web サイト（https://www.sonpo.or.jp）

https://policies.google.com/technologies/partner-sites
https://policies.google.com/privacy
https://tools.google.com/dlpage/gaoptout
https://www.sbisonpo.co.jp/inquiry/plusvoice/
https://www.sonpo.or.jp
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保険のしくみ一般

約款

保険のしくみ

１　損害保険制度

損害保険制度とは、偶然な事故による損害を補償するた
めに、多数の人々が統計に基づくリスクに応じた保険料を
支払うことによって、事故発生により損害を被った際に保
険金を受け取ることができるしくみです。
このように保険には、「大数の法則」に基づいて相互にリ
スクを分散し、経済的補償を行うことにより、個人生活と
企業経営の安定を支える社会的機能があります。

２　保険契約の性格

損害保険契約とは、保険会社が偶然な一定の事故によっ
て生じる損害を補償することを約束し、保険契約者はその
対価として保険料を支払うことを約束する契約です。
したがって、双務、有償契約であり、当事者の合意のみで
成立する諾成契約という性格を有しています。

１　保険約款の位置付け

損害保険会社の販売する商品は、保険という無形の商品
ですので、保険約款でその内容を定めています。
保険約款は基本的な内容を定めた普通保険約款と、個々
のご契約ごとの内容を補完する特約から構成されていま
す。
保険約款には、当社とお客さまとの権利・義務に関する以
下の内容が具体的に記載されています。
① 保険金をお支払いする場合
② 保険金をお支払いできない場合
③ 事故が起こった場合に行っていただく事項
④ ご契約時に告知いただく事項およびご契約後に  
 通知いただく事項
⑤ ご契約が無効、取消し、解除となる場合

２　ご契約時の留意事項

保険のご契約に際しては普通保険約款および特約の内容
ならびにお申込内容を十分ご確認のうえ、ご契約いただく
ことが必要です。もし、お申込内容のうち告知事項が事
実と相違していた場合は、ご契約を解除させていただくこ
とや保険金をお支払いできないことがあります。

３　再保険

多額の保険金支払があっても経営が不安定になることが
ないようにするため、保険会社は保険金支払責任の一部
を国内外のほかの保険会社に引き受けてもらうことによっ
て、危険の分散を行っています。このような保険会社間の
保険取引を「再保険」といい、ほかの保険会社に保険金
支払責任を引き受けてもらうことを「出再」、引き受けるこ
とを「受再」といいます。

３　保険約款に関する情報提供方法

ご契約にあたって十分にご理解いただく必要のある保険
に関する重要な事項については、「契約概要」（保険商品の
内容をご理解いただくための事項）、「注意喚起情報」（ご
契約に際してご契約者にとって不利益となる可能性のあ
る事項、特にご注意いただきたい事項）を説明した「重要
事項説明書」を作成し、ご案内しています。
また、当社Webサイトにて保険約款（普通保険約款および
特約）を公開しており、お申込み前・ご契約後いつでもご
覧いただくことができます。

商品・サービスについて



41

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て

保険料

保険金のお支払い

１　保険料の収受・返還

保険料（分割払の場合は初回保険料）は、ご契約と同時ま
たは定められた期日までにお支払いいただく必要があり
ます。保険をお申込みいただき、保険期間が始まった後で
も、保険料をお支払いいただく前に生じた事故について
は、原則として保険金のお支払いはできません。また、分
割払のご契約においては、２回目以降の保険料のお支払
いが定められた期日までにない場合は、保険金をお支払
いできませんのでご注意ください。
保険期間中に保険契約の内容の変更が生じた場合には、
追加保険料の請求や保険料の返還を行うことがありま
す。また、保険契約が失効した場合や解除された場合に
は、保険料を保険約款の規定に従いお返しします。ただ

し、お返しできない場合もありますので、保険約款などを
ご確認ください。

２　保険料率

お支払いいただく保険料は純保険料（保険金のお支払いに
充てられる部分）と付加保険料（保険会社の運営に必要
な経費に充てられる部分）から成り立っています。
純保険料の算出根拠となる純保険料率は、当社が金融庁
から認可を取得した、または金融庁への届出を行ったもの
を適用しています。

自動車事故や火災事故等発生のご連絡やがん診断のご連絡から、保険金のお支払いまで、当社の専任スタッフ
が親切・ていねいにお客さまをサポートいたします。

SBI 損保の自動車保険（総合自動車保険）

１　保険金のお支払いまでの流れ

2　サービスセンター拠点
東京・大阪・仙台・福岡の損害サービスセンターが全国のお客さま対応を行います。

事故受付

専任スタッフが解決
までの流れをご説明
いたします。

事故状況・損害の
確認

事故状況の確認とお
車などの損害を調査
します。

示談交渉
（相手がいる場合）
専任スタッフがお客
さまに代わり示談交
渉を行います。

保険金のお支払い

迅速な事故解決と保
険金のお支払いを進
めます。

2　サービスセンター拠点
東京の火災医療保険サービスセンターが全国のお客さま対応を行います。

SBI 損保のがん保険［自由診療タイプ］（がん治療費用総合保険）

１　保険金のお支払いまでの流れ

がん診断のご連絡受付

専任スタッフが保険金お支払
いまでの流れをご説明いたし
ます。

ご請求手続の案内

お手続きの詳細についてご案
内し、ご請求書類の手配を行
います。

保険金のお支払い

治療について、一部保険金を
内払いするサービスを行って
います。
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SBI 損保の火災保険（住まいの保険）

SBI 損保の海外旅行保険（リスク細分型特定手続用海外旅行保険）

１　保険金のお支払いまでの流れ

１　保険金のお支払いまでの流れ

2　サービスセンター拠点
東京の火災医療保険サービスセンターが全国のお客さま対応を行います。

2　サービスセンター拠点
SBI 損保の海外旅行保険は、ジェイアイ傷害火災保険株式会社との提携商品であり、事故およびトラブル時の対応サー
ビスは、原則としてジェイアイ傷害火災保険株式会社（t@biho サポートライン）を通じてご提供します。

事故受付

専任スタッフが解決までの流
れをご説明いたします。

事故状況の確認と建物などの
損害を調査します。

事故状況・損害の確認 保険金のお支払い

必要書類の確認後、迅速に保
険金のお支払いを進めます。

ケガ・病気のご連絡

専任スタッフが医療機関のご案
内や予約等サービスを提供いた
します。

ご請求手続の案内

ケガ・病気以外のご請求方法
や医療費立替時の後日精算方
法をご案内いたします。

保険金のお支払い

必要書類の確認後、迅速に保
険金のお支払いを進めます。

募集に関して

1　契約締結のしくみ

当社では、自動車保険においては主としてインターネットを通じて、がん保険においてはインターネット・電話・DMまたは
対面代理店を通じて、火災保険（地震保険を含む。以下同じ）においては主として電話を通じて、海外旅行保険においてはイ
ンターネットを通じて、保険の募集などを行っています。いずれにおきましても、ご契約の締結は当社とお客さまが直接行
うこととなります。
がん保険（ただし団体契約は除きます）および火災保険については、お申込み後であっても申込日からその日を含めて８
日以内であれば当社へ郵便（ハガキまたは封書）を送付（8日以内の消印有効）いただくか、当社Webサイト掲載のお申出
フォームでご通知（8日以内の発信日有効）いただくことによって、お申込みの撤回またはご契約の解除を行うことができ
る「クーリング・オフ制度」をご利用いただくことができます。
 

２　契約内容の確認に関する取り組みの概要

ご契約にあたっては、十分にご理解いただく必要のある保険に関する重要な事項を記載した「重要事項説明書（契約概要・
注意喚起情報）」の内容を事前にご確認いただき、その内容に同意いただく必要があります。インターネットでお申込みの場
合にはお手続きの途中の画面にて、電話でお申込みの場合には書面または当社 Web サイトの画面と口頭にて、郵送（保険
契約申込書など）でお申込みの場合には書面にて、ご確認をお願いしています。
また、お客さまのご意向を把握・推定したうえで個別プランを作成・提案し、その内容がお客さまのご意向と合致している
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勧誘方針
「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」に基づき、当社の勧誘方針を次のとおり定め、適切な商

品の販売活動に努めてまいります。
1　保険商品などの販売に際しましては、保険業法、金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律、消費

者契約法およびその他各種法令などを遵守し、適正な販売を心掛けます。
2　お客さまの保険商品などに関する知識、加入目的、財産状況などを総合的に勘案し、お客さまの意向と実情に

沿った適切な保険商品の選択がなされるよう情報の提供と説明に努めてまいります。
3　お客さまからお預かりした個人情報、その他の情報につきましては、的確な管理を行ってまいります。　
4　インターネット上の情報提供、広告またはダイレクトメールなどの募集文書は、お客さまにとってわかりやす

く、見やすく、そして商品の内容を正しくお伝えできるよう努めてまいります。
5　お電話での対応に関しましては、お客さまそれぞれの目的・ニーズをお伺いし、適切な保険商品のおすすめがで

きるよう努めてまいります。
6　保険事故が発生した場合の保険金のお支払い手続きに際しましては、迅速かつ的確に処理するよう努めてまい

ります。
7　お客さまからのご照会などにつきましては、親切・ていねいに対応するとともに、ご意見・ご要望につきましては

真摯にお聴きし、今後の商品開発・販売方法などの改善に活かしてまいります。

「金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律」の概要については、
金融庁の Web サイト（https://www.fsa.go.jp/ordinary/kinyuusyouhin/）をご覧ください。

ことをご確認いただいたうえでお申込みいただきます。自動車保険、がん保険および海外旅行保険は、お申込み後に当社
Web サイトのマイページにて、ご契約内容をご確認いただくことができます。また、自動車保険において「保険証券の不発
行の合意に関する特約」を付帯していないご契約ならびに、がん保険および火災保険のすべてのご契約については、保険証
券（兼意向確認書）を送付いたします。

３　代理店について

（1）代理店の役割と業務
代理店は損害保険会社との代理店委託契約に基づいて、保険会社に代わって保険募集を行い、保険契約の締結の代理また
は媒介を行います。保険契約の勧誘、保険商品の説明、お申込手続きの説明などに加え、お客さまを当社 Web サイトへ誘
導させていただくことを主な業務としています。

（2）代理店登録
代理店登録を行うためには、保険業法に基づき財務局への登録が必要です。また、代理店で保険の募集に従事する者は、
損害保険業界共通の「損害保険募集人一般試験」に合格したうえで財務局に届出をすることになっています。

（3）代理店教育
当社では、①商品・販売知識、②代理店事務、③コンプライアンス、④個人情報保護、を必須カリキュラムとした研修を実
施するなどして、代理店の資質向上を図っています。

（4）代理店数
当社の代理店数は、2025 年 3 月 31 日現在、全国で 231 店です。

４　当社の勧誘方針

当社は、以下の「勧誘方針」に則り、高度の専門性と職業倫理をもって、お客さまに対する誠実・公正な業務運営を実現す
るとともに、お客さまの最善の利益を追求してまいります。

https://www.fsa.go.jp/ordinary/kinyuusyouhin/
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SBI 損保の自動車保険（総合自動車保険）

◆ ネット損保ならではの納得価格

インターネットの利便性を最大限に活用し、業務の効率化
とお客さまと直接お取引することにより削減されたコスト
を保険料に還元させ、納得の保険料でのご提供を実現し
ています。

◆ 合理的な保険料の算出基準

①「お車の条件」に合わせた保険料設定
車種・型式によって保険料が異なるほか、お車を業務で使
用する場合やレジャーで使用する場合など、使用目的に
よっても保険料が異なります。例えば、主に土日や祝日に
しかお車を使用しない方は、保険料がお安くなります。

②「お客さまの条件」に合わせた保険料設定
運転者の年齢や範囲、運転免許証の色によって保険料が
異なるほか、年間走行距離やノンフリート等級、お住まい
の地域等によっても保険料が異なります。例えば、ゴール
ド免許をお持ちの方や運転者を「ご本人」に限定される
場合などは、保険料がお安くなります。

◆ 各種割引

①インターネットのお手続きによる割引き
インターネットを通じて新規にご契約をお申込みいただく
と保険料を 14,000 円割引きます。さらに、保険証券の発
行が不要な場合は保険料を 500 円割引きますので、保険
料が 14,500 円割引きになります。（※ 1）

②「お車の条件」による割引き
契約自動車が新車（保険始期日時点で初度登録年月・初度
検査年月から4 9か月以内）である場合や、一定の条件に合
致するセーフティ・サポートカー（ASV）である場合に保
険料を割引きます。（※2）

※1 インターネット割引（14,000円）および証券不発行割引（500
円）を適用した場合の割引額です。

※2 一部割引の対象にならないお車があります。
※3 対人賠償保険、無保険車傷害保険、自損傷害保険は、自動付帯

のため除きます。

◆ 万一に備える充実した補償

お客さま一人ひとりのニーズに応えるため、個々の補償種
類について付帯の有無や金額の設定を自由に組み合わせ
てご契約いただけます。（※ 3）

①相手の方への補償
・対人賠償保険
契約自動車による自動車事故により、他人（歩行者、相手
の車の搭乗者の方など）を死傷させてしまい法律上の損
害賠償責任を負担する場合、自賠責保険の保険金額を超
える部分の保険金をお支払いします。
・対物賠償保険
契約自動車による自動車事故により、相手の車や自転車、
ガードレールや街灯など他人の財物を壊し、法律上の損害
賠償責任を負担する場合に保険金をお支払いします。

②ご自身・搭乗者の方への補償
・人身傷害保険
契約自動車の事故により乗車中の方が亡くなられた場合や
けがをされた場合に、治療費や休業損害・逸失利益など
を補償します。また、記名被保険者やそのご家族の方が
歩行中に自動車事故に遭われた場合も補償の対象となり
ます。

商品ラインナップ



45

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て

SBI 損保のがん保険［自由診療タイプ］（がん治療費用総合保険）

◆ ネットを活用した割安な保険料

インターネットを活用し業務を徹底的に効率化。削減した
コストを保険料に還元しました。
例えば、男性 30 歳の場合、月払保険料は 1,071 円です。（が
ん診断保険金 100 万円、保険期間 5 年）

◆ 実際にかかった治療費を実額補償

入院日数や通院日数に対して一定の保険金を支払うのでは
なく、実際にがん治療にかかった費用を、かかった分だけ
お支払いします。そのため、がん治療費を実質自己負担０
円にできます。（※ 1）
さらに、がんと診断されたときには一時金（100 万円・200
万円・300 万円・なしよりご選択可）をお支払いします。

◆ 通院治療費は最大 1,000 万円まで補償

抗がん剤治療による通院や退院後の補助療法、セカンド
オピニオン外来など、通院治療費は最大 1,000 万円まで
補償します。（※ 2）さらに通院日数に制限はありませんので、
安心してがん治療を続けることができます。

◆ 先進医療だけでなく自由診療も補償

治療費が全額自己負担となってしまう先進医療や、国内
未承認であっても海外では効果が認められている最先端
医療などの自由診療についても実額で補償します。（※ 3）

◆ 医療機関への直接支払

先進医療や自由診療の費用を、当社から医療機関に直接
お支払いすることが可能です。（※ 4）高額な治療費を立て替
える心配はいりません。

・無保険車傷害保険
保険を付けていない車や補償内容が不十分な車との事故
により、死亡または後遺障害を被った場合に保険金をお
支払いします。
・自損傷害保険
運転ミス等による自損事故で契約自動車に乗車中の方が
死傷し、自賠責保険および人身傷害保険による補償が受
けられない場合に保険金をお支払いします。
・搭乗者傷害保険
契約自動車に乗車中の方が死傷された場合、死亡保険金、
後遺障害保険金、医療保険金などをお支払いします。

③お車の補償
・車両保険
契約自動車が、他の自動車との衝突・接触・火災などで損
傷したり、盗難などに遭ったりした場合に保険金をお支
払いします。
車両保険の種類は、補償範囲が広い「一般車両」と、補償
範囲が一部限定された「車対車＋限定A」をご用意してい
ます。

※ 1 公的医療保険制度にて保障されるべき金額（保険診療で可
能な診療を自由診療にて行った場合の保険診療相当分、高
額療養費相当額）はお支払いの対象とはなりません。治療
費等の実額を支払う他の保険契約等から保険金等が支払わ
れた場合または優先して支払われる場合は、治療費等の実
額からその額を差し引いて保険金をお支払いします。

※ 2 保険期間（5 年）ごとに 1,000 万円まで補償となります。
※ 3 SBI 損保の支払基準を満たす診療に限ります。
※ 4 医療機関への支払いは、保険金の支払可否（有無責）の判

断後となります。また、保険料未収の場合や、医療機関によっ
てはご利用いただけない場合があります。
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SBI 損保の火災保険（住まいの保険）

SBI 損保の海外旅行保険（リスク細分型特定手続用海外旅行保険）

◆ 自由に選べる補償内容

お客さま一人ひとりの住環境、ライフスタイル、保険料に
費やせるご予算などに応じて、基本となる補償の「火災、
落雷、破裂・爆発」に加え、豊富な補償ラインナップから、
お客さまご自身で自由に補償内容をお選びいただくことが
できます。

◆ 充実のハウスサポートサービス

お住まいの水まわり、窓ガラス破損、玄関カギなどのトラ
ブルに、24 時間対応の専門業者を手配いたします。
＊ 特殊作業に関する費用および部品代等はお客さまのご負担

となります。

◆ ネット専用商品ならではのリーズナブルな保険料

インターネット専用商品とすることでリーズナブルな保険料
を実現しています。

◆ リスク細分により合理的な保険料を算出

旅行先・年齢別にリスクを細分化することで、０～ 49 歳
などのリスクの低い層に対する割安な保険料を実現してい
ます。

◆ リピーター割引

過去３年以内に「SBI 損保の海外旅行保険」をご契約いた
だいた方にはリピーター割引として保険料を３％割引いた
します。（※ 1）

◆ 自分でえらべる補償内容

ベーシックタイプは 14 の補償項目、海外サポート充実タ
イプは 15 の補償項目からカスタマイズして補償を選ぶこ
とができます。（※ 2）

◆ あんしんのサポートサービス

旅行中のトラブルのご相談、医療機関情報のご提供、医師・
病院の案内・予約などのサポートを 24 時間 365 日提供い
たします。

※ 1 所定の割引条件をすべて満たす必要があります。
※ 2 一部補償項目の組み合わせに制限があります。
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グループ会社・パートナー会社との商品相互販売
当社では、SBI インシュアランスグループ各社の保険商品を相互販売するとともに、グループ外の保険会社とも販
売提携を行っています。当社を通しさまざまな保険商品にご加入いただける「ワンストップ」の販売体制を構築し
ています。

上記は代表的なグループ会社・パートナー会社です。

◆ 「SBI 損保の自動車保険」法人契約
SBI 損保の法人向け自動車保険は、損害保険業界初（※）の、法人のお客さまも自動車保険のお見積り・お申込みをインター
ネットで完結できる商品です。
※ SBI 損保調べ。

◆ 「SBI 損保のがん保険」団体保険
法人のお客さまが保険契約者となり、その従業員などを被保険者としてがん治療費用を補償する企業福利厚生プランや、顧
客会員組織に属する方々に対してがんに関する補償を提供する団体保険を取り扱っています。

◆ 事業者向け火災保険
法人のお客さま向けに事業用物件を対象とする火災保険を取り扱っています。

◆ 賠償責任保険
法人のお客さま向けに賠償責任保険を取り扱っています。

◆ 動産総合保険
法人のお客さま向けに動産総合保険を取り扱っています。

◆ 生活総合保険
法人のお客さま向けにその従業員などを被保険者とする生活総合保険を取り扱っています。

今後もお客さまのニーズや時代の変化に対応し、取扱商品の拡充を行っていく予定です。

その他法人向け商品など



48

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て

商品の開発と主な改定

＊　上記は保険始期年であり、募集開始年とは異なります。

2008年 個人総合自動車保険販売開始 自動車

2010年 保険法施行に伴う各種改定 自動車

2011年 年齢条件区分の変更、主な運転者の年齢別料率の導入 自動車

2012年 後遺障害等級の変更 自動車 /がん治療費用保険販売開始 がん

2013年 ノンフリート等級制度の変更、「自転車事故補償特約」新規販売 自動車

2014年 暴力団排除条項の導入 自動車 /暴力団排除条項の導入、がん診断保険金なし販売開始 がん

2015年 クレジットカード払の要件緩和、ネットバンク決済の要件緩和、搭乗者傷害保険の医療保険金の変更など 自動車

2016年 走行距離区分の導入 自動車 /住まいの保険販売開始 火災

2018年

ASV割引の導入、「個人賠償責任危険補償特約」新規販売 自動車

がん治療費用総合保険販売開始 がん

賃貸用の共同住宅一棟全体の引受け開始、「賃貸建物所有者賠償責任危険補償特約」新規販売 火災

賠償責任保険販売開始 その他

2019年 月払の販売開始 自動車 /がん治療費用保険集団扱取扱開始 がん /動産総合保険販売開始 その他

2020年 型式別料率クラス制度の改定 自動車 /新築割引の導入 火災 /生活総合保険販売開始 その他

2021年
がん治療費用保険をがん治療費用総合保険へ統合 がん /同性婚対応、新築割引の改定 火災

医療費用保険販売開始 その他

2022年
商品名を総合自動車保険に改定、法人の引受け開始、走行距離区分の細分化など 自動車

保険期間上限を5年に変更など 火災

2023年 新車割引適用期間の拡大など 自動車 /リスク細分型特定手続用海外旅行保険販売開始 その他

2024年 築年別料率細分化、水災料率細分化、事業者向け火災保険販売開始 火災

2025年 「新車特約」販売開始 自動車

（2008 年１月～ 2025 年 4 月）



49

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
に
つ
い
て

SBI 損保の自動車保険（総合自動車保険）

◆ 24 時間 365 日事故受付

24 時間 365 日年中無 休で事故 受 付をいたしますので、
SBI 損保安心ホットラインにまずはご連絡ください。また、
当社 Web サイトのお客さま専用マイページや、当社公式
LINE アカウントなどから、オンライン事故報告を行うこと
も可能です。

◆ SBI 損保安心ロードサービス

SBI損保安心ロードサービスは、ご契約いただいているす
べてのお車について無料でご利用いただけるサービスで
す。事故や故障により動かなくなったお車をレッカーで
移動させるなど緊急な対応が必要となったとき、全国約
10,800か所（2025年3月末現在）のロードサービス拠点か
らお客さまのもとに駆け付けます。
SBI損保安心ロードサービスは迅速かつ万全の態勢でお
客さまをサポートします。
また、契約自動車が、事故・故障で現地復旧できない場合
に、宿泊費用や現場からのご帰宅費用などをお支払いす
るサポートサービスをご提供しています。

◆ SBI 損保安心ホットライン（自動車保険）

事故・ロードサービスのご連絡
24 時間 365 日受付
フリーコール　0800-2222-581
IP 電話などで上記フリーコールがつながらない場 合は 
0570-550-627（有料）へおかけください。

◆ SBI 損保安心工場（指定修理工場）のご紹介

全国約7 3 0か所（2 0 2 5年3月末現在）のSBI損保安心工場
ネットワークが、万全の態勢でお客さまのお車のサポー
トを行います。お客さまのご意向・ご要望により、最寄り
のSBI損保安心工場をご紹介いたします。SBI損保安心工
場ではお客さまにご満足いただけるよう、お引き取り・納
車の無料サービス、修理期間中の代車無料提供サービス、
修理保証サービスといったさまざまなサービスをご用意
しています。

◆ 安心の事故対応サービス

①専任スタッフによる示談交渉サービス　
対人・対物の賠償事故が発生した場合、人身事故・物損
事故それぞれにプロの専任スタッフがチームで連携して対
応します。SBI 損保がお客さまに代わって示談交渉を行い
ますのでご安心ください。
②被害事故相談サービス
お客さまが被害に遭われた事故に関する相談についても、
専任スタッフが親身に細やかなアドバイスをいたします。

◆ 迅速なお支払いのためのサービス

①保険金請求書類省略サービス
車両事故・対物事故に関しては、原則としてお電話により
保険金請求の意思を確認させていただき、保険金をお支
払いします。
②交通事故証明書取付代行サービス
交通事故証明書の取り付けが必要な場合、当社で取り付
けいたします。
③示談書省略サービス
対物賠償事故で、お客さま・相手方双方が希望された場合、
電話による確認をもって示談書を省略して保険金をお支払
いします。
④診断書省略サービス
搭乗者傷害保険や自損事故保険で、ご請求金額が 10 万円以
下の場合、診断書の取り付けを省略し、通院日などのご
申告で保険金をお支払いします。

各種サービス体制
突然やってくる事故や病気からお客さまをしっかりとサポートし、すべてのお客さまにご安心していただけるような
さまざまなサービスをご提供いたします。
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SBI 損保のがん保険［自由診療タイプ］（がん治療費用総合保険）

◆ 24 時間 365 日事故受付

24 時間 365 日年中無 休で事故 受 付をいたしますので、
SBI 損保安心ホットラインにまずはご連絡ください。

◆ SBI 損保安心ホットライン（火災保険）

24 時間 365 日受付
フリーコール　0800-919-0368
IP 電話などで上記フリーコールがつながらない場 合は
0570-550-629（有料）へおかけください。

◆ がん診断のご連絡受付

万が一、がんの疑いがある場合やがんと診断されたとき
は、SBI 損保メディカルセンターへご連絡ください。

◆ SBI 損保メディカルセンター

平日 9:00 - 17:30 受付（土日祝日・12/31-1/3 を除く）
フリーコール　0800-8880-773
IP 電話などで上記フリーコールがつながらない場 合は
0570-550-628（有料）へおかけください。

◆ SBI 損保ハウスサポートサービス

SBI 損保ハウスサポートサービスは、ご契約いただいてい
る方に、以下のような家屋にまつわるトラブルに対して 30
分程度の軽作業（特殊作業を必要としない応急対応）を
無料にて提供するサービスです。

・家屋内の給排水管の詰まり、水漏れなどの水まわりに関
するトラブルの応急対応

・家屋の窓ガラス破損時に破損したガラスの処理や養生作
業などの応急対応

・家屋内に入るためのカギの紛失または破損、閉じ込みな
どのトラブルに伴う建物のカギ開け

・家屋内の電気設備やガス設備などの不具合によるトラブ
ル時の原因調査および復旧作業

◆ 医療相談サービス

SBI 損保メディカルセンターでは、医療相談サービスをご
提供しています。医療相談サービスは、ご契約いただいた
方にがんの疑いが発生した際や、がんと診断された際にご
利用いただけるサービスです。専門医のバックアップのもと、
看護師などの専門スタッフが以下の対応をいたします。
●がんに関する検査や治療法などの情報についてのご相

談
・ 全国の医療機関および専門医情報のご提供
・ がんにまつわる専門相談窓口のご案内
・ 療養の仕方や主治医への相談の仕方のアドバイス

●セカンドオピニオンに対応している医療機関情報のご提
供

●３者間通話によるがん治療についての専門医との電話医
療相談サービス
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SBI 損保の海外旅行保険（リスク細分型特定手続用海外旅行保険）

◆ 24 時間 365 日事故受付

24 時間 365 日年中無休で各種サービスを提供いたします
ので、トラブル発生時には、まずは t@biho サポートライ
ンへご連絡ください。

◆ t@biho サポートライン

24 時間 365 日、日本語で各種サービスを提供いたします。
・トラブル時の各種ご相談
・医療機関情報のご提供
・医師・病院の案内・予約
・移送機関の手配 
・電話による医療通訳（英語）
・ご家族への連絡（ご希望に応じ）
・救援者の渡航時のお手伝い
・パスポート等の盗難時の手続きのご案内

＊ t@biho サポートラインの電話番号は、マイページもし
くはご契約時にお送りしているメールからご確認くださ
い。

◆ 安心のキャッシュレス提携病院ネットワーク

海外の医療機関と提携しキャッシュレスメディカルサービ
スをご提供しております。
t@biho サポートラインにご連絡をいただきますと、日本
語を話せる医師・スタッフが在籍している病院を含めて、
キャッシュレス提携病院の紹介・予約の手配をいたします。
キャッシュレス提携病院での治療は、当社が直接病院へ
治療費をお支払いいたしますので、お客さまが治療費を立
て替えすることなく治療を受けることができます。
キャッシュレス提携病院以外で受診された場合には、帰
国後、SBI 損保の海外旅行保険サイトの「保険金のご請求」
ボタンから画面に沿って入力いただくだけで、確実・スムー
ズな事故報告のお手続きが可能です。
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お客さま満足度向上への取り組み

当社は、お客さまからいただいた声を真摯に受け止め、常にお客さまにとって身近で信頼される保険会社を目
指します。「お客さまの声」に対して、お客さまの立場に立ち、誠意をもって適切かつ迅速に対応し、問題解決に
努めます。また、お客さまからいただく声は有益な経営資源として原因分析を行い、再発防止、商品改良・開発、
接遇改善など業務改善につなげ、お客さまの利便性向上、消費者保護に努めます。

顧客中心主義に基づく業務運営方針
SBIグループは、1 9 9 9年の創業当初からお客さまの利益を最優先する「顧客中心主義」を貫き、インターネットをはじ
めとする革新的な技術を積極的に活用することで、より好条件の手数料・金利でのサービス、金融商品の一覧比較、手
数料の明示、魅力ある投資機会、安全性と信頼性の高いシステム、豊富かつ良質な金融コンテンツ等、真にお客さまの
立場に立った金融サービスの提供に努めてまいりました。
SBI損害保険株式会社（以下「当社」といいます。）は、顧客利益を最優先する「顧客中心主義」を徹底するSBIグループに
おいて、創業当初から「より多くのお客さまの生活に、より大きな安心をお届けするために」という経営理念に基づ
き、わかりやすく、利便性の高い先進的な「顧客中心主義」のサービスを追求した取り組みを推進しております。
こうした取り組みをより一層強化・徹底していくために、「顧客中心主義に基づく業務運営方針」を公表するととも
に、顧客満足度など常にお客さまの視点からその取り組みや成果を評価し、定期的に見直しを行ってまいります。

1.「顧客中心主義」の徹底
当社は、SBIグループの基本理念である「顧客中心主義」に基づき、高度の専門性と職業倫理をもって、お客さまに対す
る誠実・公正な業務運営を実現するとともに、Fintech時代における革新的な先進技術を最大限活用しながら、お客さ
まの最善の利益を追求してまいります。

2.「お客さまの声」を活かす取り組み
当社は、お客さまからいただいた声を真摯に受け止め、誠意をもって適切かつ迅速に対応するとともに、有益な経営
情報源として業務の改善につなげ、お客さまの利便性向上および消費者保護に努めてまいります。

3.最適な保険商品・サービスの提供
当社は、お客さまのご意向やご希望、「お客さまの声」を適切に把握・分析するとともに、保険商品・サービスの内容に
即した合理的な保険料等を設定することを通じて、お客さまにご満足いただける最適な保険商品・サービスを提供し
てまいります。

4.わかりやすい情報提供
当社は、お客さまがご自身のご意向に沿った保険商品・サービスを選択することができるよう、お客さまの経験・知識
や情報の重要性等を踏まえて、適切な情報を分かりやすく提供してまいります。

5.適正かつ迅速な保険金の支払い
当社は、お客さまが適切な保険金の支払いを受けることができるよう、保険金請求に関する必要な情報を分かりやす
く提供するとともに、適正かつ迅速に保険金をお支払いする態勢を構築してまいります。

6.利益相反の適切な管理
当社は、お客さまの利益が不当に害されることのないよう、利益相反のおそれのある取引を正確に把握し、適切に管
理する態勢を整備してまいります。
当社の「利益相反管理方針」についてはこちら（https://www.sbisonpo.co.jp/policy/reciprocity.html）をご覧くださ
い。

7.本方針を役職員に浸透させる枠組み
当社は、本方針の理解を促進するための各種研修を実施するとともに、お客さまの満足度向上に関する業績評価を行
うこと等により、お客さまの最善の利益を追求する対応を役職員一人ひとりに浸透させる取り組みを実施してまい
ります。

顧客中心主義

https://www.sbisonpo.co.jp/policy/reciprocity.html
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一般社団法人 日本損害保険協会 そんぽADRセン
ター

当社は、保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指
定紛争解決機関である一般社団法人日本損害保険協会と
手続実施基本契約を締結しています。
同協会では、損害保険に関する一般的な相談のほか、損害
保険会社の業務に関連する苦情や紛争に対応する窓口と
して、「そんぽADRセンター」（損害保険相談・紛争解決サ
ポートセンター）を設けています。受け付けた苦情につい
ては、損害保険会社に通知して対応を求めることで当事
者同士の交渉による解決を促すとともに、当事者間で問
題の解決が図れない場合には、専門の知識や経験を有す
る弁護士などが中立・公正な立場から和解案を提示し、紛
争解決に導きます。
当社との間で問題を解決できない場合には、「そんぽADR
センター」に解決の申し立てを行うことができます。

一般社団法人 日本損害保険協会 そんぽADRセンターの
連絡先は以下のとおりです。
電話番号：03-4332-5241（全国共通）
受付は月から金曜日（祝日・休日および1 2/3 0～1/4を除
く。）午前9時15分～午後5時まで。
▶詳しくは、同協会のWebサイト

（https://www.sonpo.or.jp/)をご覧ください。

一般財団法人 自賠責保険・共済紛争処理機構

自賠責保険の保険金（自賠責共済の共済金）の支払いをめ
ぐる紛争の、公正かつ適確な解決を通して、被害者の保護
を図るために設立され、国から指定を受けた紛争処理機
関として、一般財団法人自賠責保険・共済紛争処理機構が
あります。同機構では、自動車事故に係る専門的な知識を
有する弁護士、医師、学識経験者等で構成する紛争処理委
員が、自賠責保険（自賠責共済）の支払内容について審査
し、公正な調停を行います。同機構が取り扱うのは、あく
まで自賠責保険の保険金（自賠責共済の共済金）の支払い
をめぐる紛争に限られますので、ご注意ください。
▶詳しくは、同機構のWebサイト

（https://www.jibai-adr.or.jp/）をご参照ください。

公益財団法人 交通事故紛争処理センター

自動車保険の対人・対物賠償保険に係る損害賠償に関す
る紛争を解決するために、相談、和解のあっせんおよび審
査を行う機関として、公益財団法人交通事故紛争処理セ
ンターがあります。全国1 1か所において、専門の弁護士
が公正・中立な立場で相談・和解のあっせんを行うほか、
あっせん案に同意できない場合は、法律学者、裁判官経験
者および弁護士で構成される審査会に審査を申し立てる
こともできます。
▶詳しくは、同センターのWebサイト

（https://www.jcstad.or.jp）をご参照ください。

紛争解決機関など

「お客さまの声」受付窓口

万一、当社との間で問題を解決できない場合には、以下の紛争解決機関に解決の申し立てを行うことができます。 

当社へのご意見・苦情は、SBI 損保お客様相談室にてうけたまわります。
また、各種お問い合わせに関しては、当社 Web サイトをご参照ください。
https://www.sbisonpo.co.jp/inquiry/

ご意見・苦情等はこちらから（通話料無料）

0800-8888-836 【受付時間】平日9：00～ 17：00

※土日祝日・12/31～ 1/3を除きます。
※スマートフォンからもご利用になれます。

フリー
コール

https://www.sbisonpo.co.jp/inquiry/
https://www.sonpo.or.jp/
https://www.jibai-adr.or.jp/
https://www.jcstad.or.jp
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当社では、お客さまからいただいた声に対して、迅速かつ真摯に対応し、さらなるサービスの向上を目指しま
す。

2024 年度の「お客さまの声」受付状況

◆ 苦情の定義

手段や媒体を問わず、当社の受付窓口で受け付けたお客
さまからの当社の業務に対する不満足の表明としていま
す。

◆ 各部門における取り組み

お客さまからいただいた声は苦情だけでなくご意見・ご
要望を含めすべて「お客さまの声」として、お客様相談室
で集約しています。集約した「お客さまの声」はお客様相
談室にて苦情とお問い合わせ等に整理し、お申し出の内
容ごとにすべて所轄部門に伝えます。所轄部門では内容
について分析・検証を行い、業務の改善に生かしていま
す。
また、不適切な対応があった場合は発生原因を究明し、再
発防止に向けた改善を迅速に実施いたします。

◆  「お客さまの声」対応委員会

全部門の代表者で構成する「お客さまの声」対応委員会を
2か月ごとに開催し、お客さまからいただいた声を全部門
で共有するとともに、各部門での対応、業務改善や再発防
止に向けた取り組みが適正なものであるかの協議・検証
を行っています。

◆ 取締役会

「お客さまの声」対応委員会で協議・検証された「お客さま
の声」は取締役会で報告を行い、会社として取り組むべき
課題について検討しています。

「お客さまの声」を大切にするために

※ 1 件の「苦情」につき、内容が複数ある場合にはそれぞれでカウント

2024 年度の「苦情」の内訳2024 年度「お客さまの声」受付状況

3,988件(20.3％)

12,939件(65.9％)

696件(3.5％)

626件(3.2％)

344件(1.8％)

365件(1.9％)
204件(1.0％)

163件(0.8％)

30件(0.2％)

236件(1.2％)

31件(0.2％)
苦情 お問い合わせ等 謝意

2024 年度
第 1四半期

2024 年度
第 2四半期

2024 年度
第 4四半期

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

0
2024 年度
第 3四半期

6,716件

3,639

1,267
266

5,172件
5,502件

1,121
312

4,069

6,486件

1,203
350

4,933

1,008
296

5,412

業務改善
の指示

お客さま

本社

SBI損保サポートデスク 損害サービスセンター

SBI損保安心ホットライン　　　　 　

お見積りセンター

所轄部門

電話インターネット

● 課題・改善の提示

● 分析・検証
● 発生原因の究明と
　 再発防止に向けた取り組みの報告

業務委託先（媒介代理店等）

お客様相談室 外部機関（そんぽADRセンター等）

SBI損保メディカルセンター　　　　

お客様相談室

「お客さまの声」を集約
の苦情 お問い合わせ等

「お客さまの声」対応委員会

「お客さまの声」の協議・検証

取締役会

会社として取り組むべき課題について検討

改善事例を
公式Webサイト

にて紹介
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お客さまの満足度向上に向けた取り組み

お客さまからいただいた「お客さまの声」を真摯に受け止め、分析し、お客さま対応の改善に取り組んだ事例の
一部をご紹介します。
詳細は当社Webサイト（https://www.sbisonpo.co.jp/voice/index.html）をご覧ください。

「お客さまの声」 当社の対応

・新価特約を作ってほしい。 多くのお客さまからのご要望を踏まえ、特約を新設しました。
2025年1月保険始期の契約より販売を開始しました。

・電話以外の連絡方法で専任担当者とやり取りがしたい。 メールでの対応が可能です。SMSも活用できるようになりました。
ご要望に応じてメール対応を行っております。また、簡単なご案内や
お電話がつながらなかったときの用件など、担当者より送信専用の
SMSにてご案内させていただくことも積極的に開始しました。

・車両選択の際にどのグレードを選べばよいのかわからない。 車両グレードの選択を不要とする対応を行いました。

・自動車保険の見積りの途中で画面が固まってしまって、進め
ることができない。

推奨環境外からのアクセスに対して、ポップアップで通知するように
しました。
当社Webサイトの利用時に、アプリ内ブラウザなどの推奨環境外から
アクセスされた場合、お見積画面などでまれに動作不良が発生する可
能性があるため、一部環境のお客さまに対して推奨環境外のアナウン
スと推奨ブラウザへの誘導を行うポップアップを実装しました。

・Web・マイページなどの記載内容がわかりづらい。 WebサイトやWebお見積画面の記載内容を見直しました。
・オドメーターの確認についてのよくあるご質問に新車の場合の入力

方法を記載しました。
・ASV割引について割引表示箇所にFAQリンクを追加しました。
・車両入替手続で、車両検索せずに画面を進もうとした場合のメッ

セージが適切ではなかったため、車両検索を促すメッセージに変更
しました。

・他の自動車運転危険補償特約の説明文章を改め、一時的に借用した
他人の自動車を運転中の事故が対象であることを明確に記載しまし
た。

・用語辞典の対物差額修理費用補償特約の説明文章を改修しました。
・中断証明発行の際などの取付案内画面の表示を修正しました。
・お見積画面の設問をわかりやすくするため、補足説明の画像を新設

しました。

・紙ベースで届いている継続見積の内容がWebの表示箇所と
違うから見にくい。

レイアウトを統一しました。
Webと紙のお見積りで表示箇所を統一しました。

・契約者向け特典やキャンペーンの存在に気がつかず、利用で
きなかった。

LINE公式アカウントにご契約者さま向けサービスを集約しました。
LINE公式アカウントをリニューアルし、リッチメニューから簡単にご
契約者さま向けサービスを確認いただけるようにしました。

・どのように2台目キャンペーンに応募すればよいかわからず
苦労した。

マイページトップの導線を改善しました。
キャンペーンの申込フローを一新したほか、スマホファーストのデザ
インに変更し、お客さまの視認性を改善いたしました。

https://www.sbisonpo.co.jp/voice/index.html
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◆ 障がい者や高齢者に向けた取り組み

取り組み 当社の対応 サービス開始年月

SBI損保の
手話・筆談サービス

専門のオペレーター※がお客さまに代わってSBI損保へ電話し、内容について手
話、筆談、文字チャットのいずれかで通訳します。
※SBI損保の手話筆談サービスは、SBI損保が委託をしている株式会社プラス
ヴォイス社が提供します。
https://www.sbisonpo.co.jp/inquiry/plusvoice/

2019年1月

音声案内電子サービス 情報を「テキスト表示」または「音声読み上げ」でご提供するサービス「音声コー
ド Uni-Voice（ユニボイス）」を郵送物の一部に導入しました。
https://www.sbisonpo.co.jp/company/news/2019/0531.html

2019年5月

シニアのお客さま
専用ダイヤル

「SBI損保の自動車保険」について、自動音声による案内ではなく、専門的な研修
を受講したSBI損保サポートデスクのオペレーターが直接お答えします。
https://www.sbisonpo.co.jp/car/contact/tel.html

2019年3月

SBI損保
Webチャットサービス

「SBI損保の自動車保険」の商品・サービスに関する疑問点や、操作方法について
のご不明点にWebチャットでお答えするサービスです。オペレーター対応時間
外はチャットbotにてご案内します。
https://www.sbisonpo.co.jp/car/webchat/

2009年7月

LINEによる自動車事故
受付サービス

LINEのトーク上で事故状況を写真や位置情報を含めてご報告いただくことで、
迅速な事故対応を行います。

2019年1月

文字サイズの見直し
（火災保険）

2022年10月1日以降を保険始期日とするご契約より、「ご契約のしおり」の文字サ
イズを拡大しました。
https://www.sbisonpo.co.jp/kasai/download/

2022年10月

文字サイズの見直し
（自動車保険）

2023年1月1日以降を保険始期日とするご契約より、「普通保険約款・特約」の文字
サイズを拡大しました。
https://www.sbisonpo.co.jp/car/download/

2023年1月

https://www.sbisonpo.co.jp/inquiry/plusvoice/
https://www.sbisonpo.co.jp/company/news/2019/0531.html
https://www.sbisonpo.co.jp/car/contact/tel.html
https://www.sbisonpo.co.jp/car/webchat/
https://www.sbisonpo.co.jp/kasai/download/
https://www.sbisonpo.co.jp/car/download/
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直近 5 事業年度における主要な業務の状況を示す指標

主要な経営指標等の推移

年度
項目 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

正味収入保険料 30,982 32,506 33,414 35,652 39,566

経常収益 32,737 33,654 34,110 36,885 40,436

経常利益 523 1,275 1,307 1,052 1,392

当期純利益 33 548 808 1,389 1,212

資本金 20,500 20,500 11,000 11,000 11,000

（発行済株式総数） （11,627,537 株） （11,627,537 株） （11,627,537 株） （11,627,537 株） （11,627,537 株）

純資産額 12,061 12,312 12,546 13,572 14,467

総資産額 58,768 56,113 58,811 62,916 66,483

特別勘定又は積立勘定
として経理された資産額

- - - - -

責任準備金残高 18,262 17,702 18,098 19,153 20,489

貸付金残高 - - - - -

有価証券残高 29,320 26,006 33,268 35,167 37,146

単体ソルベンシー・マージン比率（注） 545.5% 527.5% 532.1% 534.3% 527.8%

配当性向 - - - 22.6% 35.5%

従業員数 709 名 693 名 657 名 606 名 633 名

（単位：百万円）

（注）「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第 86 条（単体ソルベンシー・マージン）および第 87 条（単体リス
ク）ならびに平成 8 年大蔵省告示第 50 号の規定に基づいて算出された比率です。

業績データ
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

金額 構成比（％） 増減率（％） 金額 構成比（％） 増減率（％） 金額 構成比（％） 増減率（％）

火 災 382 1.1 △ 31.8 256 0.7 △ 32.9 231 0.6 △ 9.6

海 上 - - - - - - - - -

傷 害 12 0.0 56.1 12 0.0 △ 2.1 12 0.0 △ 0.2

自 動 車 31,234 93.5 2.8 33,167 93.0 6.2 36,378 91.9 9.7

自動車損害賠償責任 267 0.8 △ 3.6 241 0.7 △ 9.8 214 0.5 △ 11.1

そ の 他 1,518 4.5 20.0 1,975 5.5 30.1 2,728 6.9 38.1

（うち費用・利益） (1,383) (4.1) (17.1) (1,775) (5.0) (28.4) (2,428) (6.1) (36.8)

（ う ち 賠 償 責 任 ） (44) (0.1) (0.3) (52) (0.1) (19.4) (64) (0.2) (22.8)

（うち信用・保証） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 33,414 100.0 2.8 35,652 100.0 6.7 39,566 100.0 11.0

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

金額 構成比（％） 増減率（％） 金額 構成比（％） 増減率（％） 金額 構成比（％） 増減率（％）

火 災 1,281 2.6 △ 14.8 886 1.7 △ 30.9 761 1.3 △ 14.1

海 上 - - - - - - - - -

傷 害 12 0.0 56.1 97 0.2 680.8 177 0.3 82.8

自 動 車 46,084 92.8 2.9 48,895 93.1 6.1 53,680 93.0 9.8

自動車損害賠償責任 - - - - - - - - -

そ の 他 2,275 4.6 18.8 2,650 5.0 16.5 3,117 5.4 17.6

（うち費用・利益） (2,115) (4.3) (16.4) (2,429) (4.6) (14.8) (2,826) (4.9) (16.4)

（ う ち 賠 償 責 任 ） (56) (0.1) ( △ 0.9) (67) (0.1) (17.8) (80) (0.1) (20.2)

（うち信用・保証） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 49,654 100.0 3.0 52,529 100.0 5.8 57,737 100.0 9.9

従 業 員 1 人 当 た り
元 受 正 味 保 険 料 75 8.6 86 14.7 91 5.2

①正味収入保険料 （単位：百万円）

（単位：百万円）②元受正味保険料

（注）正味収入保険料とは、元受及び受再契約の収入保険料から出再契約の再保険料を控除したものをいいます。

（注） 1．元受正味保険料とは、元受保険料から元受解約返戻金及び元受その他返戻金を控除したものをいいます。
 2．従業員 1 人当たり元受正味保険料＝元受正味保険料÷従業員数

主要な業務の状況を示す指標等
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 0 0 0

海 上 - - -

傷 害 - - -

自 動 車 7 7 1

自動車損害賠償責任 267 241 214

そ の 他 - 45 85

（ う ち 費 用・利 益 ） （-） （-） （-）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （-） （-） （-）

（ う ち 信 用・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 274 293 301

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 900 629 529

海 上 - - -

傷 害 - 85 165 

自 動 車 14,857 15,735 17,303

自動車損害賠償責任 - - -

そ の 他 756 720 474

（ う ち 費 用・利 益 ） （732） （653） （398）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （12） （14） （15）

（ う ち 信 用・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 16,514 17,170 18,473

（単位：百万円）

（単位：百万円）

③受再正味保険料

④支払再保険料

（注）受再正味保険料とは、受再保険料から受再解約返戻金及び受再その他返戻金を控除したものをいいます。

（注）支払再保険料とは、再保険料から再保険返戻金及びその他の再保険収入を控除したものをいいます。
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 46 34 42

海 上 - - -

傷 害 - - -

自 動 車 315 319 347

自動車損害賠償責任 6 7 7

そ の 他 5 7 7

（ う ち 費 用・利 益 ） （5） （7） （7）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （-） （-） （-）

（ う ち 信 用・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 373 369 404

年度
項目

2022年度 2023年度 2024年度

保 　 険 　 引 　 受 　 収 　 益 33,437 35,680 39,596

保 　 険 　 引 　 受 　 費 　 用 22,092 23,874 27,457

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 10,258 10,940 11,246

そ 　 の 　 他 　 収 　 支 △ 0 △ 0 3

保 　 険 　 引 　 受 　 利 　 益 1,085 865 896

（単位：百万円）

（単位：百万円）

⑤解約返戻金

⑥保険引受利益

（注）解約返戻金とは、元受解約返戻金及び受再解約返戻金の合計額をいいます。

（注）1．営業費及び一般管理費は、損益計算書における営業費及び一般管理費のうち保険引受に係る金額です。
  2．その他収支は、自動車損害賠償責任保険等に係る法人税等相当額などです。



61

業
績
デ
ー
タ

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 △ 649 △ 308 △ 386

海 上 - - -

傷 害 △ 16 △ 21 △ 24

自 動 車 1,563 1,291 916

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 - - -

そ の 他 187 △ 96 391

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （189） （△ 48） （373）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （12） （△ 72） （18）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 1,085 865 896

（単位：百万円）［保険種目別保険引受利益］

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

金額 構成比（％） 正味 
損害率（％） 金額 構成比（％） 正味 

損害率（％） 金額 構成比（％） 正味 
損害率（％）

火 災 207 1.1 91.8 156 0.7 114.1 265 1.1 181.8 

海 上 - - - - - - - - -

傷 害 6 0.0 55.4 8 0.0 66.4 7 0.0 61.9

自 動 車 18,910 96.7 73.0 21,437 97.0 76.3 23,825 96.4 76.7 

自動車損害賠償責任 242 1.2 90.7 276 1.3 114.7 290 1.2 135.6 

そ の 他 194 1.0 15.5 230 1.0 14.2 337 1.4 14.3 

（うち費用・利益） （186） （1.0) (16.4) （193） （0.9) (13.7) （258） （1.0) (12.8)

（ う ち 賠 償 責 任 ） (1) (0.0) (2.7) (0) (0.0) (0.8) (1) (0.0) (2.7)

（うち信用・保証） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 19,563 100.0 70.8 22,109 100.0 73.4 24,726 100.0 73.3

（単位：百万円）⑦正味支払保険金・正味損害率

（注）1．正味支払保険金とは、元受及び受再契約の支払保険金から出再契約による回収再保険金を控除したものをいいます。
 2．正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料× 100
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 1 - -

海 上 - - -

傷 害 - - -

自 動 車 0 0 0 

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 242 276 290

そ の 他 - 24 47

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （-） （-） （-）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （-） （-） （-）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 244 301 338

（単位：百万円）⑨受再正味保険金

（注）受再正味保険金とは、受再保険金から受再保険金戻入を控除したものをいいます。

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 539 379 440

海 上 - - -

傷 害 6 31 63

自 動 車 28,689 31,823 35,544

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 - - -

そ の 他 285 329 426

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （277） （311） （386）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （1） （0） （1）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 29,522 32,563 36,474

（単位：百万円）⑧元受正味保険金

（注）元受正味保険金とは、元受保険金から元受保険金戻入を控除したものをいいます。
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

火 災 333 222 175

海 上 - - -

傷 害 - 23 56

自 動 車 9,778 10,385 11,718

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 - - -

そ の 他 91 124 136

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （90） （118） （127）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （-） （-） （-）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 10,203 10,755 12,086

（単位：百万円）⑩回収再保険金

（注）回収再保険金とは、再保険金から再保険金割戻を控除したものをいいます。
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保険契約に関する指標等

年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

正味 
損害率

正味 
事業費率 合算率 正味 

損害率
正味 

事業費率 合算率 正味 
損害率

正味 
事業費率 合算率

火 災 91.8 115.1 206.9 114.1 127.1 241.2 181.8 143.0 324.9

海 上 - - - - - - - - -

傷 害 55.4 147.6 203.1 66.4 198.1 264.5 61.9 234.7 296.6

自 動 車 73.0 15.9 88.9 76.3 15.3 91.7 76.7 13.8 90.5

自動車損害賠償責任 90.7 - 90.7 114.7 - 114.7 135.6 - 135.6

そ の 他 15.5 63.0 78.5 14.2 75.0 89.2 14.3 61.6 75.9

（ う ち 費 用・利 益 ） （16.4) （63.3) （79.7) （13.7) （77.8) （91.5) （12.8) （64.0) （76.8)

（ う ち 賠 償 責 任 ） （2.7） （64.3) （67.0) （0.8） （71.2) （72.0) （2.7） （50.0) （52.7)

（ う ち 信 用・保 証 ） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 70.8 19.1 89.9 73.4 19.4 92.8 73.3 17.9 91.2

( 単位：％ )

①契約者配当金
 該当ありません。

②正味損害率、正味事業費率及びその合算率（コンバインド・レシオ）

（注） 1．正味損害率＝（正味支払保険金＋損害調査費）÷正味収入保険料
 2．正味事業費率＝（諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷正味収入保険料
 3．合算率（コンバインド・レシオ）＝正味損害率＋正味事業費率
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年度
種目

2022年度 2023年度 2024年度

発生 
損害率 事業費率 合算率 発生 

損害率 事業費率 合算率 発生 
損害率 事業費率 合算率

火 災 121.3 100.4 221.7 70.1 50.2 120.3 87.0 55.2 142.2

海 上 - - - - - - - - -

傷 害 80.4 148.6 229.0 53.6 63.9 117.5 64.3 49.6 113.9

自 動 車 77.4 20.4 97.9 77.3 20.4 97.6 79.8 19.1 98.8

そ の 他 21.6 65.1 86.7 25.0 69.4 94.5 15.5 62.6 78.1 

（うち費用・利益） (22.1) (65.8) (87.8) (22.5) (72.2) (94.7) (14.2) (66.2) (80.4)

（ う ち 賠 償 責 任 ） ( △ 0.1) (51.8) (51.7) (130.5) (59.1) (189.7) (10.3) (42.8) (53.1)

（うち信用・保証） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 75.3 23.2 98.5 74.4 23.3 97.8 76.2 22.0 98.2

( 単位：％ )③出再控除前の発生損害率、事業費率及びその合算率

区分 2022年度 2023年度 2024年度

国 内 契 約 100％ 100％ 100％

海 外 契 約 －％ －％ －％

④国内契約・海外契約別の収入保険料の割合

（注）上表は、収入保険料（元受正味保険料（除く収入積立保険料）と受再正味保険料の合計）について国内契約および海外契約の割
合を記載しております。

（注） 1．地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しております。
 2．発生損害率＝（出再控除前の発生損害額＋損害調査費）÷出再控除前の既経過保険料
 3．事業費率＝（支払諸手数料及び集金費＋保険引受に係る営業費及び一般管理費）÷出再控除前の既経過保険料
 4．合算率＝発生損害率＋事業費率
 5．出再控除前の発生損害額＝支払保険金＋出再控除前の支払備金積増額
 6．出再控除前の既経過保険料＝収入保険料－出再控除前の未経過保険料積増額
 7．第三分野保険のがん治療費用保険・がん治療費用総合保険は、その他のうち費用・利益に記載しております。

年度 出再先保険会社の数 出再保険料のうち上位５社の 
出再先に集中している割合

2024年度 5　( 1 ) 100％（100％）

2023年度 5　( 1 ) 100％（100％）

⑤出再を行った再保険者の数と出再保険料の上位 5 社の割合

（注） 1．出再先保険会社の数は、特約再保険を 1,000 万円以上出再している再保険者（プール出再を含む）を対象にしております。
 2．（）内は、第三分野保険に関する数値を表しております。（ただし、保険業法施行規則第 71 条に基づいて、保険料積立金を積 
  み立てないとした保険契約に限ります。）
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種目計 2022年度 2023年度 2024年度

1 年度開始時の未収再保険金 2,196
(113)

2,783 
(26)

2,772 
(35)

2 当該年度に回収できる事由が発生した額 10,003
(90)

10,632 
(118)

12,050 
(127)

3 当該年度回収等 9,416
（177）

10,643 
(110)

11,730 
(138)

4 1+2-3 ＝年度末の未収再保険金 2,783
(26)

2,772 
(35)

3,092 
(24)

（単位：百万円）⑦未収再保険金の推移

（注）・ 1．地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いております。
・ 2．（）内は、第三分野保険に関する数値を表しております。（ただし、保険業法施行規則第 71 条に基づいて、保険料積立金を積

み立てないとした保険契約に限ります。）

格付区分 A以上 BBB以上 その他
（格付なし・不明・BB以下） 合計

2024年度 98.7％（100％） －％（－％） 1.3％（－％） 100％（100％）

2023年度 99.2％（100％） －％（－％） 0.8％（－％） 100％（100％）

⑥出再保険料の格付ごとの割合

（注）1. 特約再保険を 1,000 万円以上出再している再保険者を対象としております。ただし、再保険プールを含んでいません。
・ ・ 格付区分は、S＆ P社と日本格付研究所（JCR）の格付を使用し、両社の格付が異なる場合は低い方の格付を使用しております。
・ ・ これら 2社の格付けがない場合は、ムーディーズ社の格付を使用しています。
・ 2.（）内は、第三分野保険に関する数値を表しております。（ただし、保険業法施行規則第 71 条に基づいて、保険料積立金を積・
・ ・ み立てないとした保険契約に限ります。）
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（単位：百万円）期首時点支払備金（見積り額）の当期末状況（ラン・オフ・リザルト）

（注） 1．国内元受契約に係る出再控除前の金額であります。
 2．地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る金額を除いて記載しています。
 3．当期把握見積り差額＝期首支払備金－（前期以前発生事故に係る当期支払保険金＋前期以前発生事故に係る当期末支払備金）

会計年度 期首支払備金 前期以前発生事故に係る 
当期支払保険金

前期以前発生事故に係る 
当期末支払備金 当期把握見積り差額

2020 年度 17,821 10,203 9,370 △ 1,752

2021 年度 20,890 10,041 11,126 △ 277

2022 年度 25,454 10,118 11,944 3,392

2023 年度 28,426 11,489 12,842 4,094

2024 年度 29,977 12,801 13,834 3,341

（単位：百万円）

①支払備金及び責任準備金の額

【支払備金】

年度
種目

2022年度末 2023年度末 2024年度末

火 災 118 130 73

海 上 - - -

傷 害 6 7 7

自 動 車 18,851 19,559 20,868

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 94 102 104

そ の 他 388 581 605

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （341） （452） （453）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （22) （104) （110)

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 19,459 20,380 21,659

経理に関する指標等
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事故発生年度
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動

累計 
保険金

＋
支払備金

事故発生
年度末 26,001 30,169 34,792 37,081 40,510

1 年後 24,977 0.96 △・1,024 28,070 0.93 △・2,099 32,169 0.93 △・2,623 35,506 0.96 △・1,575

2 年後 23,823 0.95 △・1,153 27,374 0.98 △・696 31,352 0.98 △・817

3 年後 23,158 0.97 △・664 26,873 0.98 △・500

4 年後 23,037 1.00 △・121

最終損害見積り額 23,037 26,873 31,352 35,506 40,510

累計保険金 22,262 24,879 28,212 29,209 23,129

支払備金 774 1,994 3,139 6,297 17,380

（単位：百万円）
事故発生からの期間経過に伴う最終損害見積り額の推移表
〇自動車

（単位：百万円）〇傷害

事故発生年度
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動

累計
保険金

＋
支払備金

事故発生
年度末 0 4 8 9 149

1 年後 1 1.85 0 5 1.22 1 8 0.96 △ 0 8 0.86 △ 1

2 年後 1 1.05 0 5 1.01 0 8 1.00 △ 0

3 年後 1 1.01 0 5 1.01 0

4 年後 1 0.99 △ 0

最終損害見積り額 1 5 8 8 149

累計保険金 1 5 8 7 82

支払備金 △ 0 0 0 0 66
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

〇賠償責任

【責任準備金】

（注）1．国内元受契約に係る出再控除前の金額であります。
 2．「比率」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度 1 年間で変動した倍率を記載しております。
 3．「変動」欄には、前年度末における累計保険金と支払備金の合計額が、当該年度 1 年間で変動した額を記載しております。
 4．「累計保険金＋支払備金」の数値のうち網掛け部分については該当がありません。　

年度
種目

2022年度末 2023年度末 2024年度末

火 災 2,577 2,511 2,432

海 上 - - -

傷 害 2 2 2

自 動 車 14,176 15,196 16,411

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 748 731 687

そ の 他 593 711 954

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （504） （592） （780）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （38） （43） （48）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-）

合 計 18,098 19,153 20,489

事故発生年度
2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動 金額 比率 変動

累計
保険金

＋
支払備金

事故発生
年度末 14 19 16 98 26

1 年後 28 1.97 13 4 0.24 △ 14 4 0.24 △ 12 83 0.85 △ 15

2 年後 26 0.94 △ 1 3 0.69 △ 1 2 0.53 △ 1

3 年後 25 0.97 △ 0 1 0.56 △ 1

4 年後 25 0.99 △ 0

最終損害見積り額 25 1 2 83 26

累計保険金 25 0 0 2 0

支払備金 0 0 2 80 26
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（単位：百万円）
責任準備金の内訳
＜ 2024 年度末＞

内訳
種目

普通責任
準備金

異常危険
準備金

危険
準備金 払戻積立金 契約者配当

準備金等 計

火 災 1,740 691 0 - - 2,432

海 上 - - - - - -

傷 害 2 0 - - - 2

自 動 車 15,243 1,167 - - - 16,411

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 687 - - - - 687

そ の 他 564 390 0 - - 954

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （440） （340） （0） （-） （-） （780）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （36） （12） （-） （-） （-） （48）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 18,238 2,250 0 - - 20,489

（単位：百万円）＜ 2023 年度末＞
内訳

種目
普通責任

準備金
異常危険

準備金
危険

準備金 払戻積立金 契約者配当
準備金等 計

火 災 1,869 640 0 - - 2,511

海 上 - - - - - -

傷 害 2 0 - - - 2

自 動 車 14,131 1,064 - - - 15,196

自 動 車 損 害 賠 償 責 任 731 - - - - 731

そ の 他 403 308 0 - - 711

（ う ち 費 用 ・利 益 ） （318） （273） （0） （-） （-） （592）

（ う ち 賠 償 責 任 ） （31） （11） （-） （-） （-） （43）

（ う ち 信 用 ・保 証 ） （-） （-） （-） （-） （-） （-）

合 計 17,138 2,014 0 - - 19,153
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（単位：百万円）＜ 2023 年度末＞

区分 2022年度末
残高

2023年度
増加額

2023年度減少額 2023年度末
残高目的使用 その他

貸倒
引当金

一般貸倒引当金 - - - - -

個別貸倒引当金 - - - - -

特定海外債権引当勘定 - - - - -

価格変動準備金 130 34 - - 164

合計 130 34 - - 164

④貸付金償却
　該当ありません。

⑤資本金等明細表（含む利益準備金及び任意積立金）
　資本金等明細表につきましては、88 ページの株主資本等変動計算書をご参照ください。

②責任準備金積立水準

（注）1．積立方式及び積立率は、保険業法第 3 条第 5 項第 1 号に掲げる保険に係る保険契約及び保険業法第 3 条第 5 項第 1 号に掲げる
保険を主たる保険としている保険契約を除いております。

 2．保険料積立金及び積立保険に係る払戻積立金以外について積立方式という概念がないため、積立方式は保険料積立金及び積立 
  保険に係る払戻積立金について記載しております。
 3．積立率＝（実際に積立てている普通責任準備金＋払戻積立金）÷（下記（1）～（3）の合計額）

（1）標準責任準備金対象契約に係る平成 8 年大蔵省告示第 48 号に定める方式により計算した保険料積立金及び払戻積立金（保
険業法施行規則第 68 条第 2 項に定める保険契約に限る）

（2）標準責任準備金対象外契約に係る平準純保険料式により計算した 2001 年 7 月 1 日以降に保険期間が開始する保険契約に
係る保険料積立金、保険業法施行規則第 68 条第 2 項に定める保険契約以外の保険契約で 2001 年 7 月 1 日以降に保険期
間が開始する保険契約に係る払戻積立金並びに 2001 年 7 月 1 日前に保険期間が開始する保険契約に係る普通責任準備金
及び払戻積立金

（3）2001 年 7 月 1 日以降に保険期間が開始する保険契約に係る未経過保険料

区　分 2023年度 2024年度

積立方式
標準責任準備金対象契約 標準責任準備金 標準責任準備金

標準責任準備金対象外契約 - -

積立率 100.0% 100.0%

（単位：百万円）
③引当金明細表
＜ 2024 年度末＞

区分 2023年度末
残高

2024年度
増加額

2024年度減少額 2024年度末
残高目的使用 その他

貸倒
引当金

一般貸倒引当金 - - - - -

個別貸倒引当金 - - - - -

特定海外債権引当勘定 - - - - -

価格変動準備金 164 35 - - 200

合計 164 35 - - 200
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⑥損害率の上昇に対する経常利益又は経常損失の変動

（単位：百万円）

（単位：百万円）

⑦事業費（含む損害調査費）

⑧有価証券売却損益及び評価損

損害率の上昇シナリオ 地震保険と自動車損害賠償責任保険を除く、すべての保険種目について、
均等に発生損害率が１％上昇すると仮定いたします。

計算方法

○増加する発生損害額＝既経過保険料×１％
○増加する発生損害額のうち、正味支払保険金、支払備金積増額の内訳については、
　当年度発生事故におけるそれぞれの割合により按分しております。
○増加する異常危険準備金取崩額＝正味支払保険金の増加を考慮した取崩額－決算時取崩額
○経常利益の減少額＝増加する発生損害額－増加する異常危険準備金取崩額

経常利益の減少額
2024年度 382 百万円 （注）異常危険準備金残高の取崩額　1,213 百万円

2023年度 345 百万円 （注）異常危険準備金残高の取崩額　1,030 百万円

（注）自動車損害賠償責任保険については、ノーロス・ノープロフィットの原則に基づき、増加する発生保険金は責任準備金の取崩等
により相殺しております。

（注）金額は損益計算書における「損害調査費」「営業費及び一般管理費」ならびに「諸手数料及び集金費」の合計額です。

区　　　分 2022年度 2023年度 2024年度

人件費 4,051 3,875 4,035

物件費 10,103 10,899 11,211

税金 309 344 390

火災予防拠出金及び交通事故予防拠出金 - - -

保険契約者保護機構に対する負担金 - - 4

諸手数料及び集金費 △ 3,884 △ 4,018 △ 4,176

合計 10,579 11,101 11,464

年度
区分

2022年度 2023年度 2024年度

売却益 売却損 評価損 売却益 売却損 評価損 売却益 売却損 評価損

公社債 - 0 - 0 14 - - - -

株式 - - - - - - - - -

外国証券 - - - - - - - 2 -

その他の証券 7 61 - - - - - - -

合計 7 62 - 0 14 - - 2 -
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（単位：百万円）⑩固定資産処分損益

⑪減価償却費明細表

資産の種類 取得価額 2023年度償却額 償却累計額 2023年度末残高

建物 347 22 111 235

営業用 347 22 111 235

賃貸用 - - - -

その他の有形固定資産 601 119 359 241

ソフトウェア 11,541 940 9,494 2,047 

その他の無形固定資産 15 - - 15

合計 12,505 1,082 9,965 2,540 

資産の種類 取得価額 2024年度償却額 償却累計額 2024年度末残高

建物 371 22 132 238 

営業用 371 22 132 238 

賃貸用 - - - -

その他の有形固定資産 787 100 451 335 

ソフトウェア 12,152 870 10,294 1,858 

その他の無形固定資産 8 - - 8 

合計 13,319 994 10,878 2,441 

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

処分益 処分損 処分益 処分損 処分益 処分損

土地・建物 - 3 - 7 - 3

その他の有形固定資産 - 30 - 2 - 0

無形固定資産 - 0 - - - 29

合計 - 34 - 10 - 32

＜ 2023 年度＞  （単位：百万円）

＜ 2024 年度＞  （単位：百万円）

⑨売買目的有価証券運用損益

年度
区分

2022年度 2023年度 2024年度

運用益 運用損 運用益 運用損 運用益 運用損

公社債 - - - - - -

株式 36 - - - - -

外国証券 - - - - - -

その他の証券 - - - - - -

合計 36 - - - - -

（単位：百万円）
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資産運用に関する指標等

 （単位：百万円）①現金及び預貯金

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

現金  -  -  - 

預貯金  9,660  11,388  11,491 

郵便振替・郵便貯金  -  -  - 

当座預金  -  -  - 

普通預金  8,992  9,874  9,996 

通知預金  -  -  - 

定期預金  667  1,514  1,495 

合計  9,660  11,388  11,491 

（単位：百万円）②資産運用の概況

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

預貯金 9,660 16.4 11,388 18.1 11,491 17.3 

コールローン - - - - - -

買現先勘定 - - - - - -

債券貸借取引支払保証金 - - - - - -

買入金銭債権 299 0.5 209 0.3 499 0.8 

商品有価証券 - - - - - -

金銭の信託 610 1.0 186 0.3 445 0.7 

有価証券 33,268 56.6 35,167 55.9 37,146 55.9 

貸付金 - - - - - -

土地・建物 255 0.4 235 0.4 238 0.4 

運用資産計 44,095 75.0 47,187 75.0 49,821 74.9 

総資産 58,811 100.0 62,916 100.0 66,483 100.0 
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年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

金額 利回り（％） 金額 利回り（％） 金額 利回り（％）

預貯金 30 0.25 69 0.63 104 0.88 

コールローン - - - - - -

買現先勘定 - - - - - -

債券貸借取引支払保証金 - - - - - -

買入金銭債権 3 0.65 2 1.00 1 0.56 

商品有価証券 - - - - - -

金銭の信託 - - - - - -

有価証券 319 0.98 423 1.13 457 1.19 

貸付金 - - - - - -

土地・建物 - - - - - -

小計 354 0.77 494 1.01 563 1.10 

その他 - - -

合計 354 494 563

資産運用利回り（実現利回り） 0.59 0.49 1.13

（参考）時価総合利回り △ 0.70 0.98 1.44

（注）利回りの計算方法は、以下のとおりとなっています。
（1）資産運用利回り（インカム利回り）

資産運用に係る成果を、インカム収入（利息および配当金収入）の観点から示す指標。
・分子＝利息および配当金収入（金銭の信託運用益（損）中の利息および配当金収入に相当する額を含む。）
・分母＝取得原価または償却原価による平均残高

（2）資産運用利回り（実現利回り）
資産運用に係る成果を、当期の期間損益（損益計算書）への寄与の観点から示す指標。

・分子＝資産運用収益 + 積立保険料等運用益 - 資産運用費用
・分母＝取得原価または償却原価による平均残高

（3）時価総合利回り（参考開示）
時価ベースでの運用効率を示す指標。

・分子＝（資産運用収益 + 積立保険料等運用益 - 資産運用費用）+（当期末評価差額※ - 前期末評価差額※）
・分母＝取得原価または償却原価による平均残高 + その他有価証券に係る前期末評価差額※
※税効果控除前の金額による。

（単位：百万円）③利息配当収入の額および運用利回り（インカム利回り）
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（単位：百万円）

 （単位：％）

⑤商品有価証券の平均残高及び売買高
　該当ありません。

⑥保有有価証券の種類別の残高及び合計に対する構成比

⑦保有有価証券利回り

④海外投融資残高及び海外投融資利回り　

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

国債 - - - - - -

地方債 - - - - - -

社債 10,059 30.2 9,683 27.5 10,873 29.3 

株式 - - - - - -

外国証券 6,542 19.7 6,015 17.1 5,246 14.1 

その他の証券 16,666 50.1 19,468 55.4 21,026 56.6 

合計 33,268 100.0 35,167 100.0 37,146 100.0 

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

公社債 1.37 1.71 1.99 

株式 6.18 - -

外国証券 3.17 3.25 3.07 

その他の証券 0.09 0.20 0.33 

合計 0.98 1.13 1.19 

（単位：百万円）

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

金額 構成比（％） 金額 構成比（％） 金額 構成比（％）

外貨建

外国公社債 3,192 44.3 2,462 32.3 1,712 25.1

外国株式 - - - - - -

その他 668 9.3 1,597 21.0 1,572 23.1

小計 3,860 53.5 4,060 53.3 3,285 48.2

円貨建

非居住者貸付 - - - - - -

外国公社債 3,350 46.5 3,552 46.7 3,533 51.8

その他 - - - - - -

小計 3,350 46.5 3,552 46.7 3,533 51.8

合計 7,210 100.0 7,612 100.0 6,819 100.0

海外投融資利回り（％） 3.36 3.68 3.83
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⑧有価証券の種類別の残存期間別残高

⑨業種別保有株式の額
 該当ありません。

⑩貸付金の残存期間別の残高 
 該当ありません。

⑪担保別貸付金残高 
 該当ありません。

⑫使途別の貸付金残高及び構成比 
 該当ありません。

⑬業種別の貸付金残高及び貸付金残高の合計に対する割合 
 該当ありません。

⑭規模別の貸付金残高及び貸付金残高の合計に対する割合 
 該当ありません。

＜ 2024 年度末＞  （単位：百万円）

＜ 2023 年度末＞  （単位：百万円）

残存期間
区分 1年以下 1年超 

3年以下
3年超 

5年以下
5年超 

7年以下
7年超 

10年以下

10年超 
（期間の定め
のないものを

含む）
合計

国債 - - - - - - -

地方債 - - - - - - -

社債 1,997 1,184 4,508 99 492 2,591 10,873

株式 - - - - - - -

外国証券 1,543 2,006 1,597 - - 99 5,246

その他の証券 - 451 935 1,068 723 17,847 21,026

合計 3,540 3,642 7,042 1,168 1,215 20,538 37,146

残存期間
区分 1年以下 1年超 

3年以下
3年超 

5年以下
5年超 

7年以下
7年超 

10年以下

10年超 
（期間の定め
のないものを

含む）
合計

国債 - - - - - - -

地方債 - - - - - - -

社債 4,796 1,284 698 602 199 2,102 9,683

株式 - - - - - - -

外国証券 276 3,287 2,053 296 - 100 6,015

その他の証券 191 - 526 1,561 674 16,514 19,468

合計 5,265 4,571 3,278 2,460 873 18,717 35,167
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（単位 : 百万円）

（単位 : 百万円）

⑮有形固定資産及び有形固定資産合計の残高

⑯支払承諾の残高内訳

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

土地 - - -

営業用 - - -

賃貸用 - - -

建物 255 235 238

営業用 255 235 238

賃貸用 - - -

建設仮勘定 - - -

営業用 - - -

賃貸用 - - -

合計 255 235 238

営業用 255 235 238

賃貸用 - - -

リース資産 - - -

その他の有形固定資産 326 241 335

有形固定資産合計 582 477 574

年度
区分

2022年度末 2023年度末 2024年度末

口数 金額 口数 金額 口数 金額

融資に係る保証 - - - - - -

社債に係る保証 - - - - - -

資産の流動化に係る保証 - - - - - -

その他 1 200 1 200 1 100

合計 1 200 1 200 1 100
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（単位 : 百万円）⑰支払承諾見返の担保別内訳
年度

区分
2022年度末 2023年度末 2024年度末

有価証券 - - -

不動産・動産・財団 - - -

指名債権 - - -

保証 - - -

信用 200 200 100

その他 - - -

合計 200 200 100

特別勘定に関する指標

該当ありません。
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（単位 : 百万円）①貸借対照表

科　目 2023年度末 
（2024年3月31日現在）

2024年度末 
（2025年3月31日現在）

（資産の部）

現金及び預貯金 11,388 11,491

　預貯金 11,388 11,491

買入金銭債権 209 499

金銭の信託 186 445

有価証券 35,167 37,146

　社債 9,683 10,873

　外国証券 6,015 5,246

　その他の証券 19,468 21,026

有形固定資産 477 574

　建物 235 238

　その他の有形固定資産 241 335

無形固定資産 2,063 1,866

　ソフトウェア 2,047 1,858

　その他の無形固定資産 15 8

その他資産 12,773 13,792

　再保険貸 3,203 2,835

　外国再保険貸 200 410

　未収金 5,975 6,201

　預託金 392 402

　仮払金 2,786 3,684

　その他の資産 215 258

繰延税金資産 451 566

支払承諾見返 200 100

資産の部合計 62,916 66,483

科　目 2023年度末 
（2024年3月31日現在）

2024年度末 
（2025年3月31日現在）

（負債の部）

保険契約準備金 39,534 42,149

　支払備金 20,380 21,659

　責任準備金 19,153 20,489

その他負債 9,444 9,566

　再保険借 3,912 3,437

　外国再保険借 7 411

　未払法人税等 124 271

　未払金 1,765 1,581

　仮受金 3,516 3,741

　資産除去債務 107 113

　その他の負債 9 9

価格変動準備金 164 200

支払承諾 200 100

負債の部合計 49,343 52,016

（純資産の部）

資本金 11,000 11,000

資本剰余金 3,377 3,377

　その他資本剰余金 3,377 3,377

利益剰余金 1,630 2,412

　利益準備金 62 148

　その他利益剰余金 1,567 2,263

　　繰越利益剰余金 1,567 2,263

株主資本合計 16,007 16,789

その他有価証券評価差額金 △ 2,435 △ 2,322

評価・換算差額等合計 △ 2,435 △ 2,322

純資産の部合計 13,572 14,467

負債及び純資産の部合計 62,916 66,483

財務諸表等

直近の 2 事業年度における財産の状況

当社は、会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、計算書類およびその附属明細書について当社の会計監査人である
有限責任監査法人トーマツの監査を受けています。
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【重要な会計方針に関する注記】
1. 有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価基準及び評価方法
(1) 売買目的有価証券

 時価法（売却原価は移動平均法により算定）によっております。
(2) 満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）によっております。
(3) その他有価証券

 時価のあるもの
期末日の市場価格等による時価法によっております。
 なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価の算定は移動平均法によっております。

2. デリバティブ取引（金銭の信託において信託財産として運用しているデリバティブ取引を含む）の評価は、時価法によっております。
3. 有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、建物付属設備については定額法（ただし、2 0 1 6年3月3 1日以前に取得した建物付属設

備は定率法）により、その他の有形固定資産については定率法によっております。
4. 無形固定資産の減価償却は、定額法によっております。なお、自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間（5年）

に基づいて償却しております。
5. 外貨建資産および負債は、期末日の為替相場により円換算しております。なお、外貨建その他有価証券のうち債券に係る換算差額につ

いては、外国通貨による時価の変動を評価差額として処理し、それ以外を為替差損益として処理しております。
6. 価格変動準備金は、有価証券の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しております。
7. 保険契約に関する会計処理
 保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法令等の定めによっております。
8. 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は税込方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5年間で均等償却を行っております。

【会計上の見積りに関する注記】
会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす
可能性があるものは、次のとおりです。

（支払備金）
保険業法第 117 条、同施行規則第 72 条及び第 73 条の規定に基づき、保険契約に基づいて支払義務が発生した、又は発生したと認めら
れる保険金等のうち、まだ支払っていない金額を見積り、支払備金として積み立てております。
(1) 当年度の計算書類に計上した金額

 支払備金 21,659 百万円
(2) 会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報
 ①算出方法

 支払事由の発生の報告を受けた保険契約については、報告内容および損害調査内容等に基づき、個別に支払見込額を計上しておりま
す。
 また、まだ支払事由の発生の報告を受けていないものの、保険契約に規定する支払事由が既に発生しているものについては、主に過
去の支払実績等を勘案して算出した最終発生保険金に基づき計上しております。

 ②翌年度の計算書類に与える影響
 物価の変動および保険事故の特性の変化により、保険金等の支払額や支払備金の計上額が当初の見積りから変動する可能性がありま
す。
 また、最終発生保険金の算定においては、見積手法の選択等に起因する不確実性を有しております。

【貸借対照表に関する注記】
1. 有形固定資産の減価償却累計額は 584 百万円であります。
2. 関係会社に対する金銭債権の総額は 104 百万円、金銭債務の総額は 202 百万円であります。
3. 繰延税金資産の総額は 3,258 百万円、繰延税金負債の総額は 42 百万円であります。

繰延税金資産の主な原因は IBNR 備金 1,297 百万円、その他有価証券評価差額金 692 百万円、
繰延税金負債の主な原因はその他有価証券評価差額金 28 百万円であります。
繰延税金資産の算出にあたって、評価性引当額 2,649 百万円を控除しております。
繰延税金資産から評価性引当額として控除された額のうち、税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額は 40 百万円、
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額は 2,608 百万円であります。

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和 7 年法律第 13 号）が令和 7 年 3 月 31 日に国会で成立し、令和 8 年 4 月 1 日以後に開始
する事業年度から防衛特別法人税が創設されたことに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は令和 8
年 4 月 1 日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については従来の 28.00％から 28.93％となります。なお、この
法定実効税率の変更による影響は軽微であります。
税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額は次の通りです。
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1年以内 1年超 
2年以内

2年超 
3年以内

3年超 
4年以内

4年超 
5年以内 5年超 合計

税務上の繰越欠損金（※） 109 9 - - 168 - 287

評価性引当額 - - - - △ 40 - △ 40

繰延税金資産 109 9 - - 128 - 246

貸借対照表計上額 時価 差額

①金銭の信託
②有価証券

445
33,967

445
33,967

-
-

資産計 34,412 34,412 -

（単位 : 百万円）

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

４.
(1) 金融商品の状況に関する事項
①金融商品に対する取組方針

当社は、保険業法等関係法令を遵守し、損害保険事業の社会性、公共性ならびに契約者への保障確保に配慮し、かつ収益性・安全性・
流動性に留意した運用を基本方針とし、資産運用を行っております。

②金融商品の内容およびそのリスク
当社が保有する金融商品は、主として預金、買入金銭債権、金銭の信託および有価証券であります。有価証券は主として債券および
投資信託であり、円建債券のほか、外貨建債券への投資も行っております。
金融商品に係るリスクは、市場リスク、信用リスク及び流動性リスクであります。
また、未収金は営業債権であり、信用リスクに晒されております。
未払金は主に 1 年以内に支払期日が到来する債務であります。

③金融商品に係るリスク管理体制
当社では、取引全般に係る権限規程及びリスク管理規程を定め、これらに基づいて取引を行うとともに、取引の執行部門とは別にリ
スク管理委員会を設置し、資産運用の状況について定期的な報告に加え、必要に応じて協議を行うことで組織的な牽制を行っており
ます。
1）市場リスクの管理
価格変動等リスクについては、資産運用リスクに係る管理規程等に従い、VaR（バリュー・アット・リスク）等の手法によりリスク量（想
定最大損失）を定期的に計測し管理しています。
2）信用リスクの管理
資産運用リスクに係る管理規程等に従って限度枠管理等のリスク管理を行うこととしております。
3）流動性リスクの管理
流動性リスク管理規程等に従ってリスク管理を行うこととしております。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることも
あります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2025 年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、市場価格のない株式等は、次表に含まれておりません。（（注 1）参照）

（注 1）市場価格のない株式等の貸借対照表計上額は次のとおりであります。これについては、「金融商品の時価等の開示に関する適用
指針」（企業会計基準適用指針第 19 号 2020 年 3 月 31 日）第５項及び「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第 31 号 2021 年 6 月 17 日。以下「時価算定適用指針」という。）第 24-16 項に基づき、「② 有価証券」には含まれておりません。

（単位 : 百万円）

貸借対照表計上額

組合出資金 3,178

（単位 : 百万円）

（注 2）時価算定適用指針第 24- 9 項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産である投資信託については、「②有価証券」に含まれて
おります。

（注 3）預貯金、買入金銭債権の内コマーシャルペーパー、未収金及び未払金は、主に短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似
することから、注記を省略しております。
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(3) 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価について、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しており
ます。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象となる資 
 産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算 
 定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属す 
 るレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

※時価算定適用指針第 24- 9 項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産の投資信託については、上表の有価証券には含まれてお
りません。なお、当該投資信託の貸借対照表計上額は 2,553 百万円であります。

②時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
該当事項はありません。

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
買入金銭債権及び金銭の信託
取引金融機関、ブローカー又は情報ベンダー等から入手した価格をもって時価としており、当該価格に使用されたインプットに基づき、
レベル２又はレベル３の時価に分類しております。
有価証券
市場価格のある債券については、市場価格又は市場価格を基に算定された価額をもって時価としており、レベル２の時価に分類してお
ります。
市場価格のない私募債については、元利金等の合計額を信用リスク等のリスク要因を織込んだ割引率で割り引いて算定した価額をもっ
て時価としており、当該割引率が観察不能であることからレベル３の時価に分類しております。
投資信託については、公表されている基準価額等をもって時価としており、レベル２の時価に分類しております。

（注２）時価で貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報
① 重要な観察できないインプットに関する定量的情報

① 時価で貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

金銭の信託
有価証券

  - 
 -

445 
 25,097 

 - 
 6,316 

445 
 31,413 

資産計  -  25,542 6,316 31,858 

区分 評価技法 重要な観察できない　　
インプット インプットの範囲

有価証券  割引現在価値法  割引率  1.5％ -5.5％ 

（単位 : 百万円）
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５.
(1) 支払備金の内訳は次のとおりであります。

支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 31,777 百万円
同上に係る出再支払備金　 10,221 百万円
差引（イ） 21,555 百万円
自動車損害賠償責任保険に係る支払備金（ロ） 104 百万円
計（イ＋ロ） 21,659 百万円

(2) 責任準備金の内訳は次のとおりであります。
普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 25,815 百万円
同上に係る出再責任準備金 8,272 百万円
差引（イ） 17,543 百万円
その他の責任準備金（ロ） 2,945 百万円
計（イ＋ロ） 20,489 百万円

６. １株当たりの純資産額は 1,244 円 26 銭であります。
算定上の基礎である純資産の部の合計額は 14,467 百万円、普通株式の期末株式数は 11,627,537 株であります。

７. 重要な後発事象
該当事項はありません。

８. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

② 期首残高から期末残高への調整表

③時価の評価プロセスの説明
当社は、時価の算定に関する方針及び手続を定め、これに沿って時価を算定しております。
また、算定された時価については、時価の算定に用いられた評価技法及びインプットの妥当性並びに時価のレベルの分類の適切性を検
証しております。
時価の算定にあたっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデルを用いております。また、第三者か
ら入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びインプットの確認や類似の金融商品の時価との比較等の
適切な方法により価格の妥当性を検証しております。

④重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明
割引率は、無リスク金利である国債金利に、主に信用リスクから生じる金融商品のキャッシュ・フローの不確実性に対し市場参加者が
必要とする報酬額であるリスク・プレミアムを上乗せした調整率であります。
一般に、割引率の著しい上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせます。

（注３）投資信託財産が不動産の投資信託の調整表
時価算定適用指針第 24- 9 項の取扱いを適用した投資信託財産が不動産である投資信託の期首残高から期末残高への調整表は次のとお
りであります。

区分 期首残高
当期の損益又は評価差額 購入、売却及び 

償還の純額 期末残高
損益に計上 評価差額

買入金銭債権  209  - △ 0 △ 208  - 

有価証券  6,093  - △ 77 300  6,316 

期首残高
当期の損益又は評価差額 購入、売却及び 

償還の純額 期末残高
損益に計上 評価差額

 1,889  -  32  631  2,553 

（単位 : 百万円）

（単位 : 百万円）
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②損益計算書

科　目 2023年度 
（2023年4月1日～2024年3月31日）

2024年度 
（2024年4月1日～2025年3月31日）

経　　　常　　　収　　　益
　　保　険　引　受　収　益
　　　　　正味収入保険料
　　　　　積立保険料等運用益
　　資　産　運　用　収　益
　　　　　利息及び配当金収入
　　　　　有価証券売却益
　　　　　為替差益
　　　　　その他運用収益
　　　　　積立保険料等運用益振替
　　そ　の　他　経　常　収　益

36,885
35,680
35,652

27
1,105

494
0

 507 
130

△ 27
99

40,436
39,596
39,566

30
774
563

-
-

241
△ 30

65

経　　　常　　　費　　　用
　　保　険　引　受　費　用
　　　　　正味支払保険金
　　　　　損害調査費
　　　　　諸手数料及び集金費
　　　　　支払備金繰入額
　　　　　責任準備金繰入額
　　　　　その他保険引受費用
　　資　産　運　用　費　用
　　　　　金銭の信託運用損
　　　　　有価証券売却損
　　　　　有価証券償還損
　　　　　為替差損
　　　　　その他運用費用
　　営業費及び一般管理費
　　そ の 他 経 常 費 用
　　　　　その他の経常費用

35,832
23,874
22,109

4,060
△ 4,018

921
801

0
891
724

14
50

-
103

11,059
7
7

39,043
27,457
24,726

4,291
△ 4,176

1,278
1,336

0
227
141

2
-

46
38

11,349
9
9

経 常 利 益 1,052 1,392

特　別　損　失

　　固定資産処分損

　　価格変動準備金繰入額

44

10

34

68

32

35

税引前当期純利益 1,007 1,324

法　人　税　及　び　住　民　税

法　人　税　等　調　整　額

法　人　税　等　合　計

96

△ 478

△ 382

238

△ 126

111

当 期 純 利 益 1,389 1,212

（単位 : 百万円）
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属性 会社等の
名称

議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者 
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末 

残高

親会社の 
子会社 株式会社ゼウス － 決済代行

委託取引
保険料の収納代行 
収納代行手数料（注）1

40,526 
528 

未収金 
-

4,257 
 - 

親会社の 
子会社

SBI 少短保険ホールディ
ングス株式会社 － 社債の引受

・償還

社債の引受
社債の償還
利息の受取（注）２

  3,700 
 3,700 

 86 

社債
-

未収利息

3,621
-

24

親会社の 
子会社

SBI エステートファイ
ナンス株式会社 － 社債の引受

・償還

社債の引受 
社債の償還 
利息の受取（注）2

700
700

9

社債
-

未収利息

699
 - 
1

（1）兄弟会社等

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等
 １. 収納代行手数料は、業務内容等を勘案して交渉の上で決定しております。
 ２. 社債利率については、市場金利等を勘案して協議の上で決定しております。

6. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（損益計算書に関する注記）
１. 関係会社との取引による収益の総額は 3 百万円、費用の総額は 999 百万円であります。
２.
(1) 正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。

収入保険料 58,039 百万円
支払再保険料 18,473 百万円

差引 39,566 百万円
(2) 正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。

支払保険金 36,813 百万円
回収再保険金 12,086 百万円

差引 24,726 百万円
(3) 諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。

支払諸手数料 1,118 百万円
出再保険手数料 5,294 百万円

差引 △ 4,176 百万円
(4) 支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。

支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 1,773 百万円
同上に係る出再支払備金繰入額 496 百万円

差引（イ） 1,276 百万円
自動車損害賠償責任保険に係る支払備金繰入額（ロ） 1 百万円

計（イ＋ロ） 1,278 百万円
(5) 責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。

普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 1,464 百万円
同上に係る出再責任準備金繰入額 320 百万円

差引（イ） 1,143 百万円
その他の責任準備金繰入額（ロ） 192 百万円

計（イ＋ロ） 1,336 百万円
(6) 利息及び配当金収入の内訳は次のとおりであります。

預貯金利息 104 百万円
買入金銭債権利息 1 百万円
有価証券利息・配当金 457 百万円

計 563 百万円

３. 金銭の信託運用損中の評価損益は、1 百万円の益であります。

４. １株当たりの当期純利益の額は 104 円 26 銭であります。算定上の基礎である当期純利益は 1,212 百万円であり、その全額が普通株 
 式に係るものであります。また、普通株式の期中平均株式数は 11,627,537 株であります。
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益の額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

５. 関連当事者との取引は以下のとおりであります。

（単位 : 百万円）



87

業
績
デ
ー
タ

年度
科目

2023年度
（2023年4月1日～ 

2024年3月31日）

2024年度
（2024年4月1日～ 

2025年3月31日）

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー
　　税引前当期純利益
　　減価償却費
　　支払備金の増減額（△は減少）
　　責任準備金の増減額（△は減少）
　　価格変動準備金の増減額（△は減少）
　　利息及び配当金収入
　　有価証券関係損益（△は益）
　　金銭の信託運用損益（△は益）
　　為替差損益（△は益）
　　有形固定資産関係損益（△は益）
　　無形固定資産関係損益（△は益）
　　再保険貸の増減額（△は増加）
　　その他資産（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は増加）
　　再保険借の増減額（△は減少）
　　その他負債（除く投資活動関連、財務活動関連）の増減額（△は減少）
　　その他　

1,007
1,082

921
801

34
△ 494

64
724

△ 507
10

-
△ 345
△ 631

823
510

△ 25

1,324
994

1,278
1,336

35
△ 563

2
141

46
3

29
158

△ 1,166
△ 72

54
△ 189

小計 3,974 3,412

　　利息及び配当金の受取額
　　法人税等の支払額

　　　　　営業活動によるキャッシュ・フロー

445
△ 276
4,143

487
△ 53
3,846

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
　　預貯金の純増減額(△は増加)
　　買入金銭債権の売却・償還による収入
　　金銭の信託の増加による支出
　　有価証券の取得による支出
　　有価証券の売却・償還による収入

　　　　　　　　　資産運用活動計

△ 860
91

△ 300
△ 5,459

4,133
△ 2,394

-
208

△ 400
△ 7,895

6,127
△ 1,960

　　　　　　（営業活動及び資産運用活動計） (1,748) (1,886)

　　有形固定資産の取得による支出
　　無形固定資産の取得による支出
　　資産除去債務の履行による支出
　　預託金の差入による支出
　　預託金の回収による収入

　　　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 128
△ 573

-
△ 0

-
△ 3,096

△ 59
△ 844

△ 9
△ 15

4
△ 2,884

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
　　配当金の支払額

　　　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー
△ 313
△ 313

△ 430
△ 430

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 149 89

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 882 621

Ⅵ現金及び現金同等物期首残高 8,992 9,874

Ⅶ現金及び現金同等物期末残高 9,874 10,496

③キャッシュ・フロー計算書 （単位 : 百万円）
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種類 当事業年度期首 
株式数

当事業年度増加 
株式数

当事業年度減少 
株式数

当事業年度末 
株式数

普通株式 11,627 - - 11,627

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 配当の原資 1株当たり 

配当額（円） 基準日 効力発生日

2025年 2月26日 
定例取締役会 普通株式 430 利益剰余金 37 - 2025 年 2 月 28 日

【キャッシュ・フロー計算書に関する注記】
1. キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３
か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

2. 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目と金額の関係
 （2025 年 3 月 31 日現在）
現金及び預貯金 11,491 百万円
買入金銭債権 499 百万円
預入期間が３か月を超える預貯金 △ 1,495 百万円
現金及び現金同等物 10,496 百万円

3. 重要な非資金取引の内容
非資金取引について記載すべき重要なものはありません。

4. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類及び総数

2. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

④株主資本等変動計算書

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計

その他
有価証券

評価差額金

評価・換算 
差額等 

合計その他資本
剰余金

資本
剰余金

合計

利益
準備金

その他利益
剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金

当期首残高 11,000 3,377 3,377 62 1,567 1,630 16,007 △ 2,435 △ 2,435 13,572

当期変動額

剰余金の配当  -  -  - 86 △ 516 △ 430 △ 430  -  - △ 430

当期純利益  -  -  -  - 1,212 1,212 1,212  -  - 1,212

株主資本以外の項目
の当期変動額 （純額）  -  -  -  -  -  -  - 112 112 112

当期変動額合計  -  -  - 86 696 782 782 112 112 894

当期末残高 11,000 3,377 3,377 148 2,263 2,412 16,789 △ 2,322 △ 2,322 14,467

＜ 2024 年度＞  （単位：百万円）

（単位：千株）

3. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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種類 当事業年度期首 
株式数

当事業年度増加 
株式数

当事業年度減少 
株式数

当事業年度末 
株式数

普通株式 11,627 - - 11,627

（株主資本等変動計算書に関する注記）
1. 発行済株式の種類及び総数

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本 
合計

その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算 
差額等 

合計その他資本
剰余金

資本剰余金 
合計 利益準備金

その他利益 
剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 
剰余金

当期首残高 11,000 3,377 3,377  - 808 808 15,186 △ 2,639 △ 2,639 12,546

誤謬の訂正による
累積的影響額  -  -  -  - △ 253 △ 253 △ 253  -  - △ 253

遡及処理後当期首残高 11,000 3,377 3,377  - 554 554 14,932 △ 2,639 △ 2,639 12,292

当期変動額

剰余金の配当  -  -  - 62 △ 376 △ 313 △ 313  -  - △ 313

当期純利益  -  -  -  - 1,389 1,389 1,389  -  - 1,389

株主資本以外の項目
の当期変動額 （純額）  -  -  -  -  -  -  - 204 204 204

当期変動額合計  -  -  - 62 1,012 1,075 1,075 204 204 1,280

当期末残高 11,000 3,377 3,377 62 1,567 1,630 16,007 △ 2,435 △ 2,435 13,572

＜ 2023 年度＞ （単位：百万円）

（単位：千株）

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 配当の原資 1株当たり 

配当額（円） 基準日 効力発生日

2024年 2月28日 
臨時株主総会 普通株式 313 利益剰余金 27 - 2024 年 2 月 29 日

2. 剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

3. 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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⑤元本補填契約のある信託に係る貸出金の状況
　該当ありません。

⑥保険業法に基づく債権の状況
年度

区分
2023年度末 2024年度末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 - -

危険債権 - -

三月以上延滞債権 - -

貸付条件緩和債権 - -

小計 - -

正常債権 200 100

合計 200 100

（単位：百万円）

（注）1．破産更生債権及び
　  これらに準ずる債権

破産手続開始、更生手続開始または再生手続開始の申立て等の事由により、経営破綻に陥っている債
務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。

2．危険債権 債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権
の元本の回収および利息の受取りができない可能性の高い債権です。（1. に掲げる債権を除く。）

3．三月以上延滞債権 元本または利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸付金です。（1. および 2. に掲
げる債権を除く。）

4．貸付条件緩和債権 債務者の経営再建または支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金です。（1. から 3. までに掲げる債権を除く。）

5．正常債権 債務者の財政状態および経営成績に特に問題ないものとして、1. から 4. までに掲げる債権以外のもの
に区分される債権です。
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【単体ソルベンシー・マージン比率】
・損害保険会社は、保険事故発生の際の保険金支払や積立型保険の満期返戻金支払等に備えて準備金を積み立てていますが、巨大災害

の発生や、損害保険会社が保有する資産の大幅な価格下落等、通常の予測を超える危険が発生した場合でも、十分な支払能力を保持
しておく必要があります。

・この「通常の予測を超える危険」に対して「損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力」の割合を示す指標として、
保険業法等に基づき計算されたものが、「単体ソルベンシー・マージン比率」です。

【通常の予測を超える危険】
保険引受上の危険（①）、予定利率上の危険（②）、資産運用上の危険（③）、経営管理上の危険（④）、巨大災害に係る危険（⑤）の総
額
①　保険引受上の危険（一般保険リスク、第三分野保険の保険リスク）：

保険事故の発生率等が通常の予測を超えることにより発生し得る危険（巨大災害に係る危険を除く）
②　予定利率上の危険（予定利率リスク）：

積立型保険について、実際の運用利回りが保険料算出時に予定した利回りを下回ることにより発生し得る危険

区分 2023年度 2024年度

（A）単体ソルベンシー・マージン総額 16,380 17,827

資本金又は基金等 16,007 16,789

価格変動準備金 164 200

危険準備金 0 0

異常危険準備金 2,014 2,250

一般貸倒引当金 - -

その他有価証券評価差額金・繰延ヘッジ損益（税効果控除前） △ 2,417 △ 2,293

土地の含み損益 - -

払戻積立金超過額 - -

負債性資本調達手段等 - -

払戻積立金超過額及び負債性資本調達手段等のうち、マージンに算入されない額 - -

控除項目 - -

その他 609 880

（B）単体リスクの合計額　［√{(R1+R2)2＋(R3+R4)2}＋R5+R6] 6,131 6,755

一般保険リスク（R1） 4,720 5,073

第三分野保険の保険リスク（R2） - -

予定利率リスク（R3） 1 1

資産運用リスク（R4） 1,910 2,140

経営管理リスク（R5） 150 165

巨大災害リスク（R6） 887 1,082

単体ソルベンシー・マージン比率　［（A）／{(B)×1／2}]　×100 534.3 527.8

（単位 : 百万円）

（注）「単体ソルベンシー・マージン比率」とは、保険業法施行規則第 86 条（単体ソルベンシー・マージン）および第 87 条（単体リスク）
ならびに平成 8 年大蔵省告示第 50 号の規定に基づいて算出された比率です。

保険会社に係る保険金等の支払能力の充実の状況（単体ソルベンシー・マージン比率）
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③　資産運用上の危険（資産運用リスク）：
保有する有価証券等の資産の価格が通常の予測を超えて変動することにより発生し得る危険等

④　経営管理上の危険（経営管理リスク）：
業務の運営上通常の予測を超えて発生し得る危険で上記①～③および⑤以外のもの

⑤　巨大災害に係る危険（巨大災害リスク）：
通常の予測を超える巨大災害（関東大震災や伊勢湾台風相当）により発生し得る危険

【損害保険会社が保有している資本金・準備金等の支払余力】
損害保険会社の純資産（社外流出予定額等を除く）、諸準備金（価格変動準備金・異常危険準備金等）、土地の含み益の一部等の総額

･ ソルベンシー・マージン比率は、行政当局が保険会社を監督する際に、経営の健全性を判断するために活用する客観的な指標のひと
つですが、その数値が 200％以上であれば「保険金等の支払能力の充実の状況が適当である」とされています。
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時価情報等

1. 有価証券

① 売買目的有価証券
 該当ありません。
② 満期保有目的の債券
 該当ありません。
③ その他有価証券

年度
区分

2024年度末
取得原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

公　社　債 1,200 1,212 12

株　　式 - - -

外　国　証　券 1,101 1,109 8

そ　の　他 2,387 2,453 66

小　　計 4,688 4,776 87

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

公　社　債 9,798 9,660 △ 138

株　　式 - - -

外　国　証　券 4,179 4,136 △ 42

そ　の　他 17,587 15,393 △ 2,193

小　　計 31,565 29,191 △ 2,374

合計 36,254 33,967 △ 2,286

年度
区分

2023年度末
取得原価 貸借対照表計上額 差額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

公　社　債 2,499 2,516 16

株　　式 - - -

外　国　証　券 723 730 7

そ　の　他 1,755 1,789 33

小　　計 4,977 5,035 57

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

公　社　債 7,201 7,167 △ 33

株　　式 - - -

外　国　証　券 5,345 5,284 △ 60

そ　の　他 17,087 14,725 △ 2,361

小　　計 29,634 27,178 △ 2,456

合計 34,612 32,213 △ 2,399

（注）組合出資金（貸借対照表計上額 3,178 百万円）については、組合財産が時価を把握することが極めて困難と認められるもので 構
成されているため、上記の表に含めておりません。

＜ 2024 年度＞  （単位：百万円）

＜ 2023 年度＞  （単位：百万円）

（注）組合出資金（貸借対照表計上額 2,954 百万円）については、組合財産が時価を把握することが極めて困難と認められるもので 構
成されているため、上記の表に含めておりません。
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2. 金銭の信託

 ① 運用目的の金銭の信託

 ② 満期保有目的の金銭の信託
 該当ありません。

 ③ 運用目的、満期保有目的以外の金銭の信託
 該当ありません。

3. デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引に該当するものを除く。）

4. 保険業法に規定する金融等のデリバティブ取引                                                    
 該当ありません。

5. 先物外国為替取引                                                                               
 該当ありません。

6. 有価証券関連デリバティブ取引（7 に掲げるものを除く。）                                       
 該当ありません。

7. 金融商品取引法に規定する有価証券先物取引もしくは有価証券先渡取引、外国金融商品市場における有価証 
 券先物取引と類似の取引      
 該当ありません。

8. 暗号資産          
 該当ありません。

「当社およびその子会社等の概況」「当社およびその子会社等の主要な業務」「当社およびその子会社等の直近
の 2 連結会計事業年度における財産の状況」については該当事項はありません。

貸借対照表計上額 損益に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 445 △ 141

貸借対照表計上額 損益に含まれた評価差額

運用目的の金銭の信託 186 △ 724

区分 2024年度

① 差損益の内訳（ヘッジ会計適用分・非適用分の内訳） 該当ありません。

② 金利関連 該当ありません。

③ 通貨関連 該当ありません。

④ 株式関連 該当ありません。

⑤ 債券関連 該当ありません。

⑥ その他 該当ありません。

子会社等

＜ 2024 年度＞  （単位：百万円）

＜ 2023 年度＞  （単位：百万円）
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コーポレートデータ

沿　革

2006年6月
SBI ホールディングス（株）とあいおい損害保険（株）（現あいおいニッセイ同和損害保険（株））の共同出資により
SBI 損保設立準備（株）設立

2007年12月 損害保険業の免許を取得、商号を SBI 損害保険株式会社に変更

2008年1月 営業を開始　「SBI 損保の自動車保険」販売開始

2011年10月 東京コンタクトセンターを開設

2012年8月 「SBI 損保のがん保険［自由診療タイプ］」の販売を開始

2013年7月 大阪損害サービスセンターを開設

2013年10月 九州コンタクトセンター（佐賀県鳥栖市）を開設

2016年10月 「SBI 損保の火災保険」販売開始

2018年1月 契約件数 100 万件を突破

2018年8月 仙台損害サービスセンターを開設

2018年10月 福岡損害サービスセンター・福岡コンタクトセンターを開設

2018年12月 「賠償責任保険」「サイバーセキュリティ保険」の販売を開始

2019年11月
自動車保険のリアルタイム見積りサービス「カシャッとスピード見積り（通称：カシャッピ ®）」提供開始

「動産総合保険」の販売を開始

2020年11月 「生活総合保険」の販売を開始

2021年11月 「医療費用保険」の販売開始　地域金融機関と「健康口座」サービスを開始

2022年2月 大阪オフィスを移転

2022年4月 新宿オフィスを開設

2022年9月 「SBI 損保の自動車保険」商品改定、法人契約の申込みがインターネットで可能に

2023年4月 「SBI 損保の海外旅行保険」販売開始

2024年1月 契約件数 125 万件を突破

2024年9月 仙台オフィスを移転
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①基本事項
株主総会開催時期：毎年 4 月 1 日から 4 か月以内 決算期日：毎年 3 月 31 日
公告方法：電子公告（※）　　（※）公告掲載 URL（https://www.sbisonpo.co.jp/koukoku/）

②株式分布状況および株主 （2025 年 7 月 1 日現在）

③資本金の推移および最近の新株の発行 （2025 年 7 月 1 日現在）

株主・株式

年度
区分

2023年度 2024年度

1株当たり配当額 27 円 00 銭 37 円 00 銭

1株当たり当期純利益 119 円 51 銭 104 円 26 銭

配当性向 22.6％ 35.5%

1株当たり純資産額 1,167 円 30 銭 1,244 円 26 銭

④ 1 株当たり配当等の推移

（注）1 株当たり当期純利益は［当期純利益÷期中平均株数］により算出しております。

（注）株主資本における勘定科目間の振替処理であるため、株主資本の合計額に変動はありません。

株主名称 本社住所 持株数 発行済株式総数に
対する持株数の割合

SBIインシュアランス 
グループ株式会社 東京都港区六本木一丁目 6 番 1 号 11,533,467 株 99.19%

あいおいニッセイ同和 
損害保険株式会社 東京都渋谷区恵比寿一丁目 28 番 1 号 94,070 株 0.81%

年月日 新株発行数 発行済株式総数 増減資額 資本金の額 資本準備金の額

2013年11月29日 1,000,000 株 4,720,536 株 3,000 百万円 16,050 百万円 15,950 百万円

2014年9月30日 66,667 株 4,787,203 株 200 百万円 16,150 百万円 16,050 百万円

2015年3月31日 233,334 株 5,020,537 株 700 百万円 16,500 百万円  16,400 百万円

2018年10月26日 6,607,000 株 11,627,537 株 8,001 百万円 20,500 百万円 20,400 百万円

2023年2月1日 - 11,627,537 株 △ 29,901 百万円（注） 11,000 百万円（注） 0（注）

https://www.sbisonpo.co.jp/koukoku/
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役員の状況

役　職　名 氏　名 担　当　業　務

代表取締役社長 小野　尚 システム本部、損害サービス本部、内部監査室、地方創生推進室

常務取締役執行役員 川嶋  恒彦 リレーションチャネル推進本部

取締役執行役員 髙田  和弘 経営戦略本部

取締役執行役員 祢寝  大輔 コーポレート本部

取締役執行役員 木村  正重 商品本部

取締役執行役員 登内 譲治 経営戦略本部、カスタマー本部、お客様相談室

取締役執行役員 内田 信幸 損害サービス本部

取締役執行役員 砂子 弘 マーケティング＆セールス本部

執行役員 早野  梵天丸 地方創生推進室

執行役員 樋口  健二 カスタマー本部

執行役員 小嶋  好明 コーポレート本部

執行役員 大栁　正宏 経営戦略本部、商品本部

執行役員 中島　伸一郎 内部監査室

常勤監査役（社外） 齋木  達夫

監査役（社外） 宇塚  勝見

監査役（社外） 本間  尚登

（2025 年７月 1 日現在）
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採用方針

当社の企業理念である「新しい時代に、新しい保険を」の実現に向けて、最先端の商品
と最高水準のサービスを目指し、テクノロジーの力で新たな価値を創造できる人材を採用
したいと考えています。また、人に誠実で情熱をもって仕事に取り組み、お客様本位の姿
勢を大切にする高い専門性や知見を有する人材を求めています。
当社では、上記方針に基づき、人種、国籍、性別、年齢、障がい、宗教、性的志向な
どに関係なく、公正かつ公平な採用を進めています。

研修制度

「顧客価値」「株主価値」とあわせて SBI グループの考える「企業価値」の構成要素とさ
れる「人材価値」を向上させるべく、以下のような研修等を通じて人材の育成を図ってい
ます。
・各種資格取得支援制度
・コンプライアンス研修
・SBI 大学院大学企業派遣制度
・上級管理職研修
・ｅラーニング（ビジネス関連学習コース約 201 講座）

福利厚生

法律で定められている各種社会保険等の福利厚生制度のほか、以下の諸制度を整備して
います。 
・産休育休制度
・介護休暇制度
・短時間勤務制度
・社員持株会
・確定拠出年金制度

従業員の状況

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与

633 名 41.4 歳 5.8 年 4,404 千円

女性管理職比率 男性の育児休業取得率 男女間賃金格差

16.1％ 61.5％

労働者の男女の賃金差異 ( 全従業員 ) 64.8％

労働者の男女の賃金差異 ( 正規雇用労働者 ) 60.7％

労働者の男女の賃金差異 ( 非正規雇用労働者 ) 73.1％

（2025 年 3 月 31 日現在）
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あ行

【異常危険準備金】
異常災害による損害のてん補に充てるために保険会社
が積み立てる準備金のことを言います。

【逸失利益】
事故などにより被保険者が死亡したり、後遺障害で働
けなくなった場合、その事故がなければ将来得られた
であろう経済的利益のことです。

【受再】
ほかの保険会社からの「再保険」を引き受けることを
言います。

か行

【解約返戻金】　
保険期間中に解約・解除等があった場合に、保険会社
から契約者にお返しする保険料です。

【価格変動準備金】
保有する株式・債券などの価格変動による損失に備え
るため、将来発生が見込まれる危険に備えて保険会社
が積み立てる準備金を言います。

【記名被保険者】
自動車保険において、契約自動車を主に運転する方で、
契約時に記名被保険者として指定された方を指します。

【契約者配当金】
積立保険において積立部分の実際の運用利回りが予定
利率を超えた場合、満期時に契約者に支払われる金額
です。なお、当社において積立保険は取り扱いがあり
ません。

【契約者配当準備金】
積立保険の契約者配当金を満期時に支払うために、保
険会社が積み立てる準備金のことをいいます。なお、
当社において積立保険は取り扱いがありません。

【後遺障害】
身体の一部を失い、またはその機能に重大な障害を永
久に残した状態をいいます。

【交通事故証明書】
交通事故の事実を確認したことを証明するものです。
事故が発生した場所を所轄する各都道府県の自動車安
全運転センターが交付します。

【告知義務】
ご契約時に保険会社が告知事項として質問した事項に
ついて、事実を回答していただく義務のことです。

さ行

【再保険】
保険会社が引き受けた保険契約に基づく保険金支払責
任のすべて、あるいは一部分をほかの保険会社に転嫁
することをいいます。

【再保険プール】
保険責任の分散・平準化を効率的に図るために共同で
行う再保険のことをいいます。プールに参加した保険
会社は、保険契約をプールに出再し、かつ、所定の配
分割合分を受再していることとなります。

【事業費】
保険会社の事業上の経費で、損害保険会計では、損害
調査費、営業費及び一般管理費、諸手数料及び集金費
を総称していいます。

【そんぽ ADR センター】
損害保険協会のお客さま対応窓口で、専門の相談員が、
交通事故に関するご相談、その他損害保険に関するご
相談に対応します。また、保険業法に基づく指定紛争
解決機関として、損害保険会社とのトラブルが解決し
ない場合の苦情の受け付けや損害保険会社との間の紛
争解決の支援（和解案の提示等）を行っています。

【自賠責保険】
人身事故における被害者救済を目的に、自動車損害賠
償保障法によって自動車を使用する際に加入が義務付
けられている保険（強制保険）です。なお、正式名称
は自動車損害賠償責任保険です。

【支払備金】
すでに発生した保険事故について、その保険金の支払
いのために積み立てる準備金のことをいいます。

【出再】
ほかの保険会社に「再保険」を引き受けてもらうこと
をいいます。

【自由診療】
公的医療保険制度の対象となるかどうかに関わらず、
公的医療保険制度を利用しないで自費負担で受ける診
療をいいます。

【セカンドオピニオン】
患者にとって最善と考えられる診療を患者と主治医で
判断するために、主治医以外で医師の意見を聞くこと
です。

【責任準備金】
将来生じうる保険金の支払いなどの保険契約上の保険
会社が負う債務に対して、あらかじめ積み立てておく
準備金のことをいいます。

損害保険用語の解説（50 音順）
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【先進医療】
厚生労働大臣が定める高度の医療技術を用いた療養そ
の他の療養（厚生労働大臣が定める施設基準に適合す
ると承認を受けた医療機関で行われる療養に限ります）
のことをいい、公的医療保険制度の保険給付の対象と
すべきものかどうかを評価する段階にある療養です。
先進医療は公的保険診療と併用することができますが、
先進医療にかかる部分は全額自己負担となります。

【損害保険大学課程】
一般社団法人日本損害保険協会が実施している資格認
定制度で、損害保険募集人一般試験の合格者を対象に
したプログラムです。

【損害保険募集人一般試験】
これから代理店登録または募集人届出をする方、すで
に代理店登録または募集人登録をしている方を対象に、
一般社団法人日本損害保険協会が実施する試験です。
試験は基礎単位と商品単位で構成されており、単位ご
とに 5 年おきの更新制です。

【損害保険料算出機構】　
「損害保険料率算出団体に関する法律」に基づく料率算

出団体です。自動車保険、火災保険および傷害保険等
の参考純率ならびに自賠責保険および地震保険の基準
料率の算出を主要な業務としています。

た行

【第三分野保険】
第一分野（生命保険）、第二分野（損害保険）のいずれ
にも属さない医療保険や介護保険などを指します。

【特約再保険】
あらかじめ出再する条件を定めておき、その条件を満
たす保険契約をすべて出再する形態の再保険のことを
いいます。

な行

【ノンフリート等級】
保険の対象となる自動車の所有台数が 9 台以下の保険
契約に対して適用される割増・割引率の等級（1 ～ 20
等級）のことをいいます。

は行

【払戻積立金】
積立保険および満期時に一定の条件で保険料を返還す
る保険において満期返戻金または保険料の払戻等に備
えるために、保険会社が積み立てる準備金のことをい
います。なお、当社においてこれに該当する保険は取
り扱いがありません。

【普通責任準備金】
一般の保険において決算時から保険終期までの期間の
保険支払いに備えるために、保険会社が積み立てる準
備金のことをいいます。

【保険期間】
補償となる期間のことをいいます。この期間内に保険
事故が発生した場合にのみ保険会社は保険金を支払い
ます。ただし、保険期間中であっても保険料が支払わ
れていないときに生じた損害または傷害については一
般的には保険金をお支払いしません。

【保険業法】
保険会社の業務の健全かつ適切な運営および保険募集
の公正を確保することにより、保険契約者等の保護を
図り、生活の安定および経済の健全な発展に資するこ
とを目的とする法律です。

【保険金】
保険事故による損害または傷害に対して保険会社が被
保険者等に支払うお金のことをいいます。

【保険金額】
契約金額のことをいいます。保険事故が発生した場合
に保険会社が支払う保険金の限度額です。その金額は、
保険契約者と保険会社との契約によって定められます。

【保険契約者保護機構】
損害保険会社が経営破綻した場合に、破綻損害保険会
社の保険契約者などを保護し、保険業に対する信頼性
を維持することを目的として、保険業法に基づき設立
された法人です。ここには、日本国内で損害保険業を
営む免許を受けた損害保険会社がすべて加入しており、
加入損害保険会社の補償対象契約の保険契約者などが
補償の対象となります。

【保険契約準備金】
保険契約に基づく保険金の支払責任を果たすために、
保険会社が積み立てる準備金のことをいい、支払備金、
責任準備金があります。

【保険料】
被保険者の被る危険を保険会社が負担するための対価
として、保険契約者が保険会社に支払うお金のことを
いいます。

【保険料積立金】
保険期間が長期の第三分野保険および積立金において、
将来の保険金等の支払いに備えるために、保険会社が
積み立てる準備金のことをいいます。

ま行

【元受契約】
保険会社が保険契約者から直接引き受けた保険契約の
ことをいいます。

【元受保険料】
元受契約によって領収する保険料のことをいいます。
出再する前の保険料であることを明示する場合に用い
る用語です。




